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国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

引き続き、既存設備の耐用年数や老朽化の状況等を見据えた全体の改修計画を年度
毎に立てた上で、整備の優先順位・緊急度を精査し、概算要求に反映させるべき。

1 拉致被害者等の支援に必要
な経費

（１）帰国被害者等に対し拉致被害者等給付金を支給（法第５条）
（２）帰国被害者等の円滑な社会適応及び早期の自立を図るため、派遣形式による
指導業務（社会適応・日本語指導・生活自立指導）や社会体験研修、地域交流事業
の実施を被害者等の居住する地方公共団体に委託（法第６条）

・平成２２年度には、過去の執行状況等を鑑み、予算を減額したところ。（５０百
万円→３６百万円）
・なお、これまでの支援の結果、順調に自立等が進んでおり、２２年度には１家族
が給付金を辞退している。
・他方、政府としては、一刻も早い拉致被害者等の帰国を実現すべく全力を尽くす
こととしており、未帰国被害者分の予算を確保しておくことは必要であると考えて
いる。

帰国家族分については、給付金及び委託費については、実績を踏まえて計上・執行
すべきであり、特に生活相談等事務委託費については、帰国家族に対する委託事業
の内容の見直し・効率化について検討すべきである。
また、未帰国家族分については、予備的計上となることから家族数等十分な検討を
行い計上すべきである。

　 特定非営利活動法人は、「新しい公共」の担い手の一つとして、多様化する社
会のニーズや課題にきめ細かく機動的に対応するものであり、今後もますます重要
な役割を果たすことが期待されている。
平成23年度に関しては、平成24年度からの新認定制度の実施を見据え、法の所管庁
及び法人認証制度の所轄庁としての立場から、特定非営利活動促進法の適切な施行
及びＩＴを活用した情報提供に係る基盤整備等を図っていく。
平成24年度に関しては、特定非営利活動促進法の改正により、認証事務は全て都道
府県・政令指定都市が行うこととなり、加えて新たな認定制度が創設されることか
ら、法の所管庁としての立場から、特定非営利活動促進法の適切な運用に対する支
援及びＩＴを活用した情報提供に係る基盤整備等を図っていく。

　当事業の予算については、平成22年度当初予算（190百万円）では一部事業の廃
止により、前年度比　35.2％の減額、平成23年度当初予算（144百万円）では情報
システムの仕様等の見直しにより、前年度比　24.2％の減額を行っており、これま
でも効率的な事業運営を行ってきたところである。
平成24年度に関しては、特定非営利活動促進法の改正により、認証事務は全て都道
府県・政令指定都市が行うこととなり、加えて新たな認定制度が創設されることか
ら、法の所管庁としての立場から、特定非営利活動促進法の適切な運用に対する支
援及びＩＴを活用した情報提供に係る基盤整備等を図っていくため、適時・適切な
予算要求を行っていくこととしたい。

2 内閣本府庁舎等施設の設備
に必要な経費

　通常の耐震改修は、改修にあたり執務に支障を生じてしまうことから民間ビル等
への移転を行った後に工事を行う事例が多かったが、本庁舎は執務機能を移転する
ことが困難なことから本庁舎を使用しながら耐震改修が可能な基礎下免震工事を採
用した。今回の工事は、建物の構造体補強は国土交通省において実施され、本予算
は構造体以外の耐震改修工事に不可欠な非構造部材並びに建築設備棟の耐震改修を
実施する。併せて、本府庁舎内エレベータについて、ハートビル法制定後の基準に
適合するものに更新する。また、内閣府庁舎別館について、外壁の一部が剥がれ落
ちたことから、利用者への危険が懸念され外壁の改修工事を行うものである。併せ
て８号館建設に伴う、内閣府庁舎付属棟(B棟)取り壊しについて、その代替施設と
して仮設庁舎等を建設する。

調達に際しては原則として一般競入札（国土交通省への支出委任を含む。）を実施
し経費節減に努めているところである。
今後、新庁舎整備（中央合同庁舎第８号館）に関連し、既存施設における諸設備の
耐用年数が近づいてきており、また、現行関連法令との適合性を図りながら、中長
期的に改修計画を立案し、緊急度の高いものから実施していく。

法改正を受け、法の所管庁として行うべき事業を精査したうえで、予算に適格に反
映すべき。

4

 

独立行政法人国立公文書館
運営費交付金に必要な経費

特定歴史公文書等を保存し、及び一般の利用に供すること、行政機関からの委託を
受けた行政文書の保存、歴史公文書等の保存及び利用に関する情報の収集、整理及
び提供、歴史公文書等の保存及び利用に関する専門的技術的な助言等を行う。
内閣総理大臣の求めにより、行政文書の管理状況についての報告若しくは資料徴収
又は実地調査を行う。
内閣総理大臣からの委託を受けて、地方公共団体に対し、技術上の指導又は助言を
行う。
アジア歴史資料データベースの構築及び情報提供を行う。

国立公文書館に求められる役割や業務に適切かつ効率的に対応するとともに、組
織・予算の肥大化を防ぐ観点から、既存の事務及び事業について、従来の業務フ
ローや事務処理手順を洗い出し、外部委託や賃金職員の活用等による一層の効率
化、合理化の視点を入れ、無駄がないか徹底的な見直しを行った。また自己収入の
増について取り組む等、中期目標・中期計画に基づいて、引き続き業務運営の効率
化等を進めている。

財務省の予算執行調査の結果における一者応札を防止するため等の取組の促進、本
館とアジア歴史資料センターのシステム統合・連携の可能性の検討を含め更なる事
務・事業の見直しを図り、概算要求に反映させるべき。
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市民活動促進経費

5 独立行政法人国立公文書館
施設整備費に必要な経費

　 独立行政法人国立公文書館本館建物の耐震改修等工事に要する経費であり、本
館建物は昭和46年に建設され、築40年が経過しているとともに、昭和56年の建築基
準法施工令改正で求められた耐震基準を満たしていないことから、平成19年に国土
交通省関東地方整備局による耐震調査を実施した結果、最も緊急度の高いＡランク
評価（緊急に改修等の措置を講じる必要がある。）となった。
　 そのため、平成22年度から3ヶ年で緊急に補強等の措置を講ずるべく、耐震改修
等工事に着手しており、23年度は前年度に引き続き、設計業務及び本体工事を実施
する。

独立行政法人国立公文書館施設整備費補助金交付要綱(平成22年3月8日内閣総理大
臣決定)に基づき、国民共有の知的資源である歴史資料として重要な公文書、その
他の文書（歴史公文書等）を保存及び一般の利用に資するための、本館建物の耐震
改修工事について補助している。なお、独立行政法人国立公文書館は国土交通省に
受託契約し適切に実施している。

競争性を確保し、効率化を図るべき。（２４年度で終了）

6 公文書の管理・保存構想検
討経費

文書管理の手法、人材育成、保存施設の在り方等について民間企業や諸外国の実態
調査を行い、それぞれのベストプラクティスを踏まえ、日本の公文書管理のシステ
ムのあるべき姿を組み上げる。検討は、記録・情報管理や人材育成などに関する有
識者の議論も踏まえた上で行い、最終的には報告書の形にまとめ上げる。全体の分
量が多く、（海外調査のように）まとまった時間を割いての作業が必要であること
から、調査、有識者会議の運営、これらに伴う必要な作業等は、業者に委託する。

業者選定については総合評価方式により、公平性、透明性、効率性に配慮した方法
により選定し、受託業者とは２週間に１回程度打ち合わせの場を持つとともに、電
子メール等により緊密な連携を取りながら、事業を実施した。
なお、落札額については、競争入札に際し、真に効率的な執行をするため、本調査
の仕様書と調査に要する人員等必要経費の整合等について会計当局と相談しながら
総合評価方式による入札を行ったところ、予算額より安い価格で落札できたもので
あるが、上述のとおり、緊密な連携等を図ることにより、価格はもとより報告書と
しても十分な質を確保できたものと考えている。
このように幅広く実態を把握することはより良い制度設計のために欠かせないもの
である。２３年度より公文書管理法が施行されたが、今後、国会の附帯決議で課せ
られた諸課題等に対応し、効果的な運用に資するよう、個別のテーマに掘り下げた
調査を行うことも検討したい。

今事業の自己点検の結果が「検討したい」と２年連続同じ書きぶりになっており、
国会附帯決議で課せられた個別テーマをどこまで掘り下げ、検討結果がどこまで進
んでいるのか不明確。
調査内容を精査し、概算要求に反映させるべき。
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２２年度で事業は終了したが、独立行政法人国立公文書館に対して公文書を移管す
る取組については引き続き積極的に行うべき。

 

 

　広報テーマは各府省の希望を受けて、内閣広報室の総合調整のもと、各府省と協
議調整を行い、官房長官を長とする広報戦略会議で重点広報テーマを選定してい
る。また、広報実施に当たっては、各府省が行う広報と役割を分担して実施してい
る。
　政府広報の媒体は、国民各層の幅広い認知を得ることが可能なテレビ・ラジオ、
新聞・雑誌、インターネットなどのメディアを活用している。
　テレビについては、視聴者に映像を通じて視覚的に、政府の施策をわかりやすく
伝えることができる。ラジオについては、聴取者の行動状況に制約を受けずに情報
を伝える媒体として有効である。政府広報においては、こうしたテレビとラジオの
それぞれの特性を活かしつつ、テーマごと、訴求ターゲットごとに媒体を使い分け
たり、あるいは同じテーマで複数の媒体を併用して相乗効果を狙うなど、電波媒体
をバランスよく活用しているところである。

　平成23年度予算において、行政刷新会議の指摘（平成22年11月9日）を踏まえ、
放送諸費については、テレビスポットの削減により、前年度当初予算額から382百
万円の減額を図っている。また、契約に当たっては、東日本大震災に伴う緊急の調
達の場合等を除き、競争性のない随意契約は行わず、一般競争入札を原則として調
達している。なお、平成23年度においては媒体横断的に効率的・効果的な広報が実
施できるよう、広報戦略会議において示された最重要・重要広報テーマごとに広報
戦略等に係る企画競争を予算監視・効率化チームの了承を得て実施することとし
た。

２２年度で事業は終了したが、その事業は独立行政法人国立公文書館が引き継ぐこ
ととなり、４年間で培った問題点等の検証結果は引き継ぐこと。

7 公文書館制度整備推進経費
（22年度限り）

各府省等が横断的に作成した歴史資料として重要な公文書の散逸を､文書管理の早
い段階から防ぐため､国家・社会として歴史的に重要であり社会的影響が大きい政
策事項について､「特定の国政上の重要事項」として、内閣総理大臣が各行政機関
と協議の上で指定するに当たり、有識者からも意見を聴取するため、「政府横断的
な重要事項の指定に係る検討会」を設置し、随時開催する。
　また、例年の公文書の移管に関する取組について協議するとともに、各府省等事
務担当官レベルで移管に伴う具体的作業に関しての説明及び報告を行うため、各府
省等の文書担当課長等による連絡会議を開催する。

平成22年度に開催した会議等は、内閣府庁舎内の会議室等を利用した等の事情があ
り、当該経費に係る予算の支出を伴わなかった。

予算としては平成22年度限りであるが、主管課長会議、連絡会議等は今後も引き続
き開催する必要があり、会議を可能な限り集約化するなど、機動性の確保にも留意
しつつ、効率化を進めていく。

２１年度の行政刷新会議事業仕分けの結論を受け、２３年度から政府広報の在り方
や手法、媒体調達などの抜本的な見直しを実施しているが、その改善による効果を
検証しつつ概算要求を行うべき。
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中間書庫整備等経費
（22年度限り）

平成18年6月に、内閣官房長官が主宰する懇談会において、いわゆる中間書庫シス
テムについて提言がなされた。この提言を踏まえ、平成19年11月から、中間書庫と
して適当な施設を借り上げ、内閣府及び内閣官房の行政文書の一部を移送するとと
もに、文書の評価・選別等に当たる専門職員を雇用するなどのパイロット事業を実
施し、中間書庫システムに必要な機能、設備、問題点等の把握・検証を行う。

既に（２２年度で）廃止した事業

9 放　　送　　諸　　費

２１年度の行政刷新会議事業仕分けの結論を受け、２３年度から政府広報の在り方
や手法、媒体調達などの抜本的な見直しを実施しているが、その改善による効果を
検証しつつ概算要求を行うべき。
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出　　版　　諸　　費 　広報テーマは各府省の希望を受けて、内閣広報室の総合調整のもと、各府省と協
議調整を行い、官房長官を長とする広報戦略会議で重点広報テーマを選定してい
る。また、広報実施に当たっては、各府省が行う広報と役割を分担して実施してい
る。
　政府広報の媒体は、国民各層の幅広い認知を得ることが可能なテレビ・ラジオ、
新聞・雑誌、インターネットなどのメディアを活用している。
　新聞は国民に定着した広報媒体であり信頼性も高いこと、雑誌は年齢層・性別・
関心度などによりセグメントされたメディアであること、新聞折込広告は 新聞に
折り込まれるため信頼性・注目率が高く、新聞購読者の手元まで確実に届くという
到達率も高いこと等の特徴を有し、このような各活字媒体の持つ特性に応じて活用
している。
　視覚障害者向け資料として、健常者に比べ文字や映像情報が得にくい視覚障害者
に対して、政府の重要施策等に係る情報を提供し、より一層の幅広い普及を図るた
めに音声広報ＣＤと点字冊子を配布している。

　平成23年度予算において、予算監視・効率化チームの所見（平成22年度行政事業
レビュー）及び行政刷新会議の指摘（平成22年11月9日）を踏まえ、出版諸費につ
いては、「海外論説速報」の取り止め、新聞広告等の削減により、前年度当初予算
額から264百万円の減額を図っている。また、契約に当たっては、東日本大震災に
伴う緊急の調達の場合等を除き、競争性のない随意契約は行わず、一般競争入札を
原則として調達している。なお、平成23年度においては媒体横断的に効率的・効果
的な広報が実施できるよう、広報戦略会議において示された最重要・重要広報テー
マごとに広報戦略等に係る企画競争を予算監視・効率化チームの了承を得て実施す
ることとした。

２１年度の行政刷新会議事業仕分けの結論を受け、２３年度から政府広報の在り方
や手法、媒体調達などの抜本的な見直しを実施しているが、その改善による効果を
検証しつつ概算要求を行うべき。
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対　外　広　報　諸　費 　海外向け広報として、平成１９年度から電子媒体による月刊英字誌
『Highlighting JAPAN』を発行している。『Highlighting JAPAN』は、海外に向
け、我が国に対する正しい理解と協力を得るため、政府全体の立場から政府の重要
施策を紹介することを目的とする唯一の媒体である。
　このほか、他省庁とも連携しながら海外メディアにおけるテレビスポット放映な
どを適宜実施している。

　平成23年度予算において、新成長戦略などの政府の重要施策について、官邸主導
により、海外向け広報を拡充・強化することとしたため、前年度当初予算額から
302百万円の増額を図っている。また、契約に当たっては、競争性のない随意契約
は行わず、一般競争入札を原則として調達している。なお、平成23年度においては
媒体横断的に効率的・効果的な広報が実施できるよう、広報戦略会議において示さ
れた最重要・重要広報テーマごとに広報戦略等に係る企画競争を予算監視・効率化
チームの了承を得て実施することとした。

事　　業　　諸　　費 　広報テーマは各府省の希望を受けて、内閣広報室の総合調整のもと、各府省と協
議調整を行い、官房長官を長とする広報戦略会議で重点広報テーマを選定してい
る。また、広報実施に当たっては、各府省が行う広報と役割を分担して実施してい
る。
　政府広報の媒体は、国民各層の幅広い認知を得ることが可能なテレビ・ラジオ、
新聞・雑誌、インターネットなどのメディアを活用している。
　クロスメディアによる広報は、横断的な媒体の活用により相乗効果を図ることが
できるなど効果的な広報を実施するために有効な手段である。
　インターネット広告は、政府広報室が運営しているウェブサイト「政府広報オン
ライン」、「政府インターネットテレビ」及び各府省等ホームページに誘導するた
めに有効な媒体である。
　モバイル広告は、伝えたいことを迅速に広報できる特性を持っており、新聞を読
まない層等へのリーチを広げるために有効な媒体である。
　その他、政府広報を更に効率的・効果的に実施していくため、広報効果について
の調査を実施した。

　契約に当たっては、競争性のない随意契約は行わず、一般競争入札を原則として
調達している。なお、平成23年度においては媒体横断的に効率的・効果的な広報が
実施できるよう、広報戦略会議において示された最重要・重要広報テーマごとに広
報戦略等に係る企画競争を予算監視・効率化チームの了承を得て実施することとし
た。

２１年度の行政刷新会議事業仕分けの結論を受け、２３年度から政府広報の在り方
や手法、媒体調達などの抜本的な見直しを実施しているが、その改善による効果を
検証しつつ概算要求を行うべき。

12
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

131

126

169

156

16

16

20

2

249

251

13,185

21,671

14

12

74

68

政府広報ホームページ事業
諸費

　広報テーマは各府省の希望を受けて、内閣広報室の総合調整のもと、各府省と協
議調整を行い、官房長官を長とする広報戦略会議で重点広報テーマを選定してい
る。また、広報実施に当たっては、各府省が行う広報と役割を分担して実施してい
る。
　政府広報の媒体は、国民各層の幅広い認知を得ることが可能なテレビ・ラジオ、
新聞・雑誌、インターネットなどのメディアを活用している。
　政府広報の公式サイトとして、「政府広報オンライン」（文字情報）及び「政府
インターネットテレビ」（動画）を開設し、政府の重要施策に関する情報を分かり
やすく提供している。

　平成23年度予算において、行政刷新会議の指摘（平成22年11月9日）を踏まえ、
政府広報ホームページ事業諸費については、前年度当初予算額から5百万円の減額
を図っている。また、契約に当たっては、競争性のない随意契約は行わず、一般競
争入札を原則として調達している。

２１年度の行政刷新会議事業仕分けの結論を受け、２３年度から政府広報の在り方
や手法、媒体調達などの抜本的な見直しを実施しているが、その改善による効果を
検証しつつ概算要求を行うべき。

13

 

行政刷新会議「国民の声」において広く国民の意見をインターネットで募集してい
る手法を習い、事業について抜本的な見直しを図るべき。

14

 

世　論　調　査　諸　費 　各府省からの要望を受け，調査目的などを考慮のうえ重要な調査内容を選定し，
民間事業者に委託して世論調査を実施している。
　要望があった府省と協議し，調査票の作成等を行い，調査結果については，記者
レクを行うとともにホームページに掲載し，全て公表している。
　調査手法としては，全国20歳以上の者から無作為に抽出し，民間事業者の調査員
が個別に訪問面接する手法で実施している。

　平成23年度予算の世論調査諸費については、前年度当初予算額から13百万円の減
額を図っている。また、契約に当たっては、原則として、一般競争入札により複数
調査を一括調達しており、業務効率化、支出削減に努めている。
　経済・社会情勢の変化の中で、今後とも世論調査を適切に実施していくために、
全国世論調査の現況の把握、有識者の意見聴取、個別面接聴取法以外の調査手法の
活用可能性等について調査研究を行っている。
　調査結果の利活用実績については、当室で定めた目標件数以上、各府省にて利活
用されている。さらに、広く一般でも利活用されている。

現状の調査手法以外の世論調査の研究結果を踏まえ、効率的で低廉な調査を検討す
べき。

15

 

広聴活動の実施に必要な経
費

　国政モニターは、毎年度公募し全国から５５０名を選考する。資格は、満２０歳
以上の日本国民で国の行政に関心を持っている者。任期は一年間とする。国政モニ
ターとして、国の行政施策について気付いた意見、要望などを報告してもらう随時
報告と、あらかじめ国が設定した課題について報告してもらう課題報告などがあ
る。

　国政モニター月報の印刷部数削減することにより、平成２１年度予算において、
２百万円の削減を図った。
　また、契約に当たっては、競争性のない随意契約は行わず、一般競争入札を原則
として調達している。

遺棄化学兵器処理担当室経
費

　事業全般について助言を行う有識者会議の開催、委託事業の企画・調達・運営・
管理、日中協議等を行っている。また、当室の事業内容が極めて特殊なことから、
各種専門分野（建築・施工管理、化学物質分析等）に関して、高度な知見を有する
事業参与等を雇用し事業の実施体制の強化を図っている。

　全ての経費の支出に当たっては証拠書類等によりその適正性を確認したところ、
特に問題はなかった。
　事務処理の効率化を行い、今後とも、一層の効率化に努めることとする。

事業が拡大していく中においても、事務的経費の節減等更なる効率化を図るべき。

「国民との対話」の実施に
必要な経費

　国民対話は、簡素な形で開催するとの原則の下、大臣等と国民とが形にとらわれ
ずに直接、双方向で対話を行うものである。

　平成23年度予算において、予算監視・効率化チームの所見（平成22年度行政事業
レビュー）を踏まえ、「国民との対話」の実施に必要な経費については、これまで
の開催実績をもとに、前年度当初予算額から、17百万円の減額を図っている。

近年の開催実績や成果等を精査した上で、事業の廃止を視野に入れた抜本的な見直
しを図るべき。

16

 

執行率の低さ（60.4%）に対し、その要因や改善方針が具体的に示されておらず、
事業内容の見直しを図るべき。

18

 

遺棄化学兵器廃棄処理事業
経費

　我が国は、中国側と協議しながら、化学兵器禁止条約上の義務を履行するため、
中国各地から発見されている旧日本軍の遺棄化学兵器について、環境と安全を最も
優先しつつ、速やかに発掘・回収、廃棄処理を行う。

　経費の支出に当たっては、経費内容の詳細等（支出状況報告等）により、契約と
支出内容の整合性を確認するとともに、経費の使途などについても委託事業者等か
らヒアリングを行い内容の確認・整理を行っている。
　本事業は過去に前例がないこと等から日中協議に時間を要している側面がある
が、概算要求にあたっては、中国政府との関係に留意しつつ、過去の執行実績を踏
まえて検討する。

17

 

一般競争入札の推進により、競争性を高め、効率的な事業の実施を図るべき。
毎年度、多額の繰越しが発生しており、相手国との関係等の実情に沿いつつも適切
な予算計上が可能となるよう、実施方法等の見直しを検討すべき。

19

 

経済財政政策運営の企画立
案総合調整に必要な経費

「経済見通しと経済財政運営の基本的態度」の策定
・毎年、翌年度予算編成にあわせて、政府の経済見通しをとりまとめ閣議決定して
いる。これは、政府の政策態度に基づく経済財政運営によって、経済はどのような
姿になるのかについて政府が表明する。
「経済対策を含む経済財政運営」
・政府は、企画立案、各分野の個別の政策の総合調整を行い、その時々の経済情勢
に応じ適時に経済対策等を策定する。また、日本銀行の行う通貨及び金融の調節と
政府の経済政策の基本方針との整合性の確保を図る。

「政策推進指針」（平成２３年５月１７日閣議決定）に従い、東日本大震災のもた
らしたショックを克服し、日本全体の成長力を回復するため、国内外の様々なリス
クを踏まえた経済財政運営が不可欠となる。そのため、特に平成24年度予算につい
ては、内外のマクロ経済及び金融市場動向についての情報収集を更に効率的かつ適
時適切に把握できる体制の整備・強化を図る方向で、見直していく必要がある。

国際経済会議等に必要な経
費

・OECD各種委員会に出席し、マクロ経済及び構造問題についての議論に積極的に取
組むことで、国際協調的な経済政策・構造改革を推進する。
・相互依存関係の強まりつつあるアジア太平洋地域の域内諸国との協力を、APEC経
済委員会議長室として推進する。また、マクロ経済政策や構造改革を含む分野横断
的事項に関する調査業務を行うことで、域内諸国との国際地域協力の際の参考とす
る。
・主要国との二国間会議開催にあたっては、両国経済の現状や課題等について率直
な意見交換を行うことを通じて相互理解を深め、政策立案に役立てる。

・支出先・使途については事務経費のみであるが、その状況は納品書、領収書等に
より随時確認している。
・予算に合わせた出張計画の見直し、また格安な出張パックを利用する等工夫する
ことで、可能な限り経費を節約している。

点検結果にあるとおり、総事業費の大半を占める旅費等について、出張時の割引航
空運賃の活用や事務費の節減を図る等、予算の効率的執行に留意すべき。

20
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

10

7

12

3

38

10

33

21

14

-

27

23

アジア各国における環境対応と経済成長を両立させる成長モデルの在り方や高齢化
の進展に対処する社会保障制度の構築・運用プロセス、これらがアジア各国の経済
成長に与える影響、我が国がとるべき政策等について、学識経験者で構成される研
究会において検討を進める。その際、研究会の検討に資するよう各国の制度体系や
政策運営の調査、データ収集、専門的な統計・計量経済分析を委託し外部機関の知
見も活用して調査を行う。

・平成22年度においては、当初、予算要求時に予定していた活動よりも、執行規模
が小さくなったが、アジア域内を軸とした日本経済と通貨の在り方について、有識
者の知見を広く聴取し、今後の域内の成長における課題についての検討を行った。
今後とも効率的な予算執行につとめる。

執行率の著しい低さ（0.52%）に対し、今後の改善方針が具体的に示されておら
ず、事業内容の抜本的な見直しを図るべき。

ジョブカード制度推進に係る経費については、会議の開催実績や今後の運営のあり
方を考慮しつつ、必要性・規模等について精査すべき。

22

 

高度人材受入の推進に必要
な経費

・高度人材の範囲や企業における外国人活用の推進、教育や医療環境など外国人が
住みやすい生活環境整備などを検討するため、有識者・労働界・産業界の代表者に
よって構成される「高度人材受入推進会議」を開催する。

・平成22年度においては執行がなかったが、平成23年度においては会議開催のため
に必要な最小限の予算を要求した。効率的な予算執行に努める。

21 アジアの持続的成長への貢
献の推進に必要な経費

執行実績がない（0%）状況であり、廃止を含め事業の抜本的な見直しを図るべき。
なお、事業を継続する場合には、事業目的に対する適切な成果目標を設定し、事業
効果の把握に努めるべき。

23

 

雇用対策の総合的推進に必
要な経費

・有識者、労働界、経済界、教育・訓練機関の代表者等により構成される「ジョ
ブ・カード推進協議会」を運営し、ジョブ・カード制度の一層の普及・拡大を図
る。
・「緊急雇用対策」に基づき設置された「地域戦略会議」へ出席し、各都道府県で
の緊急雇用対策の推進状況をフォローする。　22年度においては、「地域における
将来雇用見通し」の調査を行った。23年度においては将来雇用見通しをフォロー
アップするための委託調査を行う予定。

・平成22年度においては、ジョブ・カード制度推進に係る経費は、雇用環境の改善
等の推進に必要な経費として予算を要求していたため、上記「予算額・執行額」の
欄の平成22年度当初予算は、ジョブ・カード制度関連の雇用環境の改善等の推進に
必要な経費と、雇用戦略会議等の開催等の予算である雇用対策の総合的推進に必要
な経費を合算したものとなっている
・平成22年度の予算執行に関しては、ジョブ・カード制度に係る経費の他に、実践
キャリア・アップ戦略専門タスクフォース及びパーソナル・サポートサービス検討
委員会（社会システム）開催に係る経費も執行されているため、前年度と比較して
執行率が大幅に高くなっている。

規制の在り方検討経費
（22年度限り）

欧州を中心とした医療・高齢者介護分野の先進諸国における、これら制度の概要こ
れまでの変遷及び財政措置等の仕組みについて実地に調査し、我が国の実情との比
較調査を行う。

「規制のあり方の検討経費」については、前掲のように規制改革推進本部が「規
制・制度改革担当事務局」として行政刷新会議事務局管下となったため、規制のあ
り方検討経費の予算要求は不要となり、平成22年度限りで廃止した。

今後の関係施策の推進に資するよう、事業の成果について適切に検証すべき。

中長期の経済運営に必要な
経費

①　中長期の経済財政運営について示した「新成長戦略」の第２章の策定及び「新
成長戦略」の進捗管理を行った「新成長戦略実現2011」のマクロ経済運営部分を策
定。また、「新成長戦略」の策定後、その推進・具体化に資するため、有識者から
のヒアリングを通じて検討等。
②　第３回セーフティ・ネットワーク実現チームで選定された第一次分モデル・プ
ロジェクトの実施団体（釧路・横浜・京都・福岡・沖縄）の協力による、パーソナ
ル・サポート・サービスの概念整理、各種制度との関連性、必要性などを明らかに
するための調査等を実施。
③　我が国全体の社会資本の実態を適切に評価するため、その価値の推計方法の改
善等を実施。

○契約は総合評価方式で行っており、今後とも限られた予算でより良い成果が得ら
れるよう努力する。
○また、常に調査の規模・必要性については検討を行ってきているところである
が、今後についても引き続き検討を行っていく。
○なお、随意契約の４件については第３回セーフティ・ネットワーク実現チームで
選定されたパーソナル・サポート・サービスモデル・プロジェクト実施団体に委託
しており、支出先として妥当である。また、同団体はパーソナル・サポート・サー
ビス検討委員会にも出席しているため、パーソナル・サポート・サービスの制度化
に向けた最大限の効果が期待できる。

総合評価入札において１社応札が２件存在しており、事業の適切な進捗管理、契約
における競争性の確保などにより、予算の効率的執行を図るべき。

24

 

26

 

経済財政政策の効果分析 ・日本経済が直面する課題を取り上げ、その分析を行い政策策定に資することを目
的とする「政策課題分析シリーズ」の作成・公表を行う。
・規制改革を中心とする経済政策の効果について総合的・多面的観点から分析・検
証するため「政策効果分析レポート」の作成・公表を行う。
・公的政策が地域経済に与える影響を分析するため、「都道府県別経済財政モデ
ル」の改良やそれを用いた試算を行い、報告書の作成・公表を行う。

・一般競争入札により、調査の委託先を決定。経費の使途・支出状況について、適
宜報告を受けることにより、適切な状況の把握をしている。
・委託業者の選定にあたっては、一般競争入札の積極的な利用に努めるとともに、
委託先と適切に連絡・調整を行うことにより、予算の一層の効率的な執行に取り組
む。

25

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

7

7

5

2

4

4

23

10

12

9

69

44

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。
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計量分析一般関連業務 政府全体の戦略の策定あるいはその下での展望に資するため、客観的な国民経済計
算の体系を念頭に置き、マクロ経済、国・地方の財政、社会保障との相互連関を考
慮したマクロ計量モデルを用い、経済財政の中長期試算を省庁再編以降毎年実施し
ている。これまでの公表物に関しては、下記URLを参照。
http://www5.cao.go.jp/keizai3/econome.html

　政府として決定している政策を可能な限り盛り込んだ試算を公表し、中長期的な
経済成長の姿や財政健全化の姿を示すことは、国民の政策への理解を深め、国内外
の市場参加者の納得感や信頼感を得ることに資する。当方試算のような、経済や財
政の中長期的な姿を示す試算を行っている他部局、他府省等はない。公表された試
算は、民間シンクタンクや地方自治体、IMFなどの国際機関などから参照されてい
る。政府内においても、「財政運営戦略の進捗状況の検証」、社会保障・税一体改
革に関する検討における「社会保障に係る費用の将来推計について」などで、当方
試算が参照されている。
　また、当室の予算額の太宗を占める委託調査については一般競争入札によって調
査の委託先を決定、公平な競争性の確保に努めている。選定業者とは定期的に連絡
をとり状況把握を逐一行い、経費の使途・支出状況の報告書を業者に提出してもら
うことにより、支出先・使途ともに十分に把握できている。昨年度の例は下図参
照）。従来より予算の効果的な活用に努めているところではあるが、さらに委託調
査については、その内容を限定することで低価格での入札を図っている（結果、入
札価格が当方の予定価格を大幅に下回っており、そのことが不要率を高めている一
因となっているところ。）。

政府調達苦情処理の推進に
必要な経費

・政府調達苦情処理推進会議（議長：内閣府事務次官、構成員：関係省庁事務次官
等）において、苦情処理手続の制定等を行う。
・国の政府機関及び政府関係機関の調達について、具体的な苦情申立てがなされた
場合には、政府調達に関する学識経験者によって構成される「政府調達苦情検討委
員会」を開催し、公平かつ独立した立場から苦情の検討を行う。
・また、政府調達苦情処理体制を紹介する広報パンフレットの作成や、「政府調達
セミナー」（外務省主催）への参加を通じて、苦情処理体制の周知を行う。

当該予算については、苦情申立てがなされた年は政府調達苦情検討委員会における
諸謝金の支払い等により、執行率が高くなり、なされなかった年は執行率が低くな
る傾向にある。予算要求に当たっては、苦情申立てがなされた場合を想定し、その
際に最低限必要となる金額を要求している。

政府調達苦情検討委員会が開催された平成22年度においても執行率が著しく低い状
況（25%）であり、予算計上のあり方を含め、事業の抜本的な見直しを図るべき。

道州制特区の推進に必要な
経費

（１）特定広域団体からの提案等の推進：特定広域団体（現在は北海道のみ）北海
道からの新たな提案の実現や既に実施されている取組を推進するため、関係行政機
関により構成される道州制特別区域推進会議を運営する。
（２）道州制特区の説明会の開催：道州制特区の推進を図るため、道州制特区に関
するパンフレットの作成や北海道内及び全国各地で説明会を行う。
（３）道州制特別区域計画の実施状況調査（フォローアップ調査）：道州制特区の
推進の状況を把握するため、権限委譲した事務・事業等について、現地において道
州制特別区域計画の実施状況の調査を行う。

上記特記事項に記載した要因により、平成22年度の予算執行率は低下したが、地域
主権改革を進める上で、本制度を活用した、広域行政推進のための先行的な権限移
譲の取組みは、引き続き必要性が高いものであり、今後も必要な見直しを行いつ
つ、効果的・効率的な予算執行に努める。なお、道州制特別区域推進会議について
は会議自体の必要性を十分吟味の上、本会議に係る経費の全削を行い、また、説明
会については、全国開催から北海道に限定した開催に見直すことで、回数を大幅に
削減したところであり、これらの措置は平成23年度予算において反映済みである。

執行実績が予算を極端に下回っており、事業内容の見直しを図るべき。また、事業
目的に対する適切な成果目標を設定し、事業効果の把握に努めるべき。

28

執行率が著しく低い状況（3.4%）であり、点検結果にあるとおり、事業内容の抜本
的見直しを図るべき。また、事業目的に対する適切な成果目標を設定し、事業効果
の把握に努めるべき。

30 対日直接投資の促進に必要
な経費

・対日直接投資の促進を図るため、対日投資有識者会議の運営、地方への対日直接
投資の促進を図るために開催する地方対日直接投資会議の開催、直近の対日投資企
業の動向に関する周知活動等を行う。
・なお、平成22年末の対日直接投資残高は17.5兆円、対GDP比で3．7％（平成21年
末：18.5兆円、対GDP比3.9％）。

平成22年度の執行を踏まえて、施策・事業内容の見直しを行ったうえで平成23年度
予算要求を行ったところだが、今後は「新成長戦略」に盛り込まれた内容も踏まえ
つつ、引き続き見直しを行い、効率的な予算執行に努める。

29

執行実績が予算を極端に下回っており、事業内容の見直しを図るべき。

31 企業再生支援機構の監督体
制等の整備に必要な経費

・機構の設立、役員の選任等に係る認可等の監督
・関係行政機関の事務の調整
・支援決定等に際する主務大臣等に対する意見聴取に係る事務
・業務実態把握のための現地調査等の実施

・支出先・使途については事務経費のみであるが、その状況は領収書等により随時
確認している。今後も引き続き、支出先・使途について、
領収書等により、随時確認を行う。また、事務経費に掛かる予算であるが、22年度
の不用率等を踏まえて、今後の予算要求を検討する。

民間資金等活用事業調査等
に必要な経費

・民間資金等活用事業の推進を図るため、民間資金等活用事業に関する情報収集、
整理、提供を定期的に実施。
・ＰＦＩ法では少なくとも3年ごとに特定事業の実施状況について検討を加え、必
要な措置を講ずるとされているため、実施状況や検討に必要な調査等を実施。平成
２２年に民間資金等活用事業推進委員会が公表した「中間的取りまとめ」及び政府
の「新成長戦略」に示された”地方公共団体への支援体制の充実などＰＦＩ制度の
拡充”について必要な措置等を実施。

・調査の実施に当たっては、一般競争入札及び総合評価方式にて実施する等、経費
の削減につとめた。常に調査の規模必要性について検討を行っており、今後も検討
を行っていく。

執行率が低い状況（45%）であり、事業内容の見直しを図るべき。また、調査事業
の成果をどのように活用することができたかなど、事業目的に対する適切な成果指
標を設定し、事業効果の把握に努めるべき。

32
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

-

-

49

28

59

68

8,750

-

68

56

市場開放問題苦情処理の推
進に必要な経費

市場開放問題に関連を有する事業を扱う各省庁が窓口機関として、主に海外企業か
らの輸入手続き等を含む我が国市場開放についての諸問題（輸入手続の円滑化等）
に関する具体的な苦情受付・処理等業務を実施。

外国企業等からの苦情申出に備え、必要最低限の経費（通訳雇い上げ）のみ計上。 執行実績がない（0%）状況が続いていることから、他の事業との統合による予算の
効率化も含め、事業の抜本的見直しを図るべき。

会議開催等に係る経費については、前年度実績を考慮しつつ、必要性・規模等につ
いて精査すべき。また、調査事業については、適切な事業の進捗管理、契約におけ
る競争性の確保や事業内容の明確化による不落随契の回避などにより、予算の効率
的執行に留意すべき。

34 競争の導入による公共サー
ビスの改革の推進に必要な
経費

公共サービス改革基本方針改定に関する事務に加え、競争の導入による公共サービ
スの改革に関する法律の着実かつ適正な運用を図るため、官民競争入札等の対象事
業を実施する各省庁や地方公共団体に対する支援を含め、実務上生じる様々な課題
についての調査・検討を行い、指針等を作成するなど、競争の導入による公共サー
ビスの改革を推進。

当該施策に係る委託調査の実施に当たっては、全調査を一般競争入札（総合評価方
式）にて実施する等、経費の削減に努めている。作業の進捗状況についても、調査
期間中において少なくとも月１回以上は事業者からの報告を受けることとし、調査
の適正な監督に努めている。
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調査を実施した事実のみではなく、調査に基づいてどのようなアクションをとるこ
とができたかなど、事業目的に対する適切な成果指標を設定し、事業効果の把握に
努めるべき。

35 「新しい公共」に関わる施
策の推進に必要な経費

①「新しい公共」という考え方やその展望を市民、企業、行政などに広く浸透させ
るとともに、これからの日本社会の目指すべき方向性やそれを実現させる制度・政
策の在り方等について検討を行うため、「新しい公共」円卓会議を開催し、政府に
対する提案等をとりまとめ。「新しい公共」の推進について「新しい公共」を支え
る多様な担い手が検討を行う場として、「新しい公共」推進会議を開催し、政府の
対応のフォローアップ等を実施。
②安全・安心で持続可能な社会の実現に向け、多様な主体が協働する社会的責任に
関する円卓会議に参画。
③「新しい公共」の担い手となる非営利法人の特性を生かす法人制度及び支援の在
り方の検討に資するため、国内外の社会的企業等や有識者へのヒアリング調査、文
献調査を実施。
④政府と市民セクター等との公契約や協約のあり方の検討に資するため、先進的な
取組を行う地方公共団体等に対しヒアリング調査を実施。
⑤アンケートによって、幸福感や「新しい公共」に係る国民意識等を調査。
⑥新しい公共支援事業の実施方針・実施方法を示すガイドラインの策定等のために
新しい公共支援事業運営会議等を開催。

・調査関係については、常に調査の規模・必要性について検討を行っており、今後
も検討を行っていく。
・会議の開催回数は、当初の見込みを下回ったものの、「新しい公共」の多様な担
い手による検討を行う重要かつ大規模の会議を行ったため、１回当たりの会議への
参加者は当初の見込みを上回った。今後は、前年度の実績等を考慮し、会議の規模
及び開催回数等の見込みについて検討を行う。

国内の経済動向調査等に必
要な経費

　国内経済動向について幅広い情報収集体制の確立や調査を行い、マクロ経済の現
状や経済財政上の状況を迅速に把握する。毎月一回、内外の経済動向に関する客観
的な分析・検討を行い、「月例経済報告」を作成、政府としての景気判断を示し
「月例経済報告等に関する関係閣僚会議」に報告した後に公表している。
　毎年一回、我が国経済・財政の現状を総合的に分析し、日本経済が抱える課題の
解決等に資する「年次経済財政報告」（通称「経済財政白書」）を作成し、閣議に
おいて配布の上、公表している。

「目的・予算の状況」について、日本経済の分析は国民的ニーズが高く国が実施す
べき事業である。
「資金の流れ、費目・使途」について、一般競争入札による業務の委託先を選定
し、経費の使途・支出状況については定期的な報告や業務終了後の実績報告書等に
より、把握している。限られた予算のなかで、最大限に情報通信技術を活用するこ
とによって、生きた経済情報を迅速かつ的確に収集し調査業務の効率化を図ってい
る。また、各種報告書の印刷においても、複数の請負業者から見積もりを取り、最
も廉価な業者に発注するなど経費削減に努めている。今後も一般競争入札により委
託先を選定の上、入札後定期的に支出状況、進捗状況を把握するなどに努める。
「活動実績、成果実績」について、政府内での景気認識の共有や、日本経済が抱え
る課題解決等への貢献、国民への情報発信等の向上が図られている。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。

新しい公共支援事業
（22年度限り）

１．都道府県（又は委託を受けた中間支援組織等）が、ＮＰＯ等の民間非営利組織
に対して、以下の事業を実施し、活動の阻害要因を解決。
　① ＮＰＯ等の活動基盤整備のための支援事業
　② 寄附募集支援事業
　③ 融資利用の円滑化のための支援事業
　④ （行政機関から業務委託を受けるＮＰＯ等に対する）つなぎ融資への利子補
給事業
２．NPO等の民間非営利組織、地方公共団体等が連携して、以下のモデル事業を実
施。
　⑤ 新しい公共の場づくりのためのモデル事業（多様な担い手が協働し、地域の
諸課題の解決を図る取組）
　⑥ 社会イノベーション推進のためのモデル事業

・外部有識者で構成した「新しい公共支援事業運営会議」を設置し、事業の実施方
針・実施方法を示すガイドラインを作成。
・新しい公共支援事業（社会イノベーションを除く）の配分については、第１回運
営会議（平成22年12月16日開催）における検討を踏まえ、都道府県からの申請に基
づき決定。
・社会イノベーション推進のためのモデル事業の配分については、都道府県からの
提案を基に、第３回運営会議（平成23年2月18日開催）における検討を踏まえて決
定。
・半期ごとに各都道府県から報告書を提出してもらい、運営会議を開催して、各都
道府県及び事業全体の実施状況を適切に把握するとともに、これらに対し専門的見
地からの評価・助言・調整等を行う予定。

基金の設置期限が平成24年度末であることから、今後も事業の適切な進捗管理に留
意するとともに、事業効果の把握に努めるべき。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

129

125

41

36

3

2

30

27

36

35

103,389

62,000

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。
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国内の経済動向に係る産業
及び地域経済の調査等に必
要な経費

地域経済の動向や問題点を的確に把握するため、地域経済について幅広い情報収集
体制を確立するとともに、地域経済動向に関する調査を行い、地域の現状に応じた
きめ細かな政策立案に貢献する。
・全国11地域（北海道、東北、北関東、南関東、東海、北陸、近畿、中国、四国、
九州、沖縄）の景気ウォッチャー2050人からの景気判断に関する回答を取りまと
め、「景気ウォッチャー調査」を公表。
・全国11地域の経済動向について取りまとめ、「地域経済動向」を作成・公表。
・地域経済を総合的に分析し、特定のテーマについてより深い調査・分析を行い、
「地域の経済」を作成・公表。

今後も一般競争入札の参入の容易化を図り、入札後は定期的に支出状況及び進捗状
況を把握するなど、より一層の経費削減、効率化を図る。また、複数年度契約の実
施などの取組を継続する。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。
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海外の経済動向調査等に必
要な経費

・海外経済動向・国際金融情勢にかかる、幅広い情報収集体制を確立し、分析・調
査を行い、迅速に大臣、幹部へ
　報告。
・我が国の経済財政政策運営に資するため、海外経済動向・国際金融情勢につい
て、景気判断やマクロ経済政策を
　中心に分析を行い、「月例経済報告」の海外経済部分を作成。　「月例経済報告
等に関する関係閣僚会議」に報告
　した後、公表。
・海外経済動向・国際金融情勢を幅広くより深く総合的に分析することにより、我
が国の経済財政政策運営に資する
　ため「世界経済の潮流」を作成、公表。
・ＯＥＣＤ各国経済審査会合等の国際会議に出席し、会議での議論と報告書の取り
まとめに参画。

　限られた予算のなかで、最大限に情報通信技術を活用することによって、生きた
経済情報を迅速かつ的確に収集し、調査業務の効率化を図っている。また、請負先
の選定や各種報告書の印刷においても、一般競争入札や複数の請負業者から見積も
りを取り、最も廉価な業者に発注するなど経費削減に努めている。今後も、引き続
き一般競争入札により請負先を選定の上、定期的に支出状況、進捗状況を把握す
る。

構造改革特別区域計画の認
定等に必要な経費

　地域の特性に応じた規制の特例措置の適用を受けて特定の事業を実施することに
より、経済社会の構造改革を推進するとともに地域の活性化を図るため、構造改革
特別区域法に基づき地方公共団体が作成する構造改革特別区域計画の認定を行う。

・職員旅費については、１回で複数市町村の現地調査を行うなど、予算の効率的な
執行に努め、予算額を縮減した。今後も引き続き予算の効率的な執行に努める。
・成果事例集など印刷物についても、必要最小限とすることで予算額を縮減した。
今後も引き続き予算の効率的な執行に努める。

執行実績が予算を下回っており、事業内容の見直しを図るべき。なお、既存予算を
有効活用しつつ、事業効果（地方公共団体に対する具体的なメリット）の把握に努
めるべき。

中心市街地活性化の推進に
必要な経費

　中心市街地活性化計画については、市町村が作成した基本計画の申請を受け付
け、中心市街地の活性化に関する法律や基本方針に定める認定基準に照らして認定
作業を行うとともに、認定基本計画に掲げる取組の進歩状況や目標の達成状況等の
フォローアップ結果等を受けた認定基本計画の変更作業を行う。
　また、認定申請に向けて検討している市町村に対する説明や申請方法についての
意見交換などを行う。

　複数の市町村の現地調査を行う際に、可能な限り経済的な出張行程となるように
調整するなど、予算の効率的な執行に努めている。
また、平成23年度予算において、過去の執行実績を勘案し予算額の縮減を行った。

　なお、平成22年度予算の執行率が低くなっているのは、例年年度末に発注してい
た「事例集の印刷」を、震災の影響もあり平成23年度に先送りしたことによる。
（平成21年度には0.5百万円の費用がかかっている）

既存予算を有効活用しつつ、事業効果（地方公共団体に対する具体的なメリット）
の把握に努めるべき。

40

 

全体目標の達成結果を公表できる方法の導入を図るべき。

42

 

地域再生計画の認定等に必
要な経費

自主的かつ自立的な取組による地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するた
め、地域再生法に基づき地方公共団体が作成する地域再生計画の認定を行う。

・職員旅費については、１回で複数市町村の現地調査を行うなど、予算の効率的な
執行に努め、予算額を縮減した。今後も引き続き予算の効率的な執行に努める。
・成果事例集など印刷物についても、必要最小限とすることで予算額を縮減した。
今後も引き続き予算の効率的な執行に努める。
・計画策定地方公共団体に行っていた調査等に係る諸謝金は、予算の効率的な執行
に努め、予算額を縮減した。今後も引き続き予算の効率的な執行に努める。

41

 

執行実績が予算を下回っており、事業内容の見直しを図るべき。なお、既存予算を
有効活用しつつ、事業効果（地方公共団体に対する具体的なメリット）の把握に努
めるべき。

43 地域再生の推進のための施
設整備に必要な経費

　地域再生基盤強化交付金は、地方からの具体的な要望に基づき、省庁の所管を越
えて類似の補助金を整理統合し、創設したものである。地方公共団体が作成する概
ね５ヶ年を期間とする計画を内閣府が認定する仕組みの下、内閣府に予算の一括計
上がなされ、地方公共団体は省庁の所管を越えた自由な事業選択が可能となってい
る。
　また、事業の進捗に応じ類似する施設間の予算の融通や年度間の事業量の調整が
できるなど地方公共団体の自主性・裁量性が高い交付金である。

　 内閣府が昨年度及び本年度に行ったアンケート結果において、ほぼ全ての自治
体から、地域再生計画で掲げた目標の達成に、本交付金制度が効果的な役割を果た
しているとの評価を受けているところ。
　 今後も、本交付金を活用して行う地域の自主的・自立的な取組がより総合的か
つ効果的なものとなるよう、地域再生計画及び本交付金の実施状況やその効果につ
いて適時適切にフォローアップを行うとともに、必要に応じて関係省庁とも連携し
ながら適切な助言等を行っていく。

7 / 32 



22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

73

122

350,000

－

121

83

48

30

7

6

51

55

地域活性化交付金に必要な
経費
（22年度限り）

（きめ細かな交付金）
地方公共団体が作成したきめ細かな交付金実施計画に基づく事業に要する費用に対
し、交付限度額を上限に国が交付金（定額10/10）を交付。各地方公共団体の交付
限度額は、地方交付税の基準財政需要額の算定方法等に準じた外形基準に基づい
て、総額のうち、2300億円につき第一次交付限度額を設定｡残りの200億円は都道府
県から提出された実施計画を基に、地域の実情に応じて都道府県に配分する。
（住民生活に光をそそぐ交付金）
地方公共団体が作成した住民生活に光をそそぐ交付金実施計画に基づく事業に要す
る費用に対し、交付限度額を上限に国が交付金（定額10/10）を交付。各地方公共
団体の交付限度額は、地方交付税の基準財政需要額の算定方法等に準じた外形基準
に基づいて、総額のうち、500億円につき第一次交付限度額を設定｡残りの500億円
は交付対象経費の合計額が第一次交付限度額を超える地方公共団体であって、円
高・デフレ対応のための緊急総合経済対策の趣旨に沿った、効果が高いと認められ
る事業を実施しようとするものに配分する。

地域活性化交付金は、基本的には地方公共団体が自由に使える交付金であり、執行
率はほぼ１００％である。また、「地域活性化交付金が地域の活性化等に有効だっ
たと回答した団体の割合」が9割を超え、地方公共団体におけるニーズも大きく、
有効に活用されていると認識している。

今後の関係施策の推進に資するよう、事業の成果について適切に検証すべき。

地域再生の推進のための利
子補給金の支給に必要な経
費

　認定された地域再生計画を基に、地域再生に資する事業の実施者が、予め国が指
定した金融機関（以下「指定金融機関」という。）から当該事業を実施するうえで
必要な資金を借り入れる場合に、予算の範囲内で、定率（０．７パーセント以内）
で利子補給金を支給する。

平成２２年度に、地域金融機関からの融資に初めて利子補給契約を締結し、平成２
３年度も地域金融機関から制度の利用に関する問い合わせ等があり、着実に制度の
浸透・活用が進みつつあるところ。
平成２３年度から、地域のニーズに応えられるよう、融資予定額を従来の６０億円
から９０億円に引き上げ、所要の予算を確保したところ。
利子補給金は、小さな予算で民間投資や雇用を誘発することが可能であり、引き続
き本利子補給金制度の活用を図ることとしたい。
なお、本利子補給金は、融資後５年間を支給対象としており、制度開始（平成２０
年度）後５年間は利子補給金予算額が増加する。

事業の進捗状況の把握に努め、実態に即した適正な予算となるよう留意すべき。44

執行率の極端な低さ（24%）に対し、その要因や改善方針が具体的に示されておら
ず、事業内容の見直しを図るべき。

46

 

総合科学技術政策に係る調
査等

・最先端で活躍する専門家から最新情報の収集、調査、分析等を行う。
・国際会議等に出席することにより海外からの最新情報の収集、調査、分析等を行
う。
・専門家及び一般傍聴者を招いてのシンポジウム等の開催による情報発信を行う。
・ウェブサイトの整備等による情報発信を促進する。
・政府予算により実施された研究開発の情報についてのデータベースの運用・更新
等を行う。

・引き続き会議開催については事前の情報収集等を綿密に行い、限られた予算の中
で効率的な議事進行、専門家からの意見聴取等を図るなど、より多くの成果が得ら
れるようにする。
・調査等のための出張についても、引き続き割引航空運賃の活用等の効率化を実施
する。
・平成23年度予算において、事業見直しを行い、予算の効率化を図っている。

45

総事業費のうち大半を占める政府研究開発データベースシステム関係経費について
は、政府共通システムへの移行等による効率化を検討すべき。

47

 

総合科学技術会議の主体的
な国際活動

・科学技術政策担当大臣と各国閣僚との政策協議を行う。また総合科学技術会議有
識者議員の各国専門家との政策対話を実施する。
・各国の科学技術政策担当閣僚を招聘し政策対話のための会議を開催する。
・開発途上国との科学技術協力を目指した政策対話を推進する。

・引き続き国際会議開催については、事前の情報収集等を綿密に行い、限られた予
算の中でより効率的かつ有益な内容とする。
・また、出張時の割引航空運賃の活用や事務費の削減等により、引き続き経費の節
減に努める。

科学技術システム改革の推
進

・産学官連携を推進するために、産学官実務者が具体的課題を解決するための場と
して「産官学連携推進会議」を開催する。
・国家的に重要な研究開発を自ら評価するために、その分野の専門家を招聘し必要
な調査等を実施する。
・競争的資金制度の改革を推進するため、大学等研究機関における競争的資金の活
用状況を調査する。
・地域科学技術振興施策に関しての説明・意見交換を行う。
・独立行政法人、国立大学法人等の研究開発活動に関するデータの収集・分析を外
部に委託する。

・引き続き会議開催については事前の情報収集、準備等を綿密に行い、限られた予
算の中で効率的な議事進行、専門家からの意見聴取等を図るなど、より効率的かつ
有益な内容とする。
・また、出張時の割引航空運賃の活用や事務費の削減等により、引き続き経費の節
減に努める。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。

科学技術関係予算の改革 ・平成２３年度概算要求施策の優先度判定（SABC判定）を実施するため、科学技術
の専門家を招聘して、各府省の概算要求施策のヒアリングを実施する。
・当該ヒアリングにおける科学技術の専門家の知見を踏まえ、概算要求施策の改
善・見直しの指摘を行う等、質の高い科学技術予算編成に向けた取組を行う。

引き続き、ヒアリングを可能な限り集約することで必要な旅費・謝金の節減に努め
る等、費用の節減に努める。

点検結果にあるとおり、総事業費の大半を占める諸謝金・旅費について、ヒアリン
グを可能な限り集約すること等により、予算の効率的執行に留意すべき。

48

 

49
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

7

8

112

94

-

-

30,157

-

600

600

301

201

2,784

1,559

99

168

東京電力福島第一原子力発電所の事故を契機とした原子力発電所の役割等に関する
再検討の状況を見極めつつ、必要に応じて、事業内容の見直しを検討すべき。

50

 

最先端研究開発プログラム
の推進

・最先端研究開発支援の運用、フォローアップ、評価等に必要な事項を検討するた
めの会議を開催する。
・最先端研究開発支援のフォローアップ及び評価を行う。
・研究機関の訪問、最先端研究開発支援に採択された研究者が開催するシンポジウ
ムへの出席や各種調査を通して、最先端研究開発支援の実施状況の把握や改善に必
要な情報の収集・分析を行う。

・引き続き研究者と密接な連絡を取るとともに、資金交付団体である日本学術振興
会との連携し、効果的、効率的な情報の収集・分析等を行う。

事業の適切な進捗管理により、予算の効率的執行に留意すべき。

51

 

原子力利用の推進に必要な
経費

・有識者からの意見聴取、現場調査等を行うことにより、原子力に関する最新の知
見を入手する。
・国際原子力機関（IAEA）総会への出席やアジア原子力協力フォーラム（FNCA※)
の運営等を行うとともに、原子力委員等を欧米等に派遣し、情報収集・分析を行
う。
・ 原子力委員が一般市民から原子力政策に関するご意見を聴く会、各種配布物、
インターネット等を活用した情報公開等を行う。
※FNCA：近隣アジア10か国が原子力分野の協力を効率的かつ効果的に推進する目的
で、日本が主導する原子力平和利用協力の枠組み。

・引き続き会議の開催に関しては、事前に十分な情報収集等を綿密に行い、限られ
た予算の中で効率的な議事進行、専門家からの意見聴取等を図る等、より多くの成
果を得られるようにする。
・委託調査については、実施に当たり引き続き必要最小限にテーマを精査し、限ら
れた予算の中で効率的な執行を図る。また、入札公告期間の拡大や、より多くの事
業者が入札可能な仕様（契約、事業内容の細分化等）にすること等、委託方法・事
務の改善を追求し、多くの事業者が応札しやすい環境を整備する。
・平成23年度予算において、事業見直しを行い、事業の統廃合等予算の効率化を
図っている。

今回の地震は、前例のない大規模災害で被害が広範囲に及んでおり、津波災害等に
より地域によっては壊滅的な被害を受け、その後の度重なる余震などもあって、地
方自治体の機能が著しく低下していることから、災害救助法の考え方の根底にある
地方自治体の自助努力では対応し難い状況となっている。
　このため、こうした例外的な状況であることを踏まえ、災害救助法のスキームと
は別に、国として独自に被災地全体の状況を把握し、物資の調整を大局的見地から
行い、当面、緊急に必要な物資を調達（地方負担なし）して被災者の方を最大限に
支援する。

低執行率（22.4％）にあることに鑑み、執行内容等を検証し、今後の災害の際に適
正な調達となるよう検討すべき。

緊急災害対策本部(後に被災者生活支援特別対策本部)が行った支援物資の調達・輸
送については、被災県等からの要請（ニーズ）も踏まえ、緊急に調達する必要があ
る食料・飲料水、生活品等について、企業等に調達・輸送依頼を行い、供給・輸送
が可能であるとの確認が出来たものから速やかに実施してきたところである。

 

原子力発電施設等立地地域
における振興推進事業経費
（22年度限り）

原子力発電施設等の周辺市町村について、地域の防災に配慮しつつ、生活環境、産
業基盤等の総合的かつ広域的な整備等による適切な振興を図るための計画策定等に
必要な、現地調査、検証、都道府県に対する指導助言等の事務を行う。

原子力発電施設等立地地域の指定や振興計画の決定が無く、支出は現地調査に必要
な旅費のみとなっている。

今後の関係施策の推進に資するよう、事業の成果について適切に検証すべき。52

 

補助先に対して、コストの縮減、競争性・透明性の高い発注先の選定方式の導入を
図るよう指導すべき。

54

 

被災者生活再建支援法施行
に要する経費

全国の都道府県が相互扶助の観点から基金へ拠出し、住宅が全壊した場合等に世帯
当たり最高100万円の基礎支援金、更に再建を行う場合に最高200万円の加算支援金
が支給される制度。国は支援金の1/2を補助。

　当該支援金については被災者生活再建支援法（議員立法により創設）により規定
されており、見直しには原則として法改正が必要である。

53 東北地方太平洋沖地震によ
る被災地域の緊急支援に必
要な経費
（22年度限り）

制度の円滑な運用に努めるとともに、制度の見直しなどの総合的な検討を進めるべ
き。

55

 

災害に強い地域づくり推進
経費

孤立可能性のある集落に衛星携帯電話等の整備を行う地方公共団体に対して一定の
支援を行う。
事業主体：地方公共団体
補助率：１／２（上限１７５千円）
整備機器：衛星携帯電話、非常用発電機
整備箇所数（集落）：１，１５０箇所

　全国にある約19,000ある孤立可能性のある集落のうちアクセス道路の本数や既存
の通信手段の数等により、絞り込みを行いより孤立可能性の高い集落に対して、衛
星携帯電話の整備を行う。地方自治体が事業を実施するにあたり、運用計画等を策
定することとしており、購入した機器はこの運用計画書に基づいて使用され、有効
に活用されるものと考えている。

災害対策本部予備施設の機
能改善及び維持管理に要す
る経費

首都直下地震等の大規模災害発生に伴い官邸等の関係施設が甚大な被害を受けた場
合の予備施設であり、内閣府が管理する「災害対策本部予備施設（立川防災合同庁
舎）」の防災専用の通信統制・情報処理のバックアップ機能等を有する通信統制室
等が経年劣化していることから、現在の機器類の性能に合わせた機能改善、環境整
備、非常用自家発電機の更新等を実施すると共に、庁舎の維持管理を行う。
　・平成22年度　調査、設計
　・平成23年度　上記改修工事の実施

一般競争入札（小額随契を除く。）により業務委託等を行っており、納入に当たっ
て納品検査を実施し確認している。
（機能改善については国土交通省への支出委任により実施。施設費については平成
22年度、平成23年度２箇年国債による改修工事のため、現時点では未履行）

委託管理業務については、競争性・透明性の確保を高めるべき。

中央防災無線網の施設整備
及び管理に要する経費

　中央防災無線網は、指定行政機関等29機関（38箇所）、地方自治体47都道府県
（50箇所）、指定公共機関56機関（59箇所）の合計132機関（147箇所）を接続して
いるほか、緊急時に臨時的な通信拠点を設営することにより全国をカバーしてい
る。信頼性と経済性の観点から、首都圏では地上系通信、遠隔地の指定公共機関は
衛星系通信を採用し、その他道府県については他省庁の通信回線を活用して横断的
なネットワークを構築してきた。災害時には実動５省庁（警察庁、消防庁、国土交
通省、海上保安庁、防衛省）のヘリコプター映像による発災状況の把握、関係機関
との電話・ＦＡＸによる緊急連絡、関係省庁連絡会議や現地対策会議の映像中継等
を行い、被害の軽減や拡大防止に役立っている。

中央防災無線網の管理経費については、新技術の導入による整備コストの抑制及び
直近の執行実績を踏まえた維持管理経費の縮減を図っている。
また、通信装置等の分離発注、発注に関する情報提供の推進及び入札要件の緩和な
ど、入札契約の改善によって、応札者の増加を図り競争性の確保をより一層努める
とともに、適正な価格での設備の整備を図っている。

随意契約・１社応札については、競争性・透明性の確保を高めるともに、コストの
縮減を図るべき。

56

 

57
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点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

431

386

164

158

55

49

320

239

248

220

416

529

697

401

国連機関、アジア防災センター、政府間の国際協力の更なる推進を図るべき。

58

 

防災に関する普及・啓発に
必要な経費

・「防災フェア」や「防災ポスターコンクール」を開催し、災害についての認識を
深めるとともに、国民一人ひとりが自ら考え行動するよう、防災意識の高揚や、地
域コミュニティの共助の取組の強化を図る。
・その他、災害時に企業が重要業務を継続するための事業継続計画策定の推進、防
災ボランティア活動の環境整備、国の防災担当職員の合同研修、震災関連資料の展
示等を行う施設（「人と防災未来センター」（兵庫県所管））の運営費の補助等を
行う。

防災に関する普及・啓発費用については、平成23年度予算要求時に、広報誌「ぼう
さい」を発行回数を減らしながらも、発行回数より記事の読み応えを重視する等の
見直しを行い、前年比約1割減を達成するなど、経費の適切な見直しに努めてきた
ところ。
また、限られた予算においても、防災フェアを東京タワーで開催し、情報発信型の
イベントとする等の効率化を図り、防災フェア等で「有益だった」と回答する人の
割合が、前年比で10％増加する等、予算の適切な執行に努めてきた。
平成23年度の執行においては、引き続き仕様書を工夫し、より競争が生じるように
するなどの取組を行うとともに、平成24年度要求においては、東日本大震災等を踏
まえた必要な要求を行う。

調査業務については、調査結果がどのように反映されたが検証すべきである。

59

 

国際防災協力の推進に必要
な経費

・国際防災協力推進に資する国際会議等への出席。
・我が国を含むアジア各国の合意により1998年に設置されたアジア防災センターを
通じたアジア地域における災害対応能力向上に役立つ情報共有、人材育成等の実
施。
・国連国際防災戦略事務局（UNISDR）を通じた国際機関、地域機関の活動の支援等
の実施。
・我が国が過去に経験した災害によって培った防災分野におけるソフト面の知見・
ノウハウに関するアジア各国への施策移転。

　東日本大震災を受けて得られた知見や教訓、災害に強い強靭な社会の構築に向け
た取組を国際社会と共有していく必要があり、我が国政府として国際防災協力の推
進を図ることの重要性はより高まっている。
　予算執行において、上記の「評価」欄のとおり、適切な執行を実施しているとこ
ろであるが、一般競争案件については、予定価格作成のための積算段階からのさら
なる金額の精査をし、少額随意案件については、適切な仕様内容に基づく見積もり
をとる等を引き続き実施していくことで、今後も効率的な予算執行に努めていく。

防災基本政策の企画立案等
に必要な経費

災害対策に関する基本的な政策に関する事項の企画、立案、総合調整に関する事務
に必要な事務、災害発生時に現地調査団の派遣等の現地災害対策に必要な業務の実
施、及び災害対策予備施設等の維持管理に必要な経費
　・東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（有明の丘地区）
　・東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（東扇島地区）

既に一般競争入札（小額随契を除く。）により業務委託等を行っており、電気料金
については、検針を行ったうえで確認、各委託業務については、実施状況の報告の
提出により履行内容が適正かを確認、備品の調達については、納入に当たり納品検
査を実施し確認している。

引き続き、効率的な予算の執行に努めるべき。

災害復旧・復興に関する施
策の推進に必要な経費

上記目的を達成するため、以下のような事業を実施。
　①今後発生が想定される災害についての復旧・復興対策のあ
　　り方に関する検討
　②地方公共団体に対する災害復旧・復興対策に関する普及・
　　啓発（セミナー開催、マニュアル作成等）の推進
　③被災者生活再建支援金等の支給の前提となる住宅の被害
　　認定業務のあり方に関する検討
　④被災者生活再建支援制度の適用状況をはじめとする運用
　　実態等に関する調査

予算執行においては、一般競争入札（総合評価方式）を採用し、競争性、透明性の
確保を図っている。今後、引き続き、政策課題に応じた適切な調査事業等の企画・
立案に努めるとともに、調査発注時の工夫により事業の質の確保と効率的な予算執
行に努める。

政策課題に応じた適切な調査の実施を図るべき。60

 

関係省庁、地方公共団体と連携し、より効率的・効果的な実施に努めるべき。

62 災害対策の総合推進調整に
必要な経費

上記目的を達成するために実施する防災に関する調査、課題事業及び緊急事業
　調査：関係行政機関が実施する防災に関する調査
　課題事業：指定行政機関が共同して行う地震防災訓練及び耐
　　　　　　震化の推進
　緊急事業：災害対策上緊急に実施する必要がある事業
予算は内閣府に一括計上され、必要に応じ、内閣府から調査等の実施省庁に移し替
える。

調査業務については、一般競争入札により請負業者を選定している。また、防災訓
練については、主要な駅にポスター等を掲示し、車内広告する等国民の防災意識の
向上に努め、図上訓練により緊急災害現地対策本部員の能力の向上をさせるととも
に、訓練終了後には問題点を抽出し、内部で検討を行っている。予算の執行に当
たっても真に必要なものに限定するとともに、一般競争入札による等、引き続き適
切な執行管理を行ってまいりたい。

61

各省庁と連携し、機動的な事業の実施を図るべき。

63 地震対策等の推進に必要な
経費

大規模地震対策、津波災害対策、火山災害対策、大規模水害対策等について、中央
防災会議等の議論を踏まえ、被害想定や具体的な対策の検討を行っている。本事業
の成果を活用し、国、自治体、事業者等が一体となって取り組むための指針を示し
た地震対策大綱や各種ガイドライン等の策定を行い、災害発生時の被害の軽減や拡
大防止を図っている。

契約段階において、内訳書を提出させて使途の把握をしているほか、事業者との契
約は原則一般競争により行っている。加えて実施においては適宜中間報告を求める
ことにより、当方の意図する成果に向けた進捗管理を行うほか、最終報告書を提出
させる段階において完了検査を行い、合格したことをもって業務終了としている。
また、予算執行においては、原則一般競争入札を採用するようにしており、ここで
透明性･競争性の確保を図っている。

総合防災情報システムの整
備経費

発災時に政府としての適切な初動体制の確立、防災関係機関の情報の共有化を図る
ため、
①地震発生直後に震度情報から被害推計等を行う「地震防災情報システム」を整
備・運用
②人工衛星画像等から被害を迅速に把握する「人工衛星等を活用した被害早期把握
システム」を整備・運用
③防災関係機関の情報を一元的に集約し横断的に共有する「防災情報共有プラット
フォーム」を整備・運用
平成22年には、一体的な運用・管理を目的として上記の①から③までのシステムを
統合した「総合防災情報システム」を構築し、平成23年度より引き続き運用を実施
している。

東日本大震災の実績を検証し、実効性として機能面の改善および運用に関する点検
を実施する。
今後も、内閣府CIO補佐官の助言をいただきながら効率的な予算執行に取り組むこ
ととしている。

システム改修については、競争性・透明性を高め、コストの低減を図るべき。64
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資料３

73

75

350

350

27

-

727

-

167

-

5,690

2,920

駐留軍用地跡地利用推進に
必要な経費

①市町村の跡地利用の検討を支援するため、跡地利用に関し専門的な知識を有する
アドバイザー及びプロジェクト・マネージャーを市町村の要望を踏まえて派遣する
ととともに、関係市町村の跡地利用に係る情報の共有化や市町村担当者のスキル
アップ支援を目的にした情報交換会等を行う。
②沖縄県における今後の跡地の発生に対応するため、効果的な跡地利用施策等を検
討する調査を行う。
③市町村の跡地利用促進業務を支援するため、既返還跡地における土地区画整理事
業の実績、都市計画区域人口・面積、ＤＩＤ(人口集中地区）人口・面積等の文
書・統計情報及び都市計画道路や都市計画図等の地理情報について、駐留軍用地跡
地利用支援システムのデータの更新・配布等を行う。

○「今後の跡地利用施策展開方策検討調査」については、今後の跡地利用の取組を
円滑に進めるための課題への具体的な対応策について、沖縄県及び跡地関係市町村
の提案等も踏まえ、更に検討を行っていく必要がある。
○駐留軍用地跡地利用システムについては、システムのユーザーである沖縄県及び
関係市町村の担当者から、当該システムに係る改善要望を定期的に聴取し、限られ
た予算の中でより利便性の高いシステムの運用を図る必要がある。

発注の競争性・透明性の向上を図るべき。

事業の成果について適切に検証できるしくみを検討すべき。

66 大規模駐留軍用地跡地等利
用促進に必要な経費

　大規模駐留軍用地（普天間飛行場）跡地について、平成１７年度に沖縄県及び宜
野湾市が策定した跡地利用基本方針に沿って関係省庁、沖縄県及び宜野湾市が実施
する調査等諸施策に対する支援を行う。平成22年度は、沖縄県及び宜野湾市が実施
した「普天間飛行場跡地利用計画方針策定調査」など６件の調査に対して支援。
　また、大規模跡地以外の整備予定跡地について、関係市町村が行う跡地利用計画
の策定等に向け実施する調査等の支援を行う。平成22年度は、「牧港補給地区跡地
利用基本計画策定基礎調査業務」など２０件の調査に対して支援。
なお、補助率は９／１０である。

委託業務の発注にあたっては、可能な限り、競争性の確保に努めるよう各市町村等
に助言していく。

65

 

事業の進捗状況を的確に把握し、計画策定のためのフォローアップを行うべき。
発注の競争性、透明性の向上を図るべき。

67 離島地域広域連携推進モデ
ル事業
（22年度限り）

平成20年度及び21年度に実施した調査等によって抽出された離島間の広域連携が有
効と考えられる事業について、広域連携のモデル事業などを実施。
○宮古地域・・・農畜産物商品化推進モデル事業
　　　　　　　　　　 ・宮古島市及び多良間村の両地域の
                       特徴に合った農産物の商品化、販売
                       拡大、ブランド力向上の促進を図る。
○八重山地域・・八重山地域国際観光拠点づくり戦略構築
                推進プロジェクト
　　　　　　　　　　・八重山地域で一つの国際観光拠点づく
                      りを検討する八重山地域国際観光拠点
                      づくり戦略の立案
　　　　　　　　　　・実際に戦略を現場レベルで取り組みを
                      行いながらフィードバックするため３
                      つの研究会の実施
実施主体：沖縄県
補助率：3分の2

 本事業は、平成22年度限りとなっており、平成23年度以降については、本事業で
実施した広域連携事業等を踏まえ、各地域において長期に渡り事業等が継続される
よう、引き続きアドバイス等の支援に努める。

沖縄南北大東地区ブロード
バンド環境緊急整備事業
（22年度限り）

地上デジタル放送実施のために、別途、沖縄本島と南大東島間の海底光ケーブルが
敷設されることから、この海底光ケーブルを通信にも利用できるように、海底光
ケーブルと接続した光ケーブル等の島内インフラの整備を行う。

実施主体：沖縄県
補助率　：２／３

南北大東地区地上デジタル放送推進事業により整備される海底光ケーブルを利用
し、南北大東地区における光ケーブル等の島内インフラを整備するものであり、海
底光ケーブルの敷設工事の遅延に伴い、本件事業も時間を要したため、平成23年度
に繰り越しとなっているところ。海底光ケーブルについては敷設が完了しているこ
とから、引き続き、平成23年度における本件事業の円滑な事業完了を目指す。

具体的な目標設定の明確化、事業の効果及び費用対効果を検証し、総合的な取り組
みを図るべき。

南北大東地区地上デジタル
放送推進事業
（22年度限り）

沖縄本島と南大東島を結ぶ海底光ケーブル（平成２１年度事業で製作）の敷設及び
それに接続する地上部の放送伝送路を構築する。

実施主体：沖縄県
補助率　：２／３

南北大東地区における地上デジタル放送及び県域放送の実施に向けて、当初想定で
きない大きな空洞や軟土質の影響等による工期の延長等により、時間を要している
ものの、引き続き、平成23年7月の完全地デジ放送移行までの事業完了を目指す。

事業の成果について、適切に検証できる仕組みを検討すべき。68

70

 

沖縄特別振興対策調整に必
要な経費

　沖縄県が地域経済として自立し、県民の生活の向上に資するとともに、我が国経
済社会の発展に寄与する地域として整備される各般の施策に配分を行うこととして
おり、観光、情報、農林水産業などの産業振興や雇用対策、人材育成などの諸施策
を行うために沖縄県等に対する補助金。
　当初予算においては、目未定経費として計上されており、沖縄県知事からの具体
的要望に基づき、年度途中の諸情勢に応じ、財務大臣との執行協議を経て配分され
る。
　内閣府自身が実施するものを除き、担当省庁に予算を移し替えて事業を実施して
いる。
補助率8/10

沖縄県からの具体的な要望を基本として、沖縄県が抱える固有の課題や問題の解決
に資する施策について、機動的・弾力的な執行に努めているところである。
今後とも、引き続き、その時々の状況に応じて効果的な執行に努めていく。

69

 

関係機関と連携し、機動的・弾力的な執行に努めるべき。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

200

160

2,310

3,580

3,500

3,500

-

-

23

15

総点検等を踏まえるとともに執行実績も精査し、今後の事業計画を検討すべき。71

 

沖縄振興総合調査に必要な
経費

　沖振法等に基づく施策・事業全般についての総点検等を踏まえ、今後の沖縄振興
のあり方について検討を行うために必要な総合的な調査を実施。
８件、１０１百万円を交付したほか、国土交通省（２件、３４百万円）及び総務省
（１件、７百万円）に移し替えて実施。
【事業名】
○内閣府：産業連関表を用いたモデル構築による沖縄県経済の
　　　　　将来予測調査
　　　　　沖縄における世界水準の観光リゾートの形成に向け
　　　　　た調査
　　　　　沖縄における鉄軌道をはじめとする新たな公共交通
　　　　　システム導入可能性検討に向けた基礎調査
　　　　　沖縄における今後の離島振興策に関する調査
　　　　　21世紀の「万国津梁」形成に向けた国際交流促進方
　　　　　策調査
　　　　　沖縄における地域クラスターの形成施策の展開方向
　　　　　検討調査
　　　　　国際物流拠点の形成について
　　　　　沖縄の情報通信産業高度化方策調査
○総務省：沖縄の情報通信関連産業振興のための人材育成・確
　　　　　保に関する調査
○国交省：沖縄の治水、利水、河川環境等における課題の解決
　　　　　に向けた基本的方向性の検討調査
　　　　　沖縄における道路整備及び公共交通の現況と課題に
　　　　　関する調査

　沖振法等に基づき実施されてきた諸施策・諸事業全般についての総点検等を踏ま
え、今後の沖縄振興の在り方について検討を行う観点から、引き続き調査内容を精
査するとともに、委託事業者の選定に当たっては、極力、競争入札で行うなど、今
後も効率的な執行に努めていく。

沖縄北部活性化特別振興事
業に必要な経費

　沖縄県北部地域は、県内の他の地域に比べ一人当たりの所得が最も低く、過疎地
域が多く存在する地域であり、更なる振興が必要な地域であることから、平成22年
度より県土の均衡ある発展を図る観点から、所得向上に向けた産業振興に資する事
業や人口増加に向けた定住条件整備に資する事業等を実施。（施設の整備事業に加
え、実効性の高いソフト事業も対象）。
　地元市町村等において検討された北部地域の振興に資する事業を事業実施省庁と
調整し、予算を移し替えて実施。
　平成２２年度から２年間、毎年度３５億円を計上して実施。
　事業主体は北部１２市町村及び沖縄県で、補助率は8／10

　事業実施省庁においては、電話による進捗状況の聴取や、必要に応じた中間段階
及び完成段階での現地確認、さらに、事業主体から提出された実績報告書による実
施内容や経費使途の適正性の確認などを実施した。
　また、内閣府においても、事業要望ヒアリング時に各事業の実施状況を聴取し、
また出張により進捗状況や完成状況を把握したほか、事業主体等から提出された事
業の完成報告に関する書類を確認した。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

沖縄特別振興対策事業に必
要な経費

　沖縄県が地域経済として自立し、県民の生活の向上に資するとともに、我が国経
済社会の発展に寄与する地域として整備される各般の施策に配分を行うこととして
おり、観光、情報、農林水産業などの産業振興や雇用対策、人材育成などの諸施策
を行うために沖縄県等に対する補助金。
原則、継続事業が対象であり、沖縄県知事からの具体的要望に基づき、当初予算に
計上している。
内閣府自身が実施するものを除き、担当省庁に予算を移し替えて事業を実施してい
る。
補助率8/10

　沖縄県からの具体的な要望を基本として、沖縄県が抱える固有の課題や問題の解
決に資する施策について、継続事業として年度当初から執行を行っているところで
ある。
　今後とも、引き続き、効率的で円滑な執行に努めていく。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。72

 

効率的なセミナーの実施となるよう沖縄県と連携を図るべき。

74

 

沖縄北部特別振興対策事業
に必要な経費
（22年度限り）

観光・リゾート産業、農林水産業、商工業、情報通信関連産業等の分野において、
雇用機会の創出や定住条件の整備など、沖縄県の北部地域の発展に資する実効性の
高い事業を実施。
　 地元市町村等において検討された北部地域の振興に資する事業を事業実施省庁
と調整し、予算を移し替えて実施。
　平成１２年度から平成２１年度までの１０年間、毎年度５０億円を計上して実
施。
　事業主体は北部１２市町村及び沖縄県等で、補助率は９／１０。
　平成２１年度限りの事業。

事業実施省庁においては、電話による進捗状況の聴取や、必要に応じた中間段階及
び完成段階での現地確認、さらに、事業主体から提出された実績報告書による実施
内容や経費使途の適正性の確認などを実施した。
　また、内閣府においても、事業要望ヒアリング時に各事業の実施状況を聴取し、
また出張により進捗状況や完成状況を把握したほか、事業主体等から提出された事
業の完成報告に関する書類を確認した。

73

 

効率的な執行が行われるよう適正な検査を実施すべき。

75

 

高度観光人材育成モデル事
業

将来の沖縄観光をリードする高度観光人材を育成するため、トップクラスのホテル
スクールへの留学を支援するとともに、経営者層の意識改善、意識啓発を図るた
め、組織マネジメント、ホスピタリティ精神、外国人対等を内容に含んだ効果的な
事業を実施する。
①経営者層に対する意識啓発セミナーの実施
②将来の高度観光人材育成のため、選考委員会で指定したトップスクールへの留学
支援の実施
実施主体：沖縄県
補助率　：２／３

昨年の行政事業レビュー公開プロセスでの指摘を踏まえ、平成22年度事業において
は、経営者セミナーについては、より効果的な運営方法に改善するとともに、留学
支援については平成23年度からは新規募集停止することとした。
具体的には、経営者セミナーの対象業種をホテル業界に限定し、対象者をＧＭ・管
理者層に限定するとともに、フォローアップセミナーにより交換検証を実施する
等、より効果的に運営方法に改善を行っている。
平成23年度においては、引き続きより効率的な経営者セミナーを行うべく、平成22
年度の参加者から得られたアンケートの結果等を踏まえ、現場のニーズに沿った形
態やテーマのセミナーを行うこととする。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

35

41

498

460

291

38

45

45

22

15

82

70

おきなわ新産業創出投資事
業

沖縄地域で研究開発・事業活動を行う情報通信、バイオ、環境関連分野の有望なベ
ンチャー企業に対して出資する民間ファンド（１０億円）の組成を支援するため、
そうしたファンドへの出資を行うとともに、民間ベンチャーキャピタル会社による
ファンド運営を支援する。また、上記分野の初期段階のベンチャー企業の成長を促
すため、研究開発に係る補助金（補助率３/４、上限５千万円）を交付する。
補助率　２／３

　研究開発事業については、平成21年度からの継続事業及び平成22年度からの新た
な研究開発事業を実施。
継続案件及び新規案件ともに成果目標の達成度合いを高めるため、研究の途中段階
での報告会を実施。また、継続案件及び新規案件の報告会を同時開催とすること等
により、費用のコスト削減に努めている。
また、研究開発事業からファンド事業まで、一貫した支援となるよう、企業へのヒ
アリングを実施する等、当該事業が一体となって活用されるよう実施している。
さらに、競争性・透明性を確保する観点から投資委員会は、外部の金融専門家を含
めた構成としている。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

環境共生型観光地形成支援
事業

観光資源への影響が見られる観光地における市町村の取組みの支援
①環境保全に配慮した観光資源の利用のルール作り、啓発資料作成などの取組み支
援（ソフト事業）
②エコトイレ、遊歩道、案内板、駐車場などの環境保全型施設の整備（ハード事
業）
事業主体：沖縄県
補助率：２／３

　国内唯一の亜熱帯性気候という特色から、沖縄のエコツーリズムは高く評価され
ている一方で、観光客による自然などの観光資源への損傷等も見られる。平成２１
～２２年度に全県を対象にした調査において抽出した問題箇所の中から、優先度の
高い箇所等を対象に事業を実施。珊瑚礁を破壊するオニヒトデの駆除、観光客の入
域による土壌の踏み荒らし、崩壊を防ぐための遊歩道の整備などにより、自然環境
の保全、観光客の分散化などの効果が見られるほか、現況の調査結果から利害関係
者の協力が得られたなどにより、観光資源の利用と保全の共生に寄与。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。76

執行率（６０％）の低さもあり、概算要求に反映すべき。

78 沖縄文化等コンテンツ産業
創出支援事業

沖縄県の文化等を活用したコンテンツ制作に対して投資を行うファンド投資を行う
ことで、制作資金の供給と制作段階に応じたサポートを実施する。
また、県内外の既存のプロデューサー等の支援人材が沖縄でコンテンツ制作を目指
す事業者を対象に、コンテンツ制作プランのブラッシュアップやプランの実現に向
けた共同事業体の形成促進、県外・海外市場を見据えた販路開拓、知財戦略の構
築、資金と工程の管理ノウハウの蓄積などのハンズオン支援を提供することで、県
内コンテンツ関連事業者のビジネススキルを向上させるとともに、県内プロデュー
サーを育成する。
補助率　２／３

平成２２年度においては、ファンドの無限責任組合員（GP）の選定、投資ファンド
の組成、ハンズオンマネージャーによる相談支援等を実施した。ＧＰの選定に際し
ては、法務・財務、コンテンツビジネスの専門家等で構成する選定委員会による審
査を行う等、競争性、公平性等を確保しつつ選定を行った。
平成２３年度以降、引き続きハンズオンマネージャーによる相談支援等を実施しな
がら、投資するプロジェクトを公募・選定する予定としている。

77

ＢＰＯ人材育成モデル事業 基礎研修及び専門研修の実施（各７回開催）
　応募者合計236人、受講決定者合計181人、修了者合計146人
【基礎研修】パソコン基礎、接客応対、オフィスワーク
【専門研修】ＢＰＯ企業での実地研修
　　　　　※ＢＰＯ企業の参加・協力によって、ＢＰＯ業務
　　　　　　に対応した多様な研修を実施。
　　　　　　（ＷＥＢ・総合受付事務・受付事務・プログラミ
　　　　　　　ング・デバック・金融・ＶＯＤ・電子ＭＡＰ）
事業主体：沖縄県、補助率：２／３

　沖縄県でのＢＰＯ業務の高まりを受けて開始された本事業は２年目を迎え、初年
度よりも研修内容を充実させたことにより、就職率など改善が見られた項目もあ
り、本事業の必要性や重要性を示している。
　ただし、昨年度の行政事業レビューの指摘を踏まえ、23年度の事業では、熱意の
ある受講生を絞り込み、事業を効率的に運用することで、費用対効果・就職率の向
上を目指すことにしている。

効果の検証を着実にできる方策を検討すべき。

79 新産業創出人材育成事業 産学官連携など、沖縄県内の資源（人・モノ・金・情報・知財など）の適切なコー
ディネートにより、新たな産業の創出や既存産業の高度化に向けた支援を行える人
材（コーディネーター）を育成する。
育成方法としては、県外先進地への１年程度の派遣研修を行い、優れたコーディ
ネーターの行動特性を身につけるとともに、県内支援機関においてコーディネート
業務のＯＪＴを１～２年間実施し、実務に基づいたコーディネートノウハウを習得
するとともに、県内企業や研究機関等とのネットワークを構築する。
補助率２／３

平成２２年４月１日に、企画コンペを行い、財団法人沖縄県産業振興公社と契約を
実施。（応募者１社のみ）
研修受入機関は、産学官連携等の先進機関であり、かつ効果的な指導が出来る人材
がいる機関について受け入れ調整。
研修生の公募では、平成２２年６月１日～７月７日まで公募を実施し、応募者２３
名の中から、書類審査や外部委員等による面接等により６名を選定。８月に沖縄県
内で基礎研修を実施し、平成２２年９月１日から県外先進機関研修を開始。
また、年度末には中間報告会を開催し、外部委員等に対し、これまでの研修成果や
次年度以降の研修プログラムについて、助言等を受け、平成２３年度の研修に活用
している。当該事業は平成２４年度まで実施予定。
研修生訪問、ヒアリング等の際は、効率的な旅程を検討した上で日程調整を行い、
旅費の節減に努めた。

補助先の契約方式が随意契約となっていることから、競争性を高める選定方法を導
入できるよう指導すべき。

81 雇用戦略プログラム推進事
業

①沖縄人材活性化事業（職場環境の改善に取り組む企業に対し、コンサルタントを
派遣し、目的達成のための助言・指導を行う）
②従業員研修促進支援事業（新規雇用を行った企業が従業員に高度な技術を習得さ
せるため、県外へ派遣する際、費用の一部を支援する）
③はばたくウチナーンチュ応援プログラム（１．学生に対し、県外企業へのイン
ターンシップを実施。　２．県内で採用説明会等を行う県外企業を支援。　３．各
高校に、県外就職したＯＢ生等を招へいし、発表会等を行うことで、県外就職の啓
発を実施。また、啓発ＤＶＤ等を作成・配布する。）

事業主体：沖縄県、補助率：２／３

　２年目となる22年度も、定員割れ等で思うような執行率にはならなかった。最も
執行率の悪かった「②従業員研修促進支援事業」を中心に、本事業全体について、
23年度では予算を縮減し、加えて４月１日付の交付決定や応募方法の変更をするな
ど、執行率の向上を図っている。

２３年度予算において、減額となっているが、執行率が低い（52％）ことから概算
要求に反映させるべき。
随意契約が多いことから、競争性を高める選定方式にするよう補助先を指導すべ
き。

80
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資料３

47

44

42

37

-

-

-

-

35

-

99

-

9

-

83 地域巡回マッチングプログ
ラム事業

　求人開拓・支援員が、各圏域で求人開拓を実施するとともに、既存中小・零細企
業や立地企業等による企業説明会及び合同面接会を行う。
　また、企業説明会・合同面接会の開催にあたっては、就職率の向上につながる
キャリアカウンセリングや就職支援講座等を実施する。
事業主体：沖縄県、補助率：２／３

　本事業は医療・介護・福祉などのミスマッチが大きい分野を中心に、県内５圏域
で定期的にマッチングの機会を設けるという今までにない取組となっている。
　成果も、圏域ごとにばらつきはあるが、合計で700名以上の就職者を輩出するな
ど、一定の効果は上がっている。次年度以降も、より効率的な執行を心掛けながら
事業を進めていくこととしたい。

82 子育てママの就職技術力向
上支援事業

　母子家庭の母等の就職支援のために開始された本事業は、データ上はまずまずの
成果をあげたと言えるかもしれない。
　ただし、圏域ごとに経済規模等の差があるため、それらの事情を勘案しながら、
24年度の概算要求に反映していくようにしなければならない。

沖縄ＩＴ津梁パーク整備事
業
（22年度限り）

うるま市に高度ソフトウェア開発等の新しい情報通信産業の拠点となり、かつ、ア
ジアとの津梁機能及び高度な人材育成の機能等を備える沖縄ＩＴ津梁パークを開設
すべく、平成２０年度予算で中核機能施設A棟を、平成２０－２１年度予算で中核
機能施設B棟を整備する。
事業主体：沖縄県、補助率：２／３

事業期間中、内閣府から沖縄県に対し、電話、電子メール等により事業進捗を確認
するとともに、現地視察やヒアリング等を実施し事業の進捗状況の確認を行った。
また、補助金の額の確定時においては、支出等に関する書類により適正性を確認し
た。

事業の実施結果を検証し、概算要求に反映すべき。　母子家庭の母等を対象に、託児機能付きのパソコン研修等を県内５圏域（北部、
中部、南部、宮古、八重山）で実施する。それ以外にも、勤務時間の融通がききや
すいコールセンター等の就職対策講座を実施するほか、実際に求人募集のある企業
における会社概要説明や社員研修の体験など、より就職に結びつく講座等を実施す
る。各企業での実地研修の際は、訓練手当や保育料を支給する。
事業主体：沖縄県、補助率：２／３

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

沖縄県の海外重点地域や新規市場におけるプロモーションを実施するとともに、今
後増加が見込まれる中国人個人観光客の受入体制の整備を図り成長市場の誘客増加
を図ることで、課題となっている外国人観光客の誘客促進を図る。
・平成21年度に構築した戦略モデルに基づき、海外重点地域及び新規市場における
プロモーションの実施
・中国人個人観光客の受入体制の整備

実施主体：沖縄県
補助率　：２／３

平成21年度事業において構築した戦略モデルに基づき、平成22年度事業では各地域
におけるプロモーション等を実施。目標見込みを上回る数の海外企業が参加し、商
品造成等を行っており、沖縄観光の魅力向上、観光客数増加に寄与している。
なお、昨年の行政事業レビュー公開プロセスの結果を受けて、本件事業については
平成22年度限りで廃止することとした。

事業の成果について適切に検証できるしくみを検討すべき。

85 ものづくり基盤産業振興施
設整備事業
（22年度限り）

沖縄においてはサポーティング産業の集積が少なく、製造業が脆弱である。そこ
で、サポーティング産業の特別自由貿易地域への集積を図るため、サポーティング
産業にとって使いやすい長屋型賃貸工場１棟を整備する。

沖縄県に対する補助：２／３

平成22年度までに工場が完成し、事業は終了している。 事業の成果について適切に検証できるしくみを検討すべき。

84

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

87 文化資源活用型観光戦略モ
デル構築事業
（22年度限り）

①沖縄の文化・芸能を活用し、観光誘客が期待できる持続可能な地域主体のイベン
ト（提案公募）の事業化支援。
②県外客を対象にした沖縄の文化・伝統を活用した旅行プロモーションの実施（広
告、宣伝、旅行商品造成、観光客に対するアンケート調査）。
③上記①、②の有識者による評価。特に①の持続的な事業化、魅力ある観光商品化
に向けた課題抽出、課題解決に向けた提言の実施。
④沖縄の文化・芸能等を持続的に観光資源として活用するための戦略構築のための
調査・検討。
事業主体：沖縄県、補助率：２／３

　「沖縄振興計画」（平成14年7月）、「第３次沖縄県観光振興計画」、「沖縄２
１世紀ビジョン」（平成２２年３月沖縄県決定）等を踏まえ、質の高い観光・リ
ゾート地の形成に向けて沖縄独特の歴史、文化等魅力ある地域特性を生かすものと
して、観光資源としてのポテンシャルの高い文化・芸能を活用した、地域主体によ
る取組を支援する事業として評価できる。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

86 国際観光戦略モデル事業
（22年度限り）

沖縄雇用最適化支援事業
（22年度限り）

研修事業
　求職中の技能者、土木業等からの転職希望者及び転職後１年未満の労働者を対象
に、労働需要が供給を上回っている建築躯体業への職種転換等を推進するための研
修、講習を行う。

無料職業紹介
　研修修了者への情報提供や無料職業紹介を実施し、職の斡旋を行う。

事業主体：沖縄県及び沖縄県建設業協会、補助率：２／３

平成20年度から３か年の予定で開始され、昨年度の事業完了をもって、当初の予定
通り廃止とした。
　沖縄県の建設業は土木業に人が集まり求人件数が少ない一方で、建築躯体業は技
術者が少なく求人件数も多いという状況にあることから、職種転換を図る本事業の
理念・目的等は間違ってはいなかったが、定員割れとなったことから、研修日程の
短期化などの対策を打つべきであった。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。88
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資料３

100

-

142

-

163

170

-

400

-

674

-

沖縄新規学卒者緊急就職支
援事業
（22年度限り）

翌年春に卒業する就職の決まっていない新規学卒者を対象に、専任コーディネー
ターを配置し、集合研修によるビジネスマナー講習、コミュニケーション研修、面
接対策等を実施、その後、合同面接会等を開催し、就職につなげていく。
　また、県内高校にジョブサポーターを配置、巡回させることで、密接にサポート
を行う。

事業主体：沖縄県、補助率：２／３

新規学卒者の就職内定率の急激な悪化を受けて実施した事業であるが、当初目標と
していたよりも多くの生徒に対応できたため、内定者も多く獲得できた。新規学卒
者に対する支援というのは全国的にニーズがあると思うが、本事業は生徒に非常に
近い位置での支援を実施したからこその結果であると思っている。
　島しょ県ということで、離島生徒の移動コストなどを考えると、他の県よりも経
費はかかってしまうかもしれないが、非常に重要で意義深い取組であったと考え
る。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

90 アジア青年の家事業
（22年度限り）

８月に、アジア諸国等と沖縄をはじめとする国内の参加者が、沖縄に一堂に会し、
３週間程度共同生活をする中で、①講義　②グループディスカッション　③オープ
ンセミナー　④ホームステイ　④体験学習　等を実施する。

22年度も、沖縄県内・県外・アジア諸国等から青年を沖縄に集めて様々な交流を
行った。参加青年をみてみると、積極性・国際性の涵養が図られ、加えて、県外・
海外の青年は沖縄の魅力に触れることによって、沖縄のファンが増え、沖縄振興に
資する事業となったと考える。
　これをもって、当初の予定通り本事業は廃止をするが、23年度以降は、沖縄県に
事業主体を移し、中長期的な視点に立って事業を企画・立案した後継事業を実施す
る。同時に、21年度行政事業レビューでも指摘を受けた「効果検証」や「フォロー
アップ」についても、中長期的に実施するための仕組みを構築する。
　なお、３週間のプログラム期間については、実際に本事業に参加した青年からの
意見を聞きながら検討している。

89

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

91 沖縄イノベーション創出事
業
（22年度事業）

研究段階に応じ、顕在化ステージ・事業化ステージの２つのステージにおける研究
開発への支援を行う。
・顕在化ステージ
　研究開発期間：原則１年以内（最長２年まで）　研究開発費：１０００万円以内
／年　企業負担：なし
・事業化ステージ
　研究開発期間：３年以内　研究開発費：５０００万円以内／年　企業負担：研究
開発費の１／４相当額

補助率２／３

平成20年度からの継続事業。平成20年度に公募し、企画提案の中から審査会を経
て、採択した研究開発プロジェクトについて、継続審査会を経て、研究開発事業を
実施しており、競争性・透明性を適切に確保した。
　また、研究開発期間中また終了後の研究開発プロジェクトについて、研究開発成
果等をホームページ等で公開や研究成果発表会の開催により、広く研究成果のＰＲ
に努め、また研究開発プロジェクトを効果的に実用化・事業化するため、外部専門
家等を活用したアドバイスの実施、販路を有する企業とのマッチングを支援を行う
等、適格に事業を実施した。

沖縄天然ガス資源緊急開発
調査事業
（22年度限り）

エネルギー自給率が低い我が国において有力な地産エネルギーである天然ガス資源
を有効活用することを目的として、沖縄本島中南部、宮古島において天然ガス資源
開発調査を実施する。
　天然ガス鉱床に関しては、南城市内において平成20年度に県補助で探査、平成21
年度に国補助で試掘を実施し、新たな貯留層と熱分解ガスが確認されており、天然
ガス資源として有効活用の可能性が拡大した。
　調査内容は以下のとおりである。
①コア試料分析（本島南部は、平成21年度までの実施試掘等の結果を踏まえ、宮古
島は最近の温泉掘削・地表調査等に基づき実施）
②物理（地震）探鉱
③地質解釈（地層資料分析、解釈）
④事業性評価・事業モデル構築（委員会での検討）

補助率２／３

平成22年度１次補正予算（ステップ２「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対
策」）で予算措置された事業であり、
平成23年度に繰越して実施しているところであるが、事業を実施するにあたり、沖
縄県に対し効率化が図れるよう指導しているところである。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

沖縄観光力強化緊急対策事
業
（22年度限り）

・海外市場における誘客の実施事業（沖縄トラベルマートの開催等）
・モノレール駅舎他言語標記整備事業
・多言語ツールの作成事業
・スポーツ・ツーリズム等の推進事業
・文化観光等の推進事業

実施主体：沖縄県
補助率　：２／３

海外誘客の実施等を行った結果、３月に発生した東日本大震災の影響を受け、目標
には届かなかったものの、平成22年度の外国人観光客数は過去最高の28.3万人を記
録する等、沖縄観光の市場拡大、需要確保に寄与している。

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。92

94 沖縄特別自由貿易地域にお
ける企業誘致促進電力緊急
基盤整備事業
（22年度限り）

沖縄振興特別措置法では、沖縄県への産業振興のため、うるま市における特別自由
貿易地域（特自貿）の各種地域制度を設けるとともに、県や市町村が一体となった
企業誘致活動等の取組を行っている。
大規模工場等が立地する場合、特別高圧（２２ｋＶ）の電力供給が必要となるが、
特自貿等の地域においては電力供給設備が十分に構築されておらず、立地企業毎に
個別に整備せざるを得ない状況になっている。また、新たに立地する個別企業が新
たに供給設備を構築する際には、変電設備の準備から配電線路等の構築に２年程度
の期間が必要となることから、企業立地上の大きな課題となっている。
このため、沖縄振興特別措置法で定められた各種地域制度の適用地区（うるま市特
別自由貿易地域）において、特別高圧（２２ｋＶ）の電力供給設備を一体的に構築
することにより、企業誘致の一層の促進を図り、沖縄県における産業振興および雇
用創出等に資する。

補助率　２／３

平成22年度１次補正予算（ステップ２「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対
策」）で予算措置された事業であり、
平成23年度に繰越して実施しているところであるが、事業を実施するにあたり、沖
縄県に対し効率化が図れるよう指導しているところである。

93

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。
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資料３

441

-

3,311

2,198

13,770

10,726

1,294

1,317

8,167

10,480

5,142

1,402

事業の効果を検証し、得られた成果を反映できるよう総合的な取組を図るべき。

糖業振興費
（農林水産省へ移替）

沖縄県内の製糖事業者に対し、含みつ糖の標準的なコストと販売価格の差額や気象
災害等によるコストの増嵩分、環境対策や省エネルギー対策に資する施設整備等に
対する一部補助。
　補助率：２／３、１／２、定額

　製糖産業は、沖縄県農業において非常に重要な位置を占めているが、さとうきび
から砂糖（粗糖または含みつ糖）を生産する製糖企業の経営状況は厳しく、製糖施
設については老朽化が進み、耐用年数を過ぎたものが数多く使用されているもの
の、新たな施設整備が難しい状況となっている。
　特に離島においては、さとうきび生産農家が多くを占めており、製糖業は島内に
おいて非常に重要な産業となっていることから、製糖工場の施設整備を図り、経営
の合理化を図りつつ操業を続けることは地域農業の振興及び地域活性化を図る手段
の一つとなっているため、今後とも、製糖施設の改修は必要と考える。
　今後、含みつ糖製造事業者の経営安定を図っていくためには、含みつ糖の安定供
給や品質の向上等に向けた共同取組を推進していく必要がある。
　
　なお、22年度執行率は６８％であるが、22年度補正にて計上された補助金1,382
百万円が含まれており、同補正については全額23年度に繰り越しを行っている。
　このことから、22年度補正を除いた予算額は3,284百万円となり、執行額3184百
万円の執行率は97％となる。

事業実施省庁の見直し状況も踏まえ、地域の事情や事業の進捗状況を的確に把握
し、今後の事業計画を検討すべき。

95 沖縄臨空型物流ハブ活用那
覇自貿緊急基盤整備事業
（22年度限り）

那覇空港及び那覇港周辺における加工交易の振興を図るため、自由貿易地域那覇地
区において、保税倉庫及び保税工場として利用できる施設の整備に対する補助を行
う。

補助率　２／３

平成22年度１次補正予算（ステップ２「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対
策」）で予算措置された事業であり、
平成23年度に繰越して実施しているところであるが、事業を実施するにあたり、沖
縄県に対し効率化が図れるよう指導しているところである。

97

 

公立学校施設整備費
（文部科学省へ移替）

沖縄県が実施する公立学校の耐震補強事業、改築事業、新増築事業、大規模改造事
業等の施設整備が円滑に進むよう、沖縄県からの要望をふまえて必要な予算を確保
し、国庫補助を行う。
〔負担（算定）割合〕
公立学校施設整備費負担金：新築、増築事業等　8.5/10
学校施設環境改善交付金※：耐震補強事業　1/2、改築事業　7.5/10、大規模改築
事業　1/3 など
※平成22年度までは安全・安心な学校づくり交付金

概算要求にあたっては、沖縄県と事業の必要性や方向性について打ち合わせを行う
ほか、事業の執行状況等の把握のため、現地視察や担当者からのヒアリングを随時
行っており、予算の執行については移替先の文部科学省において、補助金等に係る
予算の執行の適正化に関する法律に基づき、毎年度沖縄県より事業実績の報告を受
け、内容を確認のうえ交付額の確定を行っている。
　 沖縄県においては、新耐震基準を満たしていない建物が依然約３割も残ってお
り、また、立地条件、気象条件等が本土に比べ厳しく、学校施設の傷みが著しいた
め、今後も公立学校の耐震化等、早急な施設整備が必要である。

事業実施省庁の見直し状況も踏まえ、事業の進捗状況を的確に把握し、公立学校の
耐震化等の加速化を図るべき。

100

 

96

大学開学後の諸課題について、機構に対し、具体的方策を指導すべき。機構側のガ
バナンスや内部統制が十分発揮できるような体制を整備すべき。

98

 

沖縄保健衛生施設整備費等
（厚生労働省へ移替）

①沖縄保健衛生施設整備費　（事業主体：沖縄県、補助率：３／４）
　県内の公的医療機関等の老朽化等に対応した医療施設の整備事業。
②無医地区医師派遣費等補助金　（事業主体：沖縄県、補助率：３／４）
　離島の県立診療所の医師や離島、へき地で確保が難しい専門医（産科医等）の派
遣や人材育成等を行う事業。
③医師、歯科医師等派遣事業
　歯科診療所が存在しない離島等へ歯科医師等の派遣を行い、一定期間診療を実施
するほか、一般の歯科診療所で治療が困難な障害児（者）へ全身麻酔下歯科治療を
実施。

移替先の厚生労働省において、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律に
基づき、毎年度、沖縄県より事業実績の報告を受け、内容を確認のうえ交付額の確
定を行っている。
　沖縄県では、地域医療の安定的な確保が大きな課題となっており、医師等の確保
や医療施設等の整備に関する事業を今後も実施することが必要。

独立行政法人沖縄科学技術
研究基盤整備

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構の設置する施設（大学院大学恩納村
キャンパスの研究棟等）の整備充実を図るため、機構が行う施設の整備に要する経
費に対して補助を行う。
補助率：定額

　独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備費補助金交付要綱に基づき、四半期ごと
に遂行状況報告を受ける等、工事の進捗状況を把握している。また、一般競争入札
の原則化等、効率的に事業を実施している。
　平成24年度秋の大学院大学開学に向け、教育研究基盤の整備を推進し世界最高水
準の研究を行うことにより、沖縄の振興と自立的発展に資することから、引き続き
事業を推進することが必要である。
　

事業実施省庁の見直し状況も踏まえ、地域の事情や事業の進捗状況を的確に把握
し、今後の事業計画を検討すべき。

99

 

独立行政法人沖縄科学技術
研究基盤整備機構運営費交
付金等に必要な経費

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構が行う沖縄における科学技術に関する
研究及び開発の基盤の整備を図るための業務に対して交付する。具体的な業務は次
のとおり。①国際的に卓越した科学技術に関する研究開発を行うこと、②①の業務
に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること、③科学技術に関する研究集会
の開催その他の研究者の交流を促進するための業務を行うこと、④機構の施設及び
設備を科学技術に関する研究開発を行う者の共用に供すること、⑤国際的に卓越し
た科学技術に関する研究者を養成し、及びその資質の向上を図ること、⑥大学院大
学の設置の準備を行うこと等。
補助率：定額

　独立行政法人における運営費交付金の使途は特定されておらず、その執行にあ
たっては法人の中期計画の範囲内で裁量が認められているが、毎月の執行状況につ
いて報告を受けるとともに、適宜その使途について監督指導を行っている。また、
財務諸表の添付書類である事業報告書等により改めて精査を行うとともに、内閣府
独立行政法人評価委員会の意見を聴取し、その適性を確認することとしている。

機構側のガバナンスや内部統制が十分発揮できるような体制を整備すべき。
事業の効率化を図るため、継続的なモニターが必要。また、引き続き、適正な予算
の執行となるよう機構を指導すべき。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

3,500

3,500

49

4

3

3

14,765

2,587

1,533

1,347

4,737

5,043

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

106

 

都市公園事業
（環境省へ移替）

事業実施省庁における見直し状況を踏まえ、以下のとおり進めている。
○直轄事業
１．国営公園整備
整備内容や事業費の精査を行った上で、事業効果の早期発現が見込まれる等着実な
事業実施が必要な施設に対して重点化を図る。
２．国営公園維持管理
市場化テストの全面導入など引き続き入札手続きの見直しや業務の効率化により、
供用施設の増加に伴う予算増加の抑制を図る。
○補助事業
地方公共団体向けの事業は社会資本整備総合交付金の活用により地方公共団体にお
いて実施すべき事項とされたところであるが、引き続き適正な執行が図られるよう
フォローアップしていく。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

105 廃棄物処理施設整備に必要
な経費
（環境省へ移替）

市町村等が広域的な地域について作成する循環型社会形成推進地域計画に基づき実
施される事業（廃棄物の資源化を行うマテリアルリサイクル推進施設、発電や熱回
収等を行うエネルギー回収推進施設、し尿と生活雑排水を併せて処理する個別分散
型汚水処理施設である浄化槽等の整備）の費用について、交付金を交付。
交付金の交付率は１／２

　支出先については市町村、一部事務組合等であり、交付金の使途については交付
要綱で定める交付対象事業の範囲内となる。なお、地域計画において設定した３Ｒ
推進のための目標の達成状況については、支出先において事後評価を行い、その結
果を公表するとともに、移替先である環境省に報告を行っている。
　本交付金制度により循環型社会形成の基盤となる廃棄物処理・リサイクル施設の
整備が推進され、リサイクル率向上等に繋がってきている。しかし、現下の地方の
厳しい財政状況等により、当初の計画通り施設整備が進まない自治体が数多くある
ことから、執行率が低くなっている年もある。
また、施設が建て替え時期を迎えているにもかかわらず、建て替えが進まず、施設
の老朽化が進んでいるため、それに伴う地域のリスクの増加が懸念される。
　今後は、新たな施設整備に加え、既存の廃棄物処理施設の基幹的設備の改良によ
る施設寿命の10～20年延長、さらなる熱回収の導入を図り、国・地方が協力して、
合理的かつ効果的な予算執行とする必要がある。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

104

 

水道施設整備に必要な経費
（厚生労働省へ移替）

移替先の厚生労働省等において、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
に基づき、毎年度、沖縄県等より事業実績の報告を受け、内容を確認のうえ交付額
の確定を行っている。
　沖縄県では、本土復帰（昭和47年）以降に整備をした施設が大量に更新時期を迎
えるていること、水道施設の耐震化率が本土と比べ低率であることを踏まえ、今後
は、既存施設の更新、改良を推進することが必要。

移替先の厚生労働省等において、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
に基づき、毎年度、沖縄県等より事業実績の報告を受け、内容を確認のうえ交付額
の確定を行っている。
　沖縄県では、本土復帰（昭和47年）以降に整備をした施設が大量に更新時期を迎
えるていること、水道施設の耐震化率が本土と比べ低率であることを踏まえ、今後
は、既存施設の更新、改良を推進することが必要。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

103

 

（建設海岸）海岸事業調査
費
（国土交通省へ移替）

成果実績は着実に向上しており、成果目標の9割以上を達成している。
沖縄県では、近年の被災や海岸背後の防護人口等を踏まえ海岸事業を実施してお
り、今後も引き続き効果的に整備が行われているか確認していく必要がある。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

102 海岸事業（（港湾海岸）海
岸事業調査費、補助事業）
（国土交通省へ移替）

津波、高潮、波浪、海岸侵食による災害から背後の人命や財産の防護、国土保全に
資することを目的に、護岸等の整備を行う。
　国費率・補助率
　　事業調査：国10/10
　　補助事業：国9/10

・事業調査については、予算の執行状況等について、沖縄総合事務局を通じて確認
している。また、資金の流れの検証ができるよう、契約額・支出先及び契約方式等
を把握している。
・補助事業においては、補助金等適正化法に基づく補助金交付申請時に使途の把握
を行うとともに、完了実績報告書等を提出してもらうほか、沖縄総合事務局職員に
よる完了検査を現地で実施し、把握に努めている。
・なお、海岸事業における補助事業は、平成２３年度より、社会資本整備総合交付
金や沖縄地域自主戦略交付金に移行している。

101

 

沖縄北部活性化特別振興対
策特定開発事業

沖縄県北部地域は、県内の他の地域に比べ１人当たりの所得が最も低く、過疎地域
が多く存在する地域であり、更なる振興が必要な地域である。
沖縄振興計画（平成14～23年度）に基づき、北部地域における活性化と自立的発展
の条件整備として、産業の振興や定住条件の整備などに資する振興事業（公共）を
実施する。
事業実施：事業執行段階において、事業執行官庁（農林水産省及び国土交通省）へ
の移し替え等を行い実施。
補助率：各公共事業の沖縄県の嵩上げされた高率補助率を適用

執行については、公共各事業の執行官庁から北部地域の市町村及び沖縄県へ補助金
として支出しており、それぞれの省では、電話による事業の進捗管理や現地視察に
より状況把握を行った他、補助金の実績報告により実施内容の確認を行っている。

事業の効果を検証し、関係機関と連携し、フォローアップを行うべき。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

303

-

344

251

607

493

5,130

4,105

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

110

 

水産基盤整備事業
（農林水産省へ移替）

地方公共団体が実施する水産資源の回復を図るための漁場造成や水域環境の保全、
水産物の安定供給や衛生管理の高度化のための漁港整備等　　（補助率９／１０
等）

平成21年11月に実施された事業仕分けにおいて、22年度予算において予算の縮減を
行うとともに、水産資源の回復等緊急性の高い分野への重点配分、新規採択地区の
絞り込み、漁村関係事業については、レクリエーション施設を事業の対象から除外
するとともに、地域の裁量性の高い農山漁村地域整備交付金へ移行する等の見直し
を行った。
　また、平成22年農林水産省行政事業レビューにおいては、費用対効果分析の厳格
化、事業の更なる重点化、繰越の防止、22年度に引き続き23年度においても農山漁
村地域整備交付金への移行について見直しを行うこととした。
　平成23年度は、長期計画に基づく成果目標とその達成を図る事業との対応を明確
化し、シンプルで分かりやすい事業体系とするため、水産基盤整備事業の再編（大
括り化）を行うとともに、水産資源の回復や衛生管理など、安全・安心な水産物の
安定供給に直結する分野へのさらなる重点化を図り、実施しているところ。
　平成24年度は、水産基盤整備事業のさらなる重点化・効率化に努めるため、緊急
性の高い事業への重点化（メリハリ）を図ることとする。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

109

 

治山事業
（農林水産省へ移替）

集中豪雨や地震等による山地災害を復旧・防止するため、山腹斜面や渓流を安定さ
せる施設の整備、土砂崩壊防止機能の高い樹木の植栽等を実施する。また、水源地
域等において、水源かん養機能を高めるため、機能の低下した保安林の整備等を実
施。

補助率　９／１０、８／１０等

昨年の行政事業レビューでの「優先度に応じた事業の重点化、コストのあり方等抜
本的改善」という結果を受け、これまでの取組に加え、
①　大規模な山地災害等への集中的な復旧対策や水源地域における機能の低下した
保安林の再生対策への重点化を行うとともに、
②　新工法の採用や現地発生資材の活用によるコスト縮減対策等の改善が図られる
よう指導を強化、効果的・効率的な治山対策を進めている。
　特に優先度に応じた採択及びコスト縮減については、平成23年度実施計画の都道
府県ヒアリング時に
①事業計画箇所毎に保全対象の重要性、復旧対策の緊急性等による優先度について
全ての箇所についてチェックするとともに、
②ストック活用、現地発生資材の活用、新技術の活用といった重点的取組事項への
対応状況について評価を行うことにより、事業実施箇所を厳選した。この結果、優
先度に応じた事業の推進及び予算の効率的な執行が図られた。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

108 森林整備事業
（農林水産省へ移替）

森林の有する多面的機能が持続的に発揮されるよう、地方公共団体や森林所有者等
が行う植付け、下刈り、間伐といった森林の整備や、間伐等の実施に必要となる路
網の整備等に対して支援を行うなど、多様で健全な森林づくりを推進する。

補助率 ： ２／３ 、８／１０ 等

平成22年度の行政事業レビュー公開プロセスにおいて指摘されて事項については以
下のとおり対応。

・費用対効果分析の厳格化については、森林整備の費用対効果の精緻化に向けた調
査を実施し評価手法の検討を行っている。
・集約化施業の要件化については、計画的に行われない個々の森林施業に対しても
網羅的に助成していた仕組みを改め、集約化し路網を整備しつつ計画的な施業を行
う者に限定して支援することとした。
・契約のあり方については、一部随意契約により実施してきた契約のあり方を改め
るため、都道府県を対象としたブロック会議において、公的機関が発注する事業に
ついて競争入札方式へ移行するよう指導するなど、契約の効率性を高めるよう努め
た。
・事業単価の見直しについては、国が作業種ごとの標準的な作業工程を定め、これ
に基づき都道府県が労賃等を加味して単価を設定する方式に転換し、施業の低コス
ト化を図った。

　今後は、標準工程の基礎となるデータを収集し、それに基づき標準工程の見直し
を行う等、さらなるコスト低減に努め、「森林・林業再生プラン」の目指すべき姿
である、１０年後の木材自給率５０％以上の達成に向けて、搬出間伐の促進や路網
整備等を加速化させることが必要。

107 下水道事業
（国土交通省へ移替）

成果実績は着実に向上しており、成果目標の9割以上を達成している。
沖縄県では、他の汚水処理施設との適正な役割分担の観点から、下水道処理人口普
及率の平成30年度目標を74.9%としており、こうした中期目標を踏まえ、進捗状況
について引き続き確認していく必要がある。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

1,081

-

9,078

9,782

9,531

3,237

65,229

48,661

社会資本総合整備計画に基づき実施される事業について、事業執行官庁と連携し、
事業主体に対し、必要な助言を行うべき。

114

 

社会資本総合整備事業に必
要な経費

地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、政策目的実現のための基
幹的な社会資本整備事業のほか、関連する社会資本整備やソフト事業を総合的・一
体的に支援。
＜基幹事業＞
社会資本総合整備計画の目標を実現するために交付金事業者が実施する基幹的な事
業であって、次に掲げる事業
① 道路事業、② 港湾事業、③ 河川事業、④ 砂防事業、⑤ 地すべり対策事業、
⑥ 急傾斜地崩壊対策事業、⑦ 下水道事業、⑧ その他総合的な治水事業、⑨ 海岸
事業、⑩ 都市再生整備計画事業、⑪ 広域連携事業、⑫ 都市公園等事業、⑬ 市街
地整備事業、⑭ 都市水環境整備事業、⑮ 地域住宅計画に基づく事業、⑯ 住環境
整備事業

＜関連社会資本整備事業＞
社会資本総合整備計画の目標を実現するため、基幹事業と一体的に実施することが
必要な社会資本整備重点計画法第２条第２項各号（第１４号及び当該社会資本総合
整備計画に係る基幹事業が該当する号を除く。）に掲げる事業（維持に関する事業
及びレクリエーションに関する施設の整備事業を除く。）及び住宅確保要配慮者に
対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第２条第１項に規定する公的賃貸住宅の
整備に関する事業

＜効果促進事業＞
計画の目標実現のために基幹事業と一体となって、基幹事業の効果を一層高めるた
めに必要な事業等（ただし、 交付金事業者の運営に必要な人件費、賃借料その他
の経常的な経費への充当を目的とする事業等、交付対象となる地方公共団体の区域
を著しく超えて運行される公共交通機関に係る事業等及びレクリエーションに関す
る施設の整備事業を除く。）

・22年度は活力創出基盤整備、水の安全・安心基盤整備、市街地整備、地域住宅支
援の4分野が存在した。23年度にこれらの4分野を統合することにより、より一層柔
軟な予算流用を可能とし、地方の自由度・使い勝手のさらなる向上を図った。
・社会資本整備総合交付金は平成22年度が初年度であり、整備計画の計画期間は概
ね3年から5年となっているため、未だ地方公共団体による中間評価や事後評価は行
われていないが、今後、中間評価や事後評価の報告があった際には、必要な助言を
行い、PDCAサイクルが有効に機能するよう努める。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

113

 

農山漁村地域整備事業に必
要な経費
（農林水産省へ移替）

沖縄県又は市町村は、農山漁村地域整備の目標等を記載した農山漁村地域整備計画
を策定し、これに基づき事業を実施。
  農業農村、森林、水産の各分野における食料自給率の向上、森林吸収源対策等に
特に寄与度の大きい以下の整備を選択できるとともに、これと一体となって事業効
果を高めるために必要な効果促進事業を実施することが可能。
　農業農村分野：農用地整備、農業用用排水施設整備等
  森　林　分　野：路網整備、機能回復のための森林整備、予防治山等
  水　産　分　野：漁港漁場整備、海岸保全施設整備等
　補助率：定額（80%等）

本事業は、沖縄振興計画における「第３章振興施策の展開　１　自立型経済の構築
に向けた産業の振興　（４）亜熱帯性気候等の地域特性を生かした農林水産業の振
興　エ　亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備」並びに「４　環境共
生型社会と高度情報通信社会の形成　（４）都市・農山漁村の総合的整備　ウ　多
面的機能を生かした農山漁村の振興」に係る施策に係る施策として、着実に事業が
推進されていきた。

　今後は、本事業のうち、地域の主体的な取組に委ねることが適当と考えられる事
業については、平成23年度から創設された地域の自由裁量を拡大するための沖縄振
興自主戦略交付金に移行し、本事業では、戦略作物による生産拡大等を行う計画的
な生産基盤の整備など、食料自給率の向上など特に寄与度の大きい生産基盤の整備
等を実施することとしている。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。

112 農業生産基盤保全管理・整
備事業に必要な経費
（農林水産省へ移替）

島しょ地域に不足する農業用水の安定供給を図るため、特に大規模な施設（地下ダ
ム、揚水機場、用水路等）の整備を国営事業により実施し、基幹的な施設（用水
路、末端施設工等）の整備を補助事業により実施している。また、さとうきび、
ゴーヤ等の畑作地域等を中心として、農地の効率的な農業生産を図るため、ほ場整
備、農業用用排水施設の整備、農道整備、防風林整備、畜産基盤整備等を補助事業
として実施するとともに、農地・農業用施設に対する自然災害を未然に防止するた
めの地すべり防止対策事業を補助事業により実施している。　（補助率：9.5/10、
8/10、7.5/10、6/10）

本事業は、沖縄振興計画における「第３章振興施策の展開　１　自立型経済の構築
に向けた産業の振興　（４）亜熱帯性気候等の地域特性を生かした農林水産業の振
興　エ　亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備」に係る施策として、
着実に事業が推進されている。
　今後は、限られた予算の重点化、効率化を一層図ることとしており、平成23年度
からの農業水利施設・農地の整備に係る補助事業については、国営事業等によって
形成された大規模優良農業地域であって、戦略作物の生産拡大や耕地利用率の向上
等に取り組む地区を対象に重点的に事業推進することとしている。

111

 

農村整備事業に必要な経費
（農林水産省へ移替）

本事業は、沖縄県や市町村が策定する実施計画等に基づき、農業用用排水施設整備
やほ場整備等の農業生産基盤整備、農業集落道整備、営農飲雑用水施設整備、農業
集落排水施設整備等の農村の生活環境基盤整備を総合的に実施する。
  なお事業実施主体は市町村、土地改良区等（中山間地域総合整備事業においては
沖縄県、市町村）において実施する。
交付率（補助率）は事業の70％（中山間地域総合整備事業においては75％）を基本
としている。

本事業は、本事業は、沖縄振興計画における「４　環境共生型社会と高度情報通信
社会の形成　（４）都市・農山漁村の総合的整備　ウ　多面的機能を生かした農山
漁村の振興」に係る施策に係る施策として、着実に事業が推進されている。

　今後は、平成23年度からは沖縄振興自主戦略交付金によって実施することとさ
れ、地域が自らの創意工夫を活かして、農山漁村地域の総合的整備を一層効果的・
効率的に進めることとしている。

事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討す
べき。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

90

90

1,951

1,411

45

49

54

-

241

365

121

473

1,049

1,091

関係機関と連携し、引き続き、特殊病害虫等の防除対策の推進を図るべき。121 植物防疫対策費
（農林水産省へ移替）

沖縄県において、平成5年までに根絶を達成したミバエ類の再侵入防止を図るとと
もに、沖縄県の農業振興上の障害（イモゾウムシ等によるサツマイモ等の被害、特
殊害虫の寄主植物に対する我が国の未発生地域への移動禁止又は制限等）を解決す
るため、特殊害虫の根絶防除等を実施している。
　・ウリミバエ：侵入警戒調査を実施するともに、不妊虫放飼法による防除を実施
　・ミカンコミバエ種群：侵入警戒調査を実施するとともに、誘殺板散布による防
除を実施
　・イモゾウムシ及びアリモドキゾウムシ：不妊虫放飼法等による根絶防除を実施
　・アフリカマイマイ：誘殺剤散布による防除を実施
　補助率：10／10、9／10

　沖縄県において、過去に根絶を達成したミバエ類やサツマイモの生産に甚大な影
響を及ぼしているイモゾウムシ等の特殊害虫が我が国の未発生地域に侵入・まん延
した場合、我が国全体の農業に甚大な被害を及ぼすことが懸念される。このため、
本事業により侵入防止対策等を実施しているところであり、その結果、ウリミバエ
の再侵入が見られないなど、着実に成果が得られているところである。
　一方で、本事業の支出先の選定に当たっては、随意契約が多くなっていることか
ら、専門性が高く競争入札になじまないものを除き、今後は可能な限り競争入札を
導入し、本事業をより効率的に進めていきたい。

120 金武町「ふるさとづくり整備事業」について
ギンバル訓練場返還跡地に、地域住民のニーズに沿った健康診断、がん検診、生活
習慣病のメディカルテックチェックなどを受診できる地域医療施設と、それらの診
断内容に対応して運動療法、保健指導のプログラムなどのリハビリができるリハビ
リ関係施設を整備。
補助率　９／１０

○事業実施現場等の状況把握の方法等について
　金武町より補助金等交付申請書及び補助事業等実績報告書が提出された後に、必
要に応じて現場確認等を実施しており、現場の状況把握及び実施内容の確認を行っ
ている。
○見直しの余地について
　平成23年度は、ギンバル訓練場の返還スケジュールを踏まえ、前年度に実施した
基本設計を基にして、返還跡地での事業を効率的に進めていくこととしている。

返還スケジュール及び事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討すべ
き。

沖縄米軍基地所在市町村活
性化特別事業に必要な経費

事業の成果について適切に検証できるしくみを検討すべき。

119 知的クラスター形成に向け
た研究拠点構築事業

①研究拠点の整備及び管理運営
　沖縄県の既存施設（沖縄県工業技術センター）を活用して共
　用研究施設を整備するとともに、その管理運営を行う。
②共同研究プロジェクトの実施
　沖縄科学技術大学院大学等、公的研究機関及び企業等が連携
　した共同研究を実施し、組織間・研究者間のネットワーク構
　築及び研究基盤の高度化を図る。
③情報の発信・普及
　知的クラスターの形成に資する情報（共同研究成果等）を県
　内外に発信し、その普及と連携機関等の開拓を図る。
事業主体：沖縄県（補助率２／３）

・事業内容を精査し、平成２３年度からゲノム研究推進協議会に係る経費を削減し
た。

・共用研究施設について、外部研究関係者への開放を検討している。

事業の効果を検証し、関係機関と連携し、フォローアップを行うべき。

118

 

沖縄体験滞在交流促進に必
要な経費
（22年度限り）

施設整備及びプログラム作成等一体型事業
体験滞在プログラムの作成やインストラクター研修等のソフト事業を実施するとと
もに、同プログラムの実施に必要な体験提供施設を整備。
沖縄県に対する補助率：２／３

※なお、当事業は平成22年度をもって終了。

現地視察等により事業の実施状況の把握を行っている。　また、補助金の額の確定
時に支出に関する書類等により適正かつ効率的に執行されていることを確認した。

沖縄の経済・金利・社会の状況等を踏まえつつ、将来収支を見据えた事業計画を検
討し、概算要求に適切に反映すべき。

117 ハブ対策に必要な経費 ①特殊抗毒素（抗ハブ毒ヒト抗毒素）研究
　現在使用しているウマ由来の抗毒素に代わる特殊抗毒素（抗ハブ毒ヒト抗毒素）
の実用化に向けた研究開発

②ハブの自動低密度化手法の開発研究
　ハブの捕獲器に使用するハブ誘引用の生きたマウスに代わる誘因剤の実用化に向
けた研究開発

　事業主体（①、②）：沖縄県、補助率：８／１０　　（実施機関：沖縄県衛生環
境研究所）

特殊抗毒素（抗ハブ毒ヒト抗毒素）については、平成23年度までに開発を終える見
込みである一方、その後、医薬品として承認されるには、製薬会社等の協力が必要
となるため、抗毒素の実用化に係る事業を平成23年度から実施している。

事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画を検討すべき。

116

 

沖縄振興開発金融公庫に対
する補給金に必要な経費

　沖縄振興開発金融公庫が実施する、セーフティネット貸付、沖縄創業者等支援貸
付、沖縄離島振興貸付、小規模事業者経営改善資金貸付（マル経）などの政策金融
を円滑に実施するため、沖縄振興開発金融公庫の損益収支上の不足額について、内
閣府の一般会計から補給金として交付するもの。

　補給金の予算額の積算に当たっては、政府が実施する沖縄振興施策に対し、政策
金融の面から支援をするために行われる融資等を適正かつ円滑に実施するととも
に、沖縄の置かれた様々な特殊事情等に対して機動的かつきめ細やかに対応を行う
ため、過去の実績等も踏まえつつ、当該年度における損益収支を見積もり算出して
いるところ。
　なお、平成23年度予算においては、沖縄の経済・金利・社会の状況等を踏まえつ
つ、コストとなる貸付金償却額の予定額等について見直しを行ったところであり、
今後とも適切な見積もりとなるように努めてまいりたい。

115 沖縄振興特別交付金に必要
な経費

補助負担率の嵩上げ措置がなされていた国庫補助負担金のうち、三位一体改革によ
り廃止されたものが従前の補助対象としていたもの等で、かつ、沖縄振興特定事業
計画に位置付けられた以下の事業について交付する。
①消防防災設備
②保健衛生施設整備
③次世代育成支援対策施設整備
④地域介護・福祉空間整備等施設整備
⑤学校教育設備
⑥公立文教施設整備
⑦農業・食品産業強化関連
⑧電気通信格差是正事業
沖縄県に対する補助率：定額

　事業の実施時において、使途、契約等の執行に疑義が生じた際には、逐次沖縄県
担当者と調整を行っている。また、補助金の額の確定時においては、支出等に関す
る書類により適正かつ効率的に執行されていることを確認した。
　この事業は、三位一体改革により廃止された補助金のうち嵩上げ措置がなされて
いた補助事業を、沖縄振興計画に支障が出ないよう、沖縄県知事が作成する沖縄振
興特定事業計画に基づく事業に充てるために必要な交付金であり、かつ、地元沖縄
県の自由な裁量で事業を展開できる交付金であるので、今後もより効果的に活用さ
れるよう沖縄県と調整を図っていくこととする。

効率的な活用を図るとともに、効果のフォローアップを行うべき。
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資料３

856

1,658

14

13

362

313

140

82

33

12

54

45

79

53

食育に関する普及啓発等は、地方と民間が十分に連携していることを踏まえ、内閣
府の関与は必要性を含めて見直すべき。
個別面接調査は、インターネットを活用するなど低廉な手法を検討すべき。

128

 

高齢社会対策推進経費 　高齢者の現状や実態、経年変化の状況を把握し、政策の企画立案及び政策の評価
等に役立てるため、高齢者を対象とした調査研究を実施している。その調査結果に
ついては内閣府において公表するとともに、公表データ等を各研究機関や研究者等
に提供している。
　また、高齢社会対策基本法第8条に基づく「高齢社会の状況及び高齢社会の対策
の実施状況についての年次報告」として、「高齢社会白書」を作成している。
　さらに、高齢化が急速に進行する日本で、高齢者が社会的孤立に陥らず心豊かで
活力ある高齢社会を構築していくためには、行政等の公的機関による支援のほか、
ＮＰＯやボランティア等地域住民の活力が最大限発揮され、さらには意欲と能力の
ある高齢者自身が高齢社会の支え手となっていくことが不可欠であるため、高齢者
の社会参加活動の促進に向けて、「高齢社会フォーラム」の実施や、地域で活躍す
る高齢者や高齢者グループの活動等を事例集等を通じて紹介している。

・経費削減や事業効率化などを図り予算の縮減に努めた結果、平成23年度の高齢社
会対策関係予算は対前年度比33％の減額とした。
・事業実施に当たり、その手法や効果等について検討し、引き続き、事業の見直し
や統廃合を進めるとともに予算の効果的、効率的執行に努める。

昭和４９年度から行われている事業の必要性、調査研究の有用性、調査結果の活用
状況の検証は、引き続き見直しを図るべき。

127

 

食育推進経費 食育基本法及び食育推進基本計画に基づき、食育白書の取りまとめ及び食育に関す
る国民の意識調査を実施、公表して、国及び地方公共団体の施策推進の基礎資料を
提供するとともに、６月に実施する食育月間の中核的な行事として食育推進全国大
会の開催、食育に関する各種表彰（食育推進ボランティア及び食育推進に関するポ
スター）を実施する。

・事業廃止のほか、経費削減や事業効率化などを図り予算の縮減に努めた結果、平
成23年度の食育推進関係予算は対前年度比16％の減額とした。
・事業実施に当たり、その手法や効果等について検討し、引き続き、事業の見直し
や統廃合を進めるとともに予算の効果的・効率的執行に努める。
・食育推進全国大会においては、関係省庁の施策との重複を集約するなど事業の見
直しを実施しており、引き続き、効果的・効率的な執行に努める。

調査研究の有用性、調査結果の活用状況の検証は、引き続き見直しを図るべき。
理解促進のための事業については、効果を検証、国の事業の在り方について引き続
き検討を求める。
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仕事と生活の調和推進経費 ・点検・評価を行う「仕事と生活の調和連携推進・評価部会」を５回開催
・メールマガジンを12号配信し、配信数は3250件（平成23年４月末現在）
・「ワーク」と「ライフ」の相互作用に関する調査、仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）の実現に影響を与える生活環境に関する意識調査、アーカイブ
の充実に向けた調査、先進的取組事例調査、を実施
・「企業担当者交流会」を３回開催

　「仕事と生活の調和連携推進・評価部会」を通じて「憲章」及び「行動指針」に
基づくワーク・ライフ・バランスの取組の点検・評価を行うとともに関係者の連携
推進・啓発や情報の共有化を図った。また、仕事と生活の調和を実現するために関
連各種統計データの収集・分析を行うための調査を実施。メールマガジンを広く企
業及び個人に向けて配信することで、ワーク・ライフ・バランスの取組に関する周
知も図った。今後とも、ワーク・ライフ・バランスの取組に対する理解・促進を図
るため、政府においてより効果的に取組を実施するよう努めていく。

成果実績（アウトカム）の指標が用語の周知であるならば、事業について抜本的な
見直しを図るべき。
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少子化社会対策推進経費 ・少子化社会基本法に基づく国会への年次報告の作成。少子化社会 対策会議の下
で、各種施策についての点検・評価等の実施、重要な課題に関する政策研究・調査
を実施。
・家族の大切さについて理解を深め、社会全体で子ども・子育てを応援する社会の
実現のための理解促進事業を実施する。また、子育てを支援する活動を表彰する。
・地方自治体が実施している企業が参加した子育て世帯への割引等実施事業を推進
するための会議を開催する。
・地方自治体と連携した子育て支援を推進するリーダーを育成するセミナーを開催
する。

・事業廃止のほか、経費削減や事業効率化などを図り予算の縮減に努めた結果、平
成23年度の少子化社会対策関係予算は対前年度比41％の減額とした。
・事業実施に当たり、その手法や効果等について検討し、引き続き、事業の見直し
を進めるとともに予算の効果的・効率的執行に努める。
・理解促進事業については、地方自治体との連携だけでなく、民間企業やＮＰＯ団
体等と連携・協力したイベントの開催等を行うなど、経費支出を抑えつつ、より効
果的な事業の展開についての検討を進める。
・子育て支援連携事業は、平成22年度をもって廃止した。

予算執行率の低さ(27%)、ポータルサイトへのアクセス数の費用対効果を検証した
上で、事業の見直しなど効率化を図るべき。

124 青少年健全育成推進経費 　調査研究事業として、子ども・若者支援施策を総合的かつ計画的に推進するた
め、子ども・若者問題に関する調査研究等を行う。
　人材育成事業として、子ども･若者育成支援推進法に基づく地域協議会の立ち上
げに係るモデル事業を行う。また、地域で牽引的役割を担っている青少年育成指導
者、少年補導委員等に対して、問題状況を明確化して対処能力の向上を図るための
研修を行う。
　理解促進事業として、子ども・若者を育成支援する活動に顕著な功績があったも
の等に対して子ども若者育成・子育て支援功労者表彰等を行う。また、青少年イン
ターネット環境整備法の趣旨及び目的等を広く国民に対して周知を図るため広報啓
発を行う。

・「子ども・若者育成支援推進法」（平21法71）に基づき、ニートやひきこもり等
困難を有する子ども・若者への支援を行う地域ネットワークづくりなど、政策課題
に適宜対応しつつ事業の見直しを行い、総予算の抑制に努めた。（平成23年度予算
は対前年度比13.5%減）
・事業実施に当たり、その手法や効果等について検討し、引き続き事業の見直しを
進めるとともに、予算の効果的・効率的な執行に努めた。

近年の予算執行率の低さ(21年度:68%、22年度:62%)、調査研究の有用性、調査結果
の活用状況を検証した上で、調査自体の見直しなどを図り、概算要求に反映すべ
き。

123

 

定住外国人施策推進経費 ・日系定住外国人施策推進会議の運営、各省庁における定住外国人施策のとりまと
めと推進、推進状況の把握など
・各地方自治体における定住外国人施策の実態把握、先進的事例の収集・提供
・日系定住外国人及びその支援者を対象とした「定住外国人施策ポータルサイト」
の運営

　各省庁の取組みについてのフォローアップを行い、政府全体として日系定住外国
人施策の推進を図った。また、年度当初の目標であった国としての体系的・総合的
な方針である「基本指針」を８月に策定し、さらに年度末には「基本指針」に掲げ
た施策を具体化する「行動計画」を当初予定よりも前倒しして策定した。
　なお、「行動計画」策定に当たっての有識者の意見聴取については、具体的な施
策の影響を強く受けることとなる外国人の集住する地方自治体の関係者等からの聴
取を数多く行ったため、諸謝金の執行が見込みよりも下回った。また、当初見込み
よりも前倒しで年度内に行動計画の策定まで行ったため、その関係作業を優先し、
外国調査については一部執行を見送った。

122

 

沖縄の戦後処理対策に必要
な経費

　本土に比べて多くの不発弾等が存在しているという沖縄県の特殊事情に鑑み、国
は、不発弾等対策について国庫補助率の嵩上げや補助対象の拡大など、本土に比べ
て手厚い支援を実施。
　その他、極道疎開船対馬丸の遭難により死没した学童の遺族に対し、「対馬丸遭
難学童遺族特別支出金」を支給する等の戦後処理対策事業を実施。

　年度当初や交付申請時あるいは事業の節目等に沖縄総合事務局あるいは沖縄県担
当者等との調整を行っている。また、補助金の額の確定時に支出等関係書類により
適正かつ効率的に執行されていることを確認している。

不発弾処理事業の進捗状況を的確に把握し、広域探査発掘事業等の一層の加速化・
効率化を図るべき。
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資料３

11

7

67

94

261

181

118

98

98

211

基金により実施する各事業の効果を検証・精査し、今後の事業の効率化・効果的な
実施を図るべき。

133

 

自殺対策推進経費 ■自殺総合対策調査研究等・自殺総合対策会議の開催・自殺の実態解明に関する調
査研究　・自殺対策白書の作成
■自殺総合対策人材育成 ・全国自殺対策主管課長等会議の開催・自殺対策ファー
ストエイドワークショップの開催
■自殺総合対策理解促進・啓発資料（ポスター、パンフレット）の作成・自殺対策
国民会議2010の開催・自殺予防週間（9/10～16）・いのちの日（12/1）・自殺対策
強化月間（3月）の実施・自殺予防相談体制の整備など
■地域自殺対策緊急強化交付金・対面型相談支援事業・電話相談支援事業　・人材
養成事業・普及啓発事業・強化モデル事業（平成21年度に都道府県に対して交付
し、都道府県は地域自殺対策緊急強化基金を造成。実施期限は平成24年度末まで）

・ 今後とも、一般競争入札の実施及び適正な事業の実施に努め、効率的な予算執
行を行うこととしたい。
・事業実施に当たり、その手法や効果等について検討し、引き続き、事業の見直し
や統廃合を進めるとともに予算の効果的・効率的執行に努める。

昭和４５年度から行われている事業の必要性、調査研究の有用性、調査結果の活用
状況の検証は、引き続き見直しを図るべき。

132

 

犯罪被害者等施策推進経費 　犯罪被害者等基本法及び犯罪被害者等基本計画に基づき、犯罪被害者白書を取り
まとめ、公表して、国、地方公共団体及び民間被害者支援団体等の施策推進の基礎
資料を提供する。また、地域における被害者支援の推進を図るために、都道府県担
当者会議の開催、地方公共団体職員に対する研修の実施、地方公共団体や犯罪被害
者団体等の関係機関・団体との連携モデル事業等の実施、都道府県レベルの「犯罪
被害者支援ハンドブック」作成促進、民間被害者支援団体における研修教材の作成
及び犯罪被害者団体等との情報交換会を実施する。
　犯罪被害者等の置かれた状況や犯罪被害者等に関する施策について、広く国民の
理解の増進と配慮・協力を促すため、ポスター、ＤＶＤや小冊子などの資料を作成
し、配布する。国民が犯罪被害について考える機会として、犯罪被害者週間にあわ
せ、「国民のつどい」を中央及び地方において開催する。

・事業実施に当たり、その手法や効果等について検討し、引き続き、事業の見直し
や統廃合を進めるとともに予算の効果的効率的執行に努める。
・「国民のつどい」で実施したアンケート調査において、犯罪被害者支援を行う必
要性についてこれを肯定する回答がほとんどであり、犯罪被害者等施策に関する国
民への理解促進はこのような行事の積み重ねにより、一定の効果が上がっていると
考えているが、一般国民が参加する行事については、更に幅広い層から多くの方が
参加してもらえるような内容を検討していく必要がある。また、地域社会における
被害者支援の取組はまだ緒についたばかりであり、支援を行うための体制が十分に
整備されているとは言い難い状況にある。今後も第２次犯罪被害者等基本計画で掲
げる施策を、より一層強力に効果的に推進していく必要がある。

近年の予算執行率の低さ(21年度:64%、22年度:54%)も踏まえ、研修資材の毎年度の
作成・配布、研修方法等の見直しを図るべき。

131

 

交通安全対策推進経費 ・交通安全に関する施策の大綱となる交通安全基本計画の策定のほか、国を始め社
会全体として取り組むべき重要施策等の推進を図るため、交通安全対策に関わる施
策についての調査研究等を実施する。
・交通指導員等交通ボランティアの資質向上を図るため、講習会や、交通安全教育
等の実践活動を通じて、交通安全教育等に必要な知識・技術等を習得させるほか、
交通事故被害者等が交通事故による精神的な被害から立ち直ることができるように
するため、交通事故被害者に接する立場にある者の資質向上や交通事故被害者の自
助グループに対する支援を行う。
・全国交通安全運動の中央行事、フォーラム、功労者表彰、交通安全ファミリー作
文コンクールにより、国民の交通安全意識の高揚を図る。

・事業廃止のほか、経費削減や事業効率化などを図り予算の縮減に努めた結果、平
成23年度の交通安全対策関係予算は対前年度比31％の減額とした。
・事業実施に当たり、その手法や効果等について検討し、引き続き、事業の見直し
や統廃合を進めるとともに予算の効果的効率的執行に努める。
・全国交通安全運動においては、ポスターの印刷など協賛団体等の協力を得て実施
しており、引き続き、効果的・効率的な執行に努める。
・平成22年5月の事業仕分けの結果を受け、交通安全啓もう全国キャラバン隊派遣
事業、子どもと親・高齢者交通安全意識啓発事業（世帯訪問事業）については、一
旦廃止(平成22年度をもって廃止）し、交通安全啓もう全国キャラバン隊派遣事業
については、より効果的・効率的な手法等を検討する。

近年の予算執行率低さ（21年度:43%、22年度:43%）、成果実績（アウトカム）の達
成度が９０％以上であるならば、事業について抜本的な見直しを図るべき。

130

 

障害者施策推進経費 ・障害者基本法に基づく障害者週間関係事業を実施する。
・障害者施策関連調査研究等経費として、障害者施策について、障害者基本法に基
づく年次報告の作成を行うとともに総合的かつ効果的な施策を推進するために調査
研究事業を実　施する。
・障害者施策の推進に関する事項について意見を求めるため障がい者制度改革推進
会議等を開催する。

・今後とも、一般競争入札の実施及び適正な事業の実施に努め効率的な予算執行を
行うこととしたい。
・今後とも、各種調査研究の結果等を踏まえた啓発資料の作成配布等を行うととも
に、障害者週間関係事業を行い、障害者施策に対する国民の理解と協力を促進する
こととしたい。

昭和５６年度から行われている事業の必要性、調査研究の有用性、調査結果の活用
状況の検証は、引き続き見直しを図るべき。

129

 

バリアフリー・ユニバーサ
ルデザイン施策推進経費

バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進に関して、施設の整備、製品の開発、
推進・普及のための活動等において、顕著な功績又は功労のあった個人又は団体に
対して、内閣総理大臣表彰又は内閣府特命担当大臣（高齢社会対策又は障害者施策
担当）から表彰するとともに、事例集を作成し、ホームページでの公表等により普
及を図る。また、施策推進のための基礎的な調査研究を行う。

　バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進功労者表彰は、選考については有識者
で構成される委員会の意見を聴取した上決定しており、事務全般については、担当
職員が直接実施している。
　バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進について、国民の理解の促進・拡充
に向け、より効果的な手法を検討する。
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点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

1,565

1,464

2,825

2,556

21

-

37

22

97

93

109

25

国際会議出席による成果・政策への反映について、検証すべき。139

 

国際交流・国際協力の促進
に必要な経費

・「国連婦人の地位委員会」,「APEC男女共同参画担当者ネットワーク（GFPN)」等
の男女共同参画に関する国際会議へ出席し、国際的な意思決定の場に我が国の基本
的な考え方を反映させるとともに、英文冊子を配布するなど日本の男女共同参画に
関する施策を海外に積極的に紹介する。国際会議等を通じて、女性の地位向上のた
めの海外の取組方針・事例等について聴取し、積極的に国内への紹介・浸透を図
る。

国際会議の開催運営に当たり、業務内容を精査を行ったうえ、一般競争入札を行う
ことによりコストの削減を図った。
外国旅費の執行においては、国際会議の出席等、出張目的やその必要性について十
分な検討を行ったうえ、計画的かつ効果的な旅費の執行に努めた。さらに、ディス
カウントチケットを利用することにより、費用面でも節約を図っている。

普及・啓発事業として成果実績（アウトカム）の達成度が毎年１００％であるなら
ば、事業の縮小・集約を含めて見直しを図るべき。

138

 

男女共同参画を促進するた
めの地方公共団体・民間団
体等との連携に必要な経費

・各種会議、フォーラム等、全国、ブロック、市町村レベルで、国、地方公共団
体、民間団体、国民各界各層が集う場を設け、相互の情報提供、意見交換等を行
う。
・地域における様々な課題解決のための実践的な活動に関する先進事例の収集・分
析・提供や人材育成プログラムの開発、アドバイザー派遣、連携支援事業等による
総合的な支援を行う。
・都道府県・政令指定都市担当職員や地域において活躍が期待される男女等に対す
る研修等を実施する。
・苦情処理に携わる女性センター等の管理者等からの意見聴取を行う。また、女性
センターの管理者、行政相談委員・人権擁護委員等を対象にした研修や情報提供を
行う。

　「全国会議」、「フォーラム」、「宣言都市」については、前年度のアンケート
における参加者の意見を踏まえ、効率良く開催するとともに、男女共同参画の施策
をより詳しく説明するなど、工夫を行った結果、参加者の満足度の向上が見られ
た。引き続き施策をわかりやすく説明するなどの工夫を行いつつ、効果的なものと
する。
「地域における男女共同参画促進支援事業」については、具体的な活用例などを示
すなどの工夫を行いつつ、効果的なものとする。
　研修事業については、アンケートにおける参加者からの意見を踏まえ、毎年度プ
ログラムの見直しを行うなど、より効果的な開催に努めている。また、21年度以
来、基礎研修と苦情処理研修を合同で開催することにより参加者の物理的負担を軽
減するとともに、事業の効率化を図っている。
 さらに、23年度予算では、一部事業（ヤングリーダー会議）の廃止を行った。

近年の予算執行率の低さ（21年度41%、22年度66%）を踏まえ、各種会議等に要する
経費の執行状況を概算要求に反映すべき。

137

 

男女共同参画に関する普
及・啓発

本施策では、広報誌、白書の作成・配布及びホームページ等を通じて、広く一般に
男女共同参画に関する情報提供及び啓発を行っている。また、毎年「男女共同参画
週間」を実施し、関係省庁、地方自治体、女性団体などと協力しながら、多様な媒
体で総合的に広報・啓発を行うとともに、期間中に各種表彰事業を行うことで、女
性の活躍に関するロールモデルを提示することを目指している。

（1）広報啓発経費及び（2）男女共同参画白書作成経費
各種広報媒体等について、平成21、22及び23年度予算要求において部数等の見直し
を既に行っており、今後とも不断の見直しを行う。ポスター等の選定に当たり、有
識者の意見を聴取し、民間とのタイアップを深める。
（3）男女共同参画に関する各種表彰経費
功労者表彰について、平成20年度より、従来の内閣官房長官表彰に替えて、内閣総
理大臣表彰とした。チャレンジ賞の特別部門賞について、時機を得たテーマ設定を
行う。
（4）男女共同参画ホームページ
平成22年度に内閣府本府サーバーに移行し、運用・管理を集約した。

引き続き、勲章等の在庫数の適正化等による経費の節減に向けた見直しを図るべ
き。

136

 

男女共同参画基本計画改定
関連経費
（22年度限り）

平成22年12月17日に閣議決定した、第３次男女共同参画基本計画では、15の重点分
野を掲げ、それぞれについて、平成32年までを見通した施策の基本的方向と平成27
年度末までに実施する「具体的施策」の内容を示している。同計画に基づき、政府
一体となった総合的かつ計画的な男女共同参画社会実現のための施策の推進を図
る。

・第３次男女共同参画基本計画の改定作業は全体として適正に実施している。
・特に契約から納品まで進捗管理を適切に行い、実施状況を把握し、適正に管理し
ている。

２２年度限りの事業ではあるが、第３次男女共同参画基本計画の着実な実施に努め
ること。

135

 

栄典事務の適切な遂行に必
要な経費

　勲章等の授与及びはく奪の審査並びに伝達等を行う。 　「栄典制度の改革について」（平成14年８月７日閣議決定）を踏まえ、平成15年
秋の叙勲から民間部門の受章者の増加に努めるなど、経済社会情勢の変化に留意し
た適切な制度の運用に努めているところである。
また、平成23年度予算においては、行政事業レビューでの予算監視・効率化チーム
所見である「勲章等の在庫数の適正化等による経費の削減に向けた見直しを図るべ
き。」との指摘を反映させ、前年度予算額に比して265百万円を節減したところで
ある。
引き続き、勲章等の在庫数の適正化に努める。

134

 

青年国際交流経費 　航空機による派遣・招へい事業及び船による多国間交流事業において、我が国及
び諸外国の参加青年は、世界的視野に立った共通課題の研究・討論、自国の文化の
紹介などの各種交流活動や、産業・文化・教育施設の視察、ホームステイなどの活
動を行い、友好、親善を深める。
　これまでに、日本青年約15,400人・外国青年約18,700人が事業に参加し、日本を
含む世界50か国以上で事後活動組織が設立され、様々な社会貢献活動などを行って
いる。

・青年国際交流経費の予算額は、１０年前（平成13年度）は約19億円であったが、
事業の廃止・合理化により段階的に縮減を行い、平成23年度は14億６千万にまで減
額している。
・各事業のプログラム実施においては、例年その手法や効果等について検討してい
るところであるが、地方自治体等による支援・協力を求めるなどにより、引き続
き、事業の見直しを進めるとともに、執行が予算を上回っている現状を踏まえ予算
の効果的・効率的な執行に努める。
・本事業の参加青年は、事業参加後に国際機関やＮＰＯなどで活躍しているほか、
既参加青年が組織している非営利の活動団体「日本青年国際交流機構」（ＩＹＥ
Ｏ）において、事後活動を活発に展開している。また、外国参加青年においても世
界50か国以上で事後活動組織が活動しており、本事業の参加を基に世界中にネット
ワークが作られている。このような事業効果を対外的に発信し、理解を求めていく
ことが大切であることから、今後、社会貢献活動等の事後活動実績を調査すること
などにより、既参加青年の各界での活躍やネットワークを具体的に明らかにした上
で、事業の効果を点検してまいりたい。

一者応札等について、実質的な競争性の確保のため、仕様要件の内容や応札しやす
い環境づくりなど、入札関係について大幅な改善を図るべき。
執行率が毎年１００％を超えている。今事業における過去の効果の検証、プログラ
ムの見直し、参加者負担額の増額など効率化について検討すべき。
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資料３

1,120

88

15

15

343

242

179

92

点検結果にもあるとおり、計画性・戦略性をもった研究実施計画の策定や成果活用
の重視、研究事業との連携、入札における競争性の確保等、予算の効率的執行に留
意すべき。

平成22年度末に策定された「食品の安全性の確保のための調査研究の推進の方向
性」に基づき、各種ハザードについて調査・研究を効果的・効率的に行えるよう、
そのハザードの性質や優先度等に基づき、①化学物質関連分野②生物学関連分野③
新しい評価手法の開発に関する分野④自ら評価や新たなハザードへの対応、緊急時
対応等に必要な分野の中で優先順位をつけて計画的に課題を選定し、調査において
は、各国の食品安全機関・国際機関等が保有する評価に関する情報や各種科学文献
等から入手できる毒性メカニズム、暴露等の情報の収集整理やその他、食品中のハ
ザードの含有実態調査など評価に必要な情報を得るための分析調査を実施。

143

 

食品安全確保総合調査費 本調査事業においては、一般競争入札（総合評価方式又は最低価格方式）により請
負業者を決定し、文献調査や汚染実態調査、意識調査を行っている。文献調査にお
いては、予め調査・収集する文献数を指定しており、汚染実態調査においても調査
件数を指定しているが、さらに専門家及び職員による検討会を開催して、これらの
文献などの精査も行い必要な水準が確保されるよう適正な執行に努めている。意識
調査については、予め調査規模等を指定しているほか、有識者と職員による検討会
を開催して調査方法や調査結果について検討を行い、適正な執行に努め、過去の予
算執行率等を踏まえ、予算額の減額を図ってきたところであるが、平成２２年度行
政事業レビュー公開プロセスにおいて、廃止すべきという意見があることも受けと
め大幅な改善を要するとの結果を受け、予算面では、調査事業全体を精査し、優先
度の高い調査の選択等に重点をおき、調査費の大幅減額を行ったところです。運用
面では、計画性・戦略性を持った調査実施計画の策定や成果活用の重視と研究事業
との連携による効果的な実施、競争入札の透明性を高め多くの業者が応札しやすい
環境づくりなど大幅な改善が必要との指摘を受け、調査と研究を効果的かつ効率的
に行うための中期的な計画の案の策定及び各年度において実施する課題の調整を行
う調査・研究企画調整会議を設置し、今後５年間の調査研究に係る中期計画である
「食品の安全性の確保のための調査研究の推進の方向性」を平成２２年末に取りま
とめ、また、応札しやすい環境づくりとして、公告期間の延長及び調査実施内容説
明会の開催を実施しており、その着実な実行により今後とも適切な執行に努めて参
りたい。

予算執行の効率化を図りながら事業を行うべき。

142

 

食品健康影響評価技術の研
究に必要な経費

「研究領域設定型」の競争的研究資金制度※により研究事業を実施。食品安全委員
会において決定した研究領域（化学物質系、生物系、新食品等）について、研究課
題を公募・審査・採択し、原則３年間以内の研究期間で採択研究課題に対し委託費
として競争的研究資金を交付。研究成果については、ホームページで公表するとと
もにリスク評価方法の開発・高度化に活用。
※競争的研究資金とは、資金配分主体が、広く研究開発課題等を募り、提案された
課題の中から、専門家を含む複数の者による、科学的・技術的な観点を中心とした
評価に基づいて実施すべき課題を採択し、研究者等に配分する研究開発資金。

本研究事業においては、専門調査会委員（大学等外部の研究機関等に所属）等から
研究領域の案を広く募集し、食品安全委員会委員、専門調査会委員からなる研究運
営委員会（現調査・研究企画調整会議）において具体的な研究領域（公募課題）を
設定していたが、行政事業レビュー及び財務省予算執行調査等において、国が行う
べき研究領域に係る意義や優先順位、期待する効果等の全体指標を示すべきといっ
た指摘があったことを踏まえ、「食品の安全性の確保のための調査研究の推進の方
向性」を平成22年末に取りまとめ、平成23年度から「食品の安全性の確保のための
調査研究の推進の方向性」に沿って研究領域を設定している。この研究領域に基づ
いて、研究課題の候補を広く大学等から募集し、調査・研究企画調整会議の審査結
果を踏まえて研究課題を決定している（事前評価）。研究の評価については、１年
ごとに前年の成果に基づき中間評価を行うとともに、研究終了後は事後評価を行っ
ており、適切な研究の管理に努めている。さらに研究成果について、研究成果発表
会やＨＰ等を通じ、わかりやすい情報開示に努めている。また、研究費の使途につ
いても、実地指導や研究終了時に提出される実績報告書の証拠書類を確認して適切
な支出に努めている。
業務委託にあたっては、より食品安全委員会のリスク評価に資するよう研究の進捗
状況調査を実施するなど進行管理に努める。また、各経費の執行については、使
途、使用時期、管理状況等を適切に把握する仕組みの構築や実地指導を効果的に行
うための規程等の見直しを行った。
研究成果の有効活用の観点から、今後は、全ての成果について、一般向けの発表会
の開催などを実施し、国民との情報共有に努めている。

点検結果にもあるとおり、成果活用を重視した研究課題の選定、事前・中間・事後
の各段階における評価を通じた適切な進捗管理、実地指導等を通じた執行の適正化
等に留意すべき。

141 女性の参画の拡大に向けた
取組に必要な経費

本施策では、様々な分野における女性の政策・方針決定過程への参画状況や地方公
共団体における男女共同参画の推進状況や国の審議会等への女性委員の登用状況を
定期的に調査・公表している。また、女性の参画の実態把握が進んでいない分野に
おける実態や、諸外国の女性の参画に関する制度・実情の調査・公表を行ってい
る。さらに、多様な専門分野の女性を登録した人材データベースを作成し、充実を
図っている。

(1)(2)は、いずれも調査の実施、調査報告書の作成作業を内閣府自ら行っており、
冊子の印刷、発送業務のみを発注している。23年度予算においては、単価改定を
行っている。
(3)は、システム改修を行い正確性を向上させた。
(4)は、23年度予算においては、前年度の執行状況等を踏まえて調査を廃止し、若
年層をはじめ、社会における意識啓発により効果的に資するよう、事業内容の見直
しを行った。

140

 

女性に対する暴力の根絶に
向けた取組に必要な経費

国民に対し、女性に対する暴力の根絶に向けた意識啓発・教育の充実を図るため、
「女性に対する暴力をなくす運動」として期間を設け、集中的、総合的に広報啓発
を行うとともに、若年層を対象とした予防啓発の促進等、社会情勢の変化に対応し
た個別課題への取組を進める。配偶者からの暴力の防止及び被害者支援の取組を促
進するため、地方公共団体や支援者に対し、セミナー・アドバイザー派遣の実施、
全国会議の開催、支援モデルの開発等を行う。
また、２４時間無料の電話相談を緊急かつ集中的に実施するため、「配偶者暴力等
被害者支援緊急対策事業」を２月８日から３月２７日まで実施。

・契約から納品まで進捗管理を適切に行い、実施状況を把握している。
・女性に対する暴力をなくす運動等啓発経費については、効果的な広報展開のた
め、ポスター等のキャンペーンの実施に当たり、民間団体との連携やホームページ
の活用を行っている。
・女性に対する暴力の防止に関する調査研究等経費については委託先業者等との随
時の確認・協議により、実施状況の把握に努めている。
・参加者等へのアンケートの実施により、事業目的に照らした効果の把握に努める
ほか、事業実施前後及び実施期間中に検討会を開催し、実施状況の把握に努めてい
る。
・今後も、広報展開を行うに当たり、民間とのタイアップをさらに深めるなどの方
策の検討を行うほか、より啓発効果が上がるような公共施設等に、ポスター等の配
布先を拡大・重点化していくこととするほか、指導教材については、より啓発効果
が上がるような教育現場等での活用を図ることとしている。
・今後は、より効率的・効果的な周知・広報を行うとともにより一層ニーズに応じ
た事業展開を検討する。

２２年度補正で行った「配偶者暴力等被害者支援緊急対策事業」の効果を検証し、
効率的な対策を行うべき。
啓発活動も０１３７番と効率化を図るなどの工夫をすべき。
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23年度予算
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点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

118

53

33

23

122

87

25

27

408

384

56

55

129

89

東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえた原子力発電施設の安全確保の在り
方の抜本的見直しの方向性に留意しつつ、必要に応じて事業の見直しを検討すべ
き。

150

 

公益法人制度改革の推進に
必要な経費

・新制度に基づく法人からの申請等に係る審査・諮問・委員会
　答申に基づく認定等
・ホームページ等を通じた広報の実施
・公益認定等総合情報システム（※）の管理・運営
　※申請者による書類の提出や、行政庁における業務処理をオ
　　ンラインで実施することを可能としたシステム
・公益社団・財団法人等の監督

・引き続き、申請から認定等までの期間について、平均４ヶ月
　を目指す。
・引き続き、高い電子申請率を維持できるよう、利用者の利便
　性を向上させるようなホームページ・システムの在り方を検
　討していく。
・今後、認定件数が増加することに伴い、効率的な監督を実施
　していく。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。

149

 

原子力の安全研究の推進 「原子力の重点安全研究計画（第２期）」を踏まえ、原子力安全委員会が自ら行う
安全規制活動（指針類の策定、規制調査活動等）をより一層向上するため、競争的
環境の下、原子力の安全確保に係る最新の科学技術的知見を創出することを目指し
た調査委託を実施する。
平成22年度は「線量・線量率効果に関する研究」として、以下のテーマについて調
査委託を実施した。
・疫学・生物の量的データを基にした新しい機構モデルに関す
　る研究
・低線量・低線量率放射線による発がん機構に関する研究

原子力安全研究推進における科学技術基礎調査等委託費については、内容の精査等
の見直しを行い、その結果、平成22年度予算額109百万円から平成23年度要求は53
百万円へと減額を行ったところ。今後とも引き続き部局予算の中で必要な見直しを
行う。

東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえた原子力発電施設の安全確保の在り
方の抜本的見直しの方向性に留意しつつ、必要に応じて事業の見直しを検討すべ
き。

148 原子力安全行政の充実・強
化

以下の事業を実施する。
・原子力施設の防災対策及び原子力緊急事態発生時における緊
  急時機動体制の強化のための各種施策
・原子力施設の安全審査や指針類の策定・改訂等について専門
　的な調査審議を行うために原子力安全委員会の下に設置され
　た各種審議会等の開催運営
・国内外の原子力の安全確保に関する情報収集や国際会議への
　出席
・情報公開の一層の推進を図るため、原子力公開資料センター
　の運営やデータの取りまとめ　等

今後とも引き続き一般競争入札及び少額の随意契約においては複数の業者から参考
見積もりをとるなど費用の節減を図りたい。

東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえた原子力発電施設の安全確保の在り
方の抜本的見直しの方向性に留意しつつ、必要に応じて事業の見直しを検討すべ
き。

147

 

安全審査に係る地元公聴会
（公開ヒアリング）等

主要な原子力施設の設置に関する安全審査の一環として、施設固有の安全性につい
て地元住民の意見等を聴取し、これを参酌することを目的として、原則、原子力施
設の地元において、対話形式の公開ヒアリングを逸しする。
また、原子力の安全に関する諸課題のうち、共通の課題については、専門家が出席
するシンポジウムを開催し、重要な意見については、安全規制施策に反映させるこ
ととする。

今後とも引き続き一般競争入札及び少額の随意契約においては複数の業者から参考
見積もりをとるなど費用の節減を図るとともに、内容の精査・整理統合等を含めた
必要な見直しを行う。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。

146

 

原子力安全確保総合調査 以下に示す調査委託を実施し、得られた成果については、安全確保に係る各種施策
に活用する。
・原子力施設の設置許可等段階における安全規制に係る調査
・放射性廃棄物安全基準に関する調査
・放射線整体影響に関する調査
・原子力防災対策の実効性向上に関する調査

原子力安全確保総合調査における科学技術基礎調査等委託費については、内容の精
査等の見直しを行い、その結果、平成22年度要求122百万円から平成23年度要求は
87百万円へと減額を行った。今後とも引き続き部局予算の中で整理統合等を含めた
必要な見直しを行う。

東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえた原子力発電施設の安全確保の在り
方の抜本的見直しの方向性に留意しつつ、必要に応じて事業の見直しを検討すべ
き。

145

 

リスクコミュニケーション
実施経費

食品の安全性のうち国民の関心の高い事項等について、厚生労働省、農林水産省等
と連携しつつ、関係者との間で情報の共有や意見交換を行うとともに、正確な情報
の周知等を目的として季刊誌等を通じた情報発信を行う。

本事業において、請負業者の選定については一般競争入札（総合評価落札方式、最
低価格方式）により決定し、効率性の確保に努めた。また、前年度における予算監
視・効率化チームの所見を踏まえ、普及啓発に関する事業については、優先順位の
低い事業を廃止するとともに、季刊誌の配布数を見直し、冊数を縮減することとし
た。
意見交換会等については、既存の事業経費を見直し、会場借料等を減額した上で、
消費者団体等と連携して開催する意見交換会を新たに実施し、リスク評価等の食品
安全に関する科学的知見を分かりやすく伝えつつ、消費者との対話型の意見交換を
強化した。

0144

 

食品安全行政の充実・強化
経費

国外のリスク評価に関する最新の知見や動向等を食品安全委員会の活動に反映ある
いは食品安全委員会の活動の成果を国外のリスク評価に反映するため、外国人有識
者（研究者等）との意見交換、国際会議への派遣を実施。食品安全モニター※１を
通じた情報・意見の収集等を実施。また、食品安全委員会が収集、整理した情報の
ほか、食品安全委員会が実施した食品健康影響評価に関する情報等を食品安全総合
情報システム※２より情報提供。
※１ 食品安全モニター：食品に関する一定の経験・知識を有す
　　 る全国の消費者４７０名に食の安全に関する意見・情報を
　　 いただくため食品安全委員会が依頼
※２ 食品安全総合情報システム：食品安全委員会のホームペー
　　 ジを通じてアクセスすることができるデータベースシステ
     ム

２２年度の食品安全総合情報システムの保守運用管理に係る経費については、適切
な入札を実施する等コストの削減に努めたことにより、当事業が予算を大幅に下
回ったことから、執行率も併せて下がっている。
23年度予算要求に当たっては、22年度のコスト削減実施状況等を見込み削減を行っ
ている。
また、外国人有識者の招へいや国際会議への委員出席等への支出については、航空
運賃を３社以上からの見積もりを取るなどにより、経費の節減に努めている。
外国人有識者や国際会議への委員出席等への支出については、引き続き適正な執行
に努め、更なる効率化を図って参りたい。

外国旅費等について、出張時の割引航空運賃の活用を図る等、予算の効率的執行に
留意すべき。
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資料３

592

474

256

283

19

13

23

-

264

155

15

15

13

13

迎賓施設の役割、接遇については、国民の理解を深めるため、一般参観を適切に実
施すべき。
予算の執行については、赤坂迎賓館の調達方法を参考し、更なる運営の効率化を図
るべき。

157 京都迎賓館参観経費 　国公賓等の接遇に支障のない時期に参観を実施。参観期間は10日間。参観者定員
は、1日あたり1,200名、10日間計12,000人。応募多数の場合は、抽選により参観者
を決定。
　参観に当たっては、接遇時のしつらいの再現、各種説明パネル等による接遇の様
子、京都迎賓館で用いられた伝統技能・伝統技術の説明の展示をするなど、参観の
内容を充実させている。
（平成23年度の一般参観については、東日本大震災による被災者や、福島原子力発
電所の事故により避難を余儀なくされた方々を対象にした特別参観枠を設けて実施
する。）

効率的広報により国民に周知し、応募者の拡大に努めるとともに、ボランティア説
明員の活用等による参観内容の一層の充実を図る。

点検結果のとおり、引き続き、効率化に向けた取り組みを図るべき。

156

 

赤坂迎賓館参観経費 　迎賓館は、国公賓等の接遇のための施設であり、施設の性質上、非公開が原則。
他方、一昨年（平成21年12月）、建築後１００年を迎え国宝に指定されるなど歴史
的、文化的にも価値の高い建築物であることから参観の希望も多く、国民に対する
行政サービスとして公用室等を公開し、迎賓施設・賓客外交等の重要性について広
く国民の理解を深めることを目的として実施。

　一般参観、前庭公開ともに 効率的広報により国民に周知し、応募者数・入場者
数の拡大に努めるとともに、ボランティア説明員の活用等
  により参観内容の一層の充実を図る。

迎賓施設の役割、接遇について、国民の理解を深めるため、一般参観、前庭公開等
適切に実施すべき。
引き続き、ボランティアの活用により、コストの効率化を図るべき。

155

 

迎賓施設整備に必要な経費 　電気設備においては、迎賓館全体の火災報知設備更新工事を実施。建築において
は、劣化が激しい東門について改修工事を実施。また、公用４室のうち接遇にて利
用率が高く、劣化が激しい朝日の間の裂地の改修工事を実施。

支出先の選定は、国土交通省に支出委任をしているが、支出委任先で一般競争入札
を行っており競争性の確保をしている。また一般競争を行うことによりコストの削
減にも努めている。改修工事は工事の範囲を必要最小限度に留めつつも、接遇の際
に支障がないよう改修を行う必要がある。

職員等のニーズを踏まえた研修計画の策定に留意すべき。また、成果の測定方法に
ついて、更なる検討を行うべき。

154

 

経済財政政策関係業務シス
テムの最適化実施
（22年度限り）

本業務は、統計作成業務及び研究業務並びにそれらの業務を処理するためのシステ
ムを、大型電子計算機を中心とするシステムからオープンシステムへの移行を行
い、業務の特性を考慮しつつ、業務・システムの見直しを図ることにより、（１）
業務の効率性・合理性の向上、（２）国民の利便性の向上、（３）安定性・信頼
性・安全性の確保、（４）経費の削減を実現するために行っている。
（「最適化計画」第１ 業務・システムの概要より抜粋）

「景気統計システム」について、平成23年３月31日を以って開発及び検証の工程を
すべて終え、完了した。

今後の関係施策の推進に資するよう、事業の成果について適切に検証すべき。

153

 

経済研修所運営 ①計量経済分析、経済理論等に関する経済研修・経済理論研修の実施。②当研究所
が有する国民経済計算（ＳＮＡ）統計の概念を理解し、その推計方法を習得するた
め、各府省の職員及びアセアン主要国の実務担当専門家を対象とするＳＮＡ研修の
実施。③発展途上国等の政府関係機関の職員を対象にマクロ経済政策等についての
研修を国際協力機構（ＪＩＣＡ）と協力して実施。④若手政策研究者を受入れ、政
策研究を担う人材を育成するためのプログラム「若手政策研究者育成プログラム
(Young Professional Program)制度」を実施。（22年度で終了）

・独自の研修施設（土地・建物、教室・宿泊施設等）はなく、
　研修実施にあたっては必要に応じて庁舎内の会議室を使用し
　て研修を実施している。
・パソコンを使用する研修を一定期間に集中的に実施すること
　により、賃借料等の経費抑制に努めている。
・若手政策研究者育成プログラムについては、制度発足後約10
　年が経過し、一定の成果を挙げたと判断し、22年度をもって
　終了とした。

成果活用の重視、政策課題と連動した研究テーマへの資源の重点配分等に留意すべ
き。なお、事業目的に対する適切な成果目標を設定し、事業効果の把握に努めるべ
き。

152 国民経済計算 国民経済計算関連統計の作成のため、推計に必要な基礎調査の実施、推計プログラ
ムの開発や修正、地域経済計算やサテライト勘定の調査研究を請負契約により実施
している。
また、四半期別GDP速報（QE）における地方政府の政府最終消費支出を推計するた
め、地方政府の予算執行状況を把握する必要があり、地方公共団体委託調査を実施
している。

○経済・景気等に関する事項は、国民の高い関心事であり、ま
　た、経済社会の政策課題に対応した研究や経済財政運営に資
　する国民経済計計算の推計等による政策判断の基礎的材料を
　提供する業務は、国として行うべき事業である。
○外部委託にあたって、平成19年度以降全て一般競争入札を行
　うことにより、費用効率化に努めている。また、平成22年度
　に委託業務の小口化による参入の容易化を図ったところ。
○再委託を行う場合には、委託業者からの再委託承認申請書の
　提出を義務付けており、申請内容に問題がないかを予め確認
　を行っている。

10件の委託事業のうち8件が1社応札となっており、契約における競争性の確保、事
業の適切な進捗管理などにより、予算の効率的執行に留意すべき。なお、国民経済
計算システム最適化事業に関しては、最適化計画の実施期間内において着実に完了
するよう、計画性をもって進めるべき。

151

 

経済社会活動の総合的研究 経済理論その他これに類する理論を用いて、①経済社会の政策課題に対応した実証
研究、事例研究、マクロ計量経済モデル等政策分析ツールの開発などの各種研究プ
ロジェクトを推進するとともに、②景気動向指数、機械受注統計調査、消費動向調
査等の各種景気統計の作成を行っている。

○昨年度公開プロセスでの指摘をふまえ、今年度は政策課題と
　連動した研究テーマとして、新成長戦略に示された「新しい
　成長および幸福度に関する調査研究」へ大幅に資源配分をシ
　フトしたところ。外部への委託を大幅に削減。
○経済・景気等に関する事項は、国民の高い関心事であり、ま
　た、経済社会の政策課題に対応した研究や経済財政運営に資
　する景気統計の作成等による政策判断の基礎的材料を提供す
　る業務は、国として行うべき事業である。
○「ＨＰへのアクセス件数」については、前年度の水準を概ね
　達成しており、当該事業に対する関心及び一定の評価が得ら
　れているものと考えられる。
○外部委託にあたって、平成19年度以降全て一般競争入札を行
　うことにより、費用効率化に努めている。また、平成22年度
　に委託業務の小口化による参入の容易化を図ったところ。
○再委託を行う場合には、委託業者からの再委託承認申請書の
　提出を義務付けており、申請内容に問題がないかを予め確認
　を行っている。
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61

363

178

655

1,326

140

71

273

260

44

43

過去に勤務した国際協力研究員と連絡体制を構築等フォローアップを行うべき。163

 

国際平和協力のための人材
育成経費

既に国際平和協力の現場で活動し、同分野における知見を有する者を対象として、
公募を実施し、書類審査や外部有識者による面接審査により選考を行った上で、最
長２年間の任期の国際平和協力研究員（非常勤国家公務員）として採用。国際平和
協力分野に関する能動的・主体的な調査・研究活動のほか、選挙監視活動、広報活
動等の事務局業務に従事させることにより、総合的な能力向上・人材育成を推進す
ると同時に、事務局機能の強化を図っている。

本業務の支出先については、決裁書、請求書等関係書類に照らし合わせ精査のうえ
支出しており、支出状況及び使途いずれにおいても把握している。

発注に当たっては競争性を確保し、効率化を図るべき。（23で終了）

162

 

国際平和協力隊の派遣 国際平和協力業務等の円滑な実施に資するため、国際連合の要請等に基づき、国際
連合平和維持活動や国際的な選挙監視活動等に参加する国際平和協力隊員の派遣を
行った。また、国際連合平和維持活動の実態を調査し、国際平和協力業務等の総合
的な検討、事前調査を行った。

本業務の支出先については、決裁書、請求書等関係書類に照らし合わせ精査のうえ
支出しており、支出状況及び使途いずれにおいても把握している。

随意契約については、可能な限り競争性の高い選定方式に移行し、コストの縮減を
図るべき。

161

 

独立行政法人北方領土問題
対策協会施設整備に必要な
経費

北方領土啓発施設において老朽化が著しい、外壁工事及び窓枠取替工事、暖房設備
の取替・配管工事とともにトイレ等におけるバリアフリー化を充実、また、平成23
年度は、屋根の防水工事、エレベーターの設置等を行い、啓発施設としての機能の
維持・強化を図る。

期中において、適宜、協会との間で事業の進捗状況等を聴取している。また、財務
諸表の添付書類である事業報告書等により改めて精査、実地検査を実施するととも
に、内閣府独立行政法人評価委員会の意見を聴取し、その適正性を確認することと
している。

リスク管理債権については、管理を適正に行い、縮減に努めるべき。貸付事業は、
貸付実績を踏まえて、貸付計画を策定すべき。

160

 

独立行政法人北方領土問題
対策協会運営費交付金に必
要な経費

①国民世論の啓発（全国大会、都道府県民会議等事業への支
　援、青少年・教育者への啓発（現地研修会等）、啓発施設の
　維持管理等）
②北方四島との交流（北方四島在住ロシア人との相互訪問、
　専門家派遣、後継船舶の確保等）
③北方領土問題等に関する調査研究（日露関係等レポートの公
　表、北方四島の現状の情報収集等）
④北方四島元居住者等への援護（元島民の行う返還運動への支
　援、戦前の北方領土資料等の収集保存、自由訪問の実施）

　期中において、適宜、協会との間で事業の進捗状況等を聴取している。また、財
務諸表の添付書類である事業報告書等により改めて精査、実地検査を実施するとと
もに、内閣府独立行政法人評価委員会の意見を聴取し、その適正性を確認すること
としている。
また、協会に対して個々の事業の実施に際し、参加者等にアンケートを取るなどし
て見直し・改善を行っており、例えば、全国の教育指導者、中高生を対象に実施し
ている現地研修会、大学生を対象とした北方領土ゼミナール、ビザなし交流では、
いずれも80％を超える者から「有意義であった」との回答を得ており、啓発施設に
設置している意見箱においても80％を超える者から同様な結果を得ている。
　今後も各事業についてアンケート調査等を実施し、これまでの肯定的な回答が多
数を占めることに満足することなく、更なる改善につながるようなアンケートを実
施することとする。

国民世論の啓発事業については、関係団体と更なる連携を図りつつ、より一層全国
的な広がりを図る手法を検討すべき。

159

 

北方地域旧漁業権者等貸付
事業に必要な経費

　北方地域旧漁業権者等に対する特別措置に関する法律に基づき、北方地域旧漁業
権者等に対し、漁業その他の事業及び生活に必要な資金を低利で融通。
　同法に基づき、独立行政法人北方領土問題対策協会に、「必要な資金の財源に充
てるための基金」を置き、かつ、同協会が貸付に係る業務を行なっている。このた
めに必要な経費（利子及び管理費に係る収支差）を同協会に補助するもの。

　これまで、実際の需要を満たしていない貸付限度額の引上げや承認要件の緩和に
ついて、それぞれ要望があったところ、平成22年4月に「北方領土問題等の解決の
促進を図るための基本方針」が改定され、「多様な資金需要の的確な把握及びその
結果を踏まえた的確な資金計画の策定・・・を通じて、その効果的な実施を図る」
とされた。
　これを受け、一部資金の統合、限度額の引上げや生計維持要件認定基準につい
て、（独）北方領土問題対策協会の業務方法書と内規を平成23年4月1日にそれぞれ
改正した。

158

 

北方領土返還要求運動推進
等経費

①北方領土返還運動の推進及びこのための在るべき啓発手法の
　検討等
②元島民後継者対策の充実･強化
③北方領土隣接地域における広報啓発活動の充実による返還運
　動の活性化
④四島交流事業等の改善のための方策を総合的に検討すること
　並びに後継船舶の調達及び運用についての方針の策定

　返還要求運動は幅広い年齢層への普及・啓発が必要であるが、特に若い世代への
知識の普及・啓発を強化するとともに元島民等の高齢化を見据え、後継者育成を推
進してきたところ、啓発イベント等では一定の参加者・来場者を動員し、後継者育
成の推進では（社）千島歯舞諸島居住者連盟への入会や語り部の登録者数の増加し
ていることから、今後も外交交渉を後押しする国民世論の強化のため、当該事業を
引き続き推進する必要がある。
　また、昨年11月にメドヴェージェフ大統領が国後島を訪問したこと及びその後の
ロシア側の対応などの情勢を鑑み、国民世論の一層の啓発に向けた北方領土返還要
求運動をこれまで以上に充実強化する観点から、既存の事業に加え、各種メディア
等を使った集中的な広報の展開、青少年等に対する教育・啓発による北方領土問題
の正しい理解の推進に係る経費を計上した。
　これらの啓発事業を効果的なものとするためには、全国画一的な啓発・広報を行
うのではなく、地方の特色を生かし、関係団体が連携することにより、返還要求運
動の活性化が図られる。
　このため、平成23年度において、（独）北方領土問題対策協会との事業を効果的
に組み合わせて、注目度・集客力の高い広報イベントを実施するとともに地方メ
ディアの記者に対して積極的なプロモーションを行い、翌年度以降においても独自
企画による報道を助長するような事業とした上で、広報効果の測定を実施するもの
とする。

新たに行う広報事業については、発注の競争性の確保に努め、より効果的な広報と
なるよう検討すべき。
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各国アカデミーとの交流等
の国際的な活動

　科学的知見が世界の政策形成に反映されるよう、G8各国等の科学アカデミーと連
携して、G8サミットの議題に関し科学的立場から意見を集約し、共同声明を発出す
るほか、国内学術研究団体との共同主催国際会議や持続可能な社会の実現に向けた
地球規模の課題を議論する国際会議の開催、アジア地域における学術的な共同研究
と協力を促進するために設立されたアジア学術会議に関連する活動、国際学術団体
への加入、国際学術団体総会等への代表派遣などを通じ、国際学術団体との連携を
図っている。

国際学術団体への加入・代表派遣など国際活動については、その必要性・選定理由
を明確化するとともに、事業効果（研究能率の向上）を具体的に説明すべき。

【成果指標の検証】
○成果指標「G8学術共同声明の発出1回」については、Ｇ８各
　国等のアカデミーと共同で、共同声明「母子の健康の促進」
　及び「開発のためのイノベーション」を取りまとめ、各国首
　脳宛てに発出した（平成22年5月27日日本学術会議会長より
　内閣総理大臣に手交）。
○測定指標「アジア学術会議の開催1回」については、平成22
　年6月14日～16日に、「アジア太平洋地域の健康問題への対
　応」をテーマにフィリピンで開催され、アジア域内での学術
　交流を図った。（アジア学術会議は、平成23年5月現在19の
　学術機関・省庁・研究機関によって構成されている。）
○成果指標「二国間学術交流」については、平成22年11月にカ
　ンボジア、12月にはバングラデシュの学術機関等との会合を
　開催し、発展途上国における学術研究体制の実態を把握する
　とともに、当該国における学術の発展を図る上で、必要な意
　見交換や情報提供活動を行った。
○成果指標「ICSU、IAP等への対応」については、日本学術会
　議から代表を派遣し、総会等に出席する等必要な対応を行う
　とともに、インターアカデミーカウンシル(IAC（母体：IAP)
　)の活動では、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）から
　の依頼に基づく報告書がとりまとめられたことを受け、平成
　22年9月に会長談話「気候変動に関する政府間パネルのプロ
　セス及び手続に関する検証について」を発出した。
○成果指標「国際学術団体等への代表派遣等」については、国
　際学術団体（45団体）に加入し、各団体の総会、理事会等へ
　日本学術会議会員を派遣して、各国の科学者との連携を強化
　させ、科学に関する研究能率の向上を図った。
○成果指標「共同主催国際会議の開催」については、平成22年
　度は第21回IUPAC化学熱力学国際会議を始め７回の国際会議
　を開催し、学術研究の発展や研究者間のネットワーク構築等
　に貢献した。

【今後の方向性】
　引き続き、地球規模の課題に対して、各国の科学者と連携して、科学的知見に基
づく提言を戦略的に発出するなど、国際的な学術団体の活動へ積極的に参画貢献
し、我が国を代表して科学者の国際協力体制を構築することを推進していく。

【執行状況・資金の流れ】
　日本学術会議会員、連携会員等に支払う手当及び旅費について関係法令に基づき
各個人に適切に支給している。
　国際会議の開催で必要な経費については、原則として一般競争入札を行い、入札
が困難な契約については随意契約審査委員会を開催し承認を得たうえで随意契約を
行っている。また、職員が会場に行くなどの受注業者に対する指導・監督を行える
体制をとっており、予算の支出先・使途の把握については、十分な水準になってい
る。
　国際分担金（45団体）についても、各国際学術団体との約款等に従い分担金を支
出しているが、各団体の総会などに日本学術会議会員及び連携会員が出席し運営状
況の確認などの把握も行っている。

164 人道救援物資備蓄経費 国際連合等から人道的な国際救援活動への物資協力の要請を受けた場合、迅速に対
応できるよう人道救援物資の調達及び備蓄（物資の保管・管理）等の業務を実施し
ている。

1.物資の調達
　過去の物資協力の実績より、備蓄品目の見直しを行うととも
　に（７品目→５品目）、備蓄目標についても見直しを行った
　（３万人分→２万人分）
　平成２２年度は調達物資全てにおいて、一般競争入札を実施
　した。平成２３年度は入札参加機会の拡大を図るため、調達
　物資の仕様の見直しを実施するとともに、引き続き調達物資
　全てにおいて一般競争入札を実施する。
2.備蓄（保管・管理）
　平成２３年度中に国内倉庫を廃止し、海外倉庫に一本化する
　とともに、海外倉庫についても一般競争入札により、委託先
　を決定する。
3.備蓄物資の相互融通（自治体等との連携）
　東日本大震災への対応として、緊急災害対策本部の要請を受
　け、国内倉庫に備蓄していた毛布１万枚、給水容器７千５百
　個、ビニールシート４千枚を内閣府政策統括官（防災担当）
　へ物品管理法に基づき管理替えを行った。

点検結果に基づき、効率的な予算の執行を図るべき。
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3

3

17

13

－

15,100

－

12

－

20

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。

新
3

パーソナル・サポート・
サービスに関する事業に必
要な経費
（23年度新規事業）

①パーソナル・サポート・サービス検討委員会の開催及びモデル・プロジェクト実
施地域の視察。
②第1次分モデル・プロジェクト（第3回セーフティ・ネットワーク実現チーム（平
成22年7月20日）において選定）、第2次分モデル・プロジェクトの実施団体（第５
回セーフティ・ネットワーク実現チーム（平成22年12月10日）において選定）（1
次分、2次分全国19地域）の協力を得て、パーソナル・サポート・サービスによる
支援を受ける当事者に対する聞き取り等による調査を実施。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

本経費を活用し、認定した支援事業については、関係府省庁の予算制度を活用した
上でなお不足する場合については、経費の効率化・費用対効果、必要性の精査等を
充分検討したうえで使途を確定すべき。
なお、その際、使途及び積算を明確にし、本経費が各府省庁への白紙委任とならな
いようにすること。

新
 2

実践キャリア・アップ戦略
の推進に必要な経費
（23年度新規事業）

本戦略の対象領域は、今後雇用を創出していく期待がかかる成長分野である「介
護・ライフケア分野」「環境・エネルギー（含む、林業）分野」「食・観光分野」
であり、本戦略の基本方針を5月の専門タスク・フォースにおいてとりまとめた。
22年度より、「介護人材」「省エネ・温室効果ガス削減等人材（カーボンマネジメ
ント人材）」「６次産業化人材」を第１次プラン対象業種としており、それぞれの
ＷＧにおいて論点整理をとりまとめた。
今後、本格的実施に向けて、着実に検討を進めていく。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。

新
 1

総合特区の推進調整に必要
な経費
（23年度新規事業）

総合特区制度は、地域の包括的･戦略的な取組を、規制の特例措置、税制・財政・
金融上の支援措置により、地域の実情に合わせて総合的に支援するとともに、総合
特区ごとに組織される国と地方の協議会で国と地域の協働プロジェクトとして推進
するもの。
総合特区推進調整費は、総合特区制度における財政支援措置の一つとして、地域の
戦略・提案を踏まえ、総合特区に関する計画の実現を支援するため、各省の予算制
度を重点的に活用した上でなお不足する場合に、各省の予算制度での対応が可能と
なるまでの間、機動的に補完する。
地域の主体的取り組みを支援する観点から、目未定の経費として予算計上した上
で、執行段階において、地域からの提案を踏まえて、使途を確定する。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。

167

 

科学者間ネットワークの構
築

　科学者間のネットワーク構築に寄与するため、各地域で、日本学術会議で集積し
た研究成果や学術情報の提供を行うほか、地域の科学者からの意見・要望等を聴取
するため、科学者懇談会、地区会議公開講演会を開催する。

【目標の達成状況の検証】
○成果指標「地区会議の開催」、「地区会議公開講演会の開催
　」については、各地区（北海道、東北、中部、近畿、中国・
　四国、九州・沖縄）において、地域及び最近の話題などをテ
　ーマとした地区会議主催公開講演会、地域の科学者の意見を
　聴く場である科学者懇談会を合計９回開催し、引き続き科学
　者懇談会を開催してほしい等の要望が出るなど、地域の学術
　振興、科学者間ネットワークの構築に貢献している。

【今後の方向性】
○地域からの要望等も踏まえ、引き続き、科学者間交流を推進
　し、科学者コミュニティ内の連携・協力体制を強化すること
　により緊密な科学者間ネットワークの構築を図る。

【執行状況・資金の流れ】
　科学者懇談会、地区会議学術講演会等に必要な手当、謝金及
　び旅費について関係法令に基づき各個人に適切に支給してい
　る。
　また、科学者懇談会、地区会議学術講演会等で必要なポスタ
　ーの印刷などについても、適正な契約手続を行い、受注業者
　に対して職員が指導・監督を行える体制をとっており、予算
　の支出先・使途の把握については、十分な水準になっている。

地域からの情報発信は重要な視点であるが、情報通信技術が発達している今日にお
いて、ブロック毎の地区会議の開催が真に有効かつ必要な手段であるか再検討のう
え、事業の効率化を図るべき。

166

 

科学の役割についての普
及・啓発

　日本学術会議会員等が講演、パネルディスカッション等を行うことを通じ、学術
の成果を国民に還元するため、日本学術会議主催公開講演会を開催する。

【成果指標の達成状況の検証】
　成果指標「公開講演会等の開催件数」については、一般国民
　を対象にした学術会議主催公開講演会「日本語の将来」など
　計４回開催した。
　
【今後の方向性】
　平成23年度より公開講演会を発展的に改組し、国民との直接
　的・双方向的対話を図るため「学術フォーラム」として予算
　を拡充し、学術的香気が高く、かつ市民の興味を引くテーマ
　を選定するなどより一層充実させる。
　
【執行状況・資金の流れ】
　日本学術会議主催で行われる公開講演会等の出演者に対する
　手当、謝金及び旅費について関係法令に基づき各個人に適切
　に支給している。
　また、公開講演会等に必要なポスターの印刷などについても
　適切な契約手続きを行い、受注業者に対して職員が指導・監
　督を行える体制をとっており、予算の支出先・使途の把握に
　ついては、十分な水準になっている。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

－

10

－

166

－

1,135

－

479,877

－

35

－

23

－

32,148

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
10

沖縄振興自主戦略の推進に
必要な経費
（23年度新規事業）

地方公共団体が対象事業から自主的に選択した事業に対し、国が交付金を交付する
ことにより、地域の実情に即した事業の的確かつ効率的な実施を図る。
  箇所付け等の国の事前関与を廃止し、地方公共団体による自由な事業選択を確保
している。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

新
9

離島特産品等マーケティン
グ支援事業
（23年度新規事業）

　離島地域の特産品等を扱う事業者に対し、専門家等を活用することにより、販路
拡大のための市場調査や店舗等でのテスト販売を支援し、販売戦略を構築するとと
もに、販路拡大等を支援する。

事業主体：沖縄県
補助率：２/３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

地域自主戦略交付金の運営状況及び評価結果について、地方公共団体から必要に応
じて報告を求め、当該報告内容等を踏まえ、同交付金が地域の実情に合い、地域の
自由裁量の拡大や予算執行の効率化に資するものとなっているか等、効果的・効率
的な財源となっているかを確認し、必要な改善を図るべき。

新
8

沖縄離島体験交流促進事業
（23年度新規事業）

沖縄本島地域の児童生徒を離島地域に派遣し、地域の人々や地元の児童生徒との交
流や離島の生活・文化の体験学習等を実施し、離島の重要性や魅力に対する理解を
深めることを通じて、離島地域の活性化を図る。

実施主体：沖縄県
補助率：２/３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
7

 

地域自主戦略の推進に必要
な経費
（23年度新規事業）

地方公共団体が対象事業から自主的に選択した事業に対し、国が交付金を交付する
ことにより、地域の実情に即した事業の的確かつ効率的な実施を図る。
客観的指標に基づく配分（23年度は1割程度、今後順次拡大）を導入しているほ
か、箇所付け等の国の事前関与を廃止し、地方公共団体による自由な事業選択を確
保している。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。

新
6

環境未来都市の推進に必要
な経費
（23年度新規事業）

平成23年度中に環境未来都市を選定した上で、次の事業を実施する。
・選定した環境未来都市において、成功事例の創出に資するよう具体的な取組内容
等を整理した計画を策定するとともに、各環境未来都市が創出する成功事例の国内
外への普及展開の加速化を図るために「環境未来都市」構想全体の普及啓発を行
う。
・選定した環境未来都市において、先端的な技術・サービスを複合的に用いる等の
先導的な取組についてモデル事業として支援（1/2補助）するとともに、各環境未
来都市が行う自らの取組内容等に係る国内外への普及啓発事業への支援（2/3補
助）を行う。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。

新
5

総合特区計画に基づく支援
措置等に必要な経費
（23年度新規事業）

地域の包括的･戦略的な取組を、規制の特例措置、税制・財政・金融上の支援措置
により、地域の実情に合わせて総合的に支援するとともに、総合特区ごとに組織さ
れる国と地方の協議会で国と地域の協働プロジェクトとして推進するもの。
総合特区は、地域がめざす政策課題の解決の基本的方向性を国と地域とで共有でき
るものについて総合特区として指定し、その考え方について、国際戦略総合特区に
あっては国際競争力強化方針、地域活性化総合特区にあっては地域活性化方針とし
てそれぞれ定めた上で、必要となる規制の特例措置等の在り方について、国と地方
の協議会を通じ、政府の各関係行政機関からの代替案の提示も含め、国と地域の協
働プロジェクトとして進め、具体化した規制の特例措置等について、国際戦略総合
特別区域計画又は地域活性化総合特別区域計画として、具体事項を定めた計画を認
定し、各種施策を集中実施するもの。
また、民間事業者による総合特区の取組みを推進するため、認定を受けた計画に資
する事業を実施する事業者が指定金融機関から資金を借り入れる場合、利子補給金
を支給するもの（当初５年間、利子補給率0.7%）。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

新
4

社会的包摂に関する検討経
費
（23年度新規事業）

・社会的に孤立した生活上の困難を抱えた状況にある人々の社会的疎外や孤立、生
活困難の状況、家族状況、就労状況、フォーマル・インフォーマル含めた支援との
つながりなどの現状把握とともに、生活困難の状況等に陥ったリスクの連鎖を個人
のライフヒストリーを振り返ることによって整理。
・それらの潜在的リスクが社会全体でどの程度拡がっているのか、また、どのよう
な属性の人々にリスクが偏在しているのか、貧困などの他のリスクとどのように重
なり合っているか明らかにすることにより、社会的に孤立した生活困難に陥るリス
クの実態を明らかにするため、24年度の本調査に向け予備調査を実施。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行
に留意すべき。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

－

199

－

118

－

659

－

95

－

494

－

1,350

－

133

－

1,060

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
18

沖縄スマートエネルギーア
イランド基盤構築事業
（23年度新規事業）

沖縄本島及び宮古島において太陽光発電や風力発電を導入し、電力系統への影響や
安定化対策の検証を実施する。また、エネルギーマネジメントシステム（ＥＭ
Ｓ）、亜熱帯型省エネ住宅、ＥＶバス・タクシーの開発を行い、電力の供給側と連
携し、島嶼型スマートグリッド構築に向けた実証事業を行う。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

沖縄の将来を担う若者とは具体的にどのような資質・能力を持つ若者であるのかを
明確化にすべき。また、事業の効果・成果を国民に説明できるよう政策効果の把握
につとめるべき。
調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
17

若年者ジョブトレーニング
事業
（23年度新規事業）

　これまで経験したことのない職種への就職を考えている若年者を対象に、６か月
間の職場訓練を実施し、訓練終了後は訓練成果の発表会を兼ねた合同就職面接会を
開催し、若年者の就職を支援する。その際、訓練生には訓練手当を、訓練生の受け
入れ事業所には訓練委託料を支給する。

事業主体：沖縄県、補助率：２／３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

就職を希望する若者と企業の関係を確実にする方法を検討すべき。
調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
16

沖縄２１世紀ビジョン推進
「万国津梁」人材育成事業
（23年度新規事業）

沖縄県において高度な国際性と専門性を有する産業人材を育成するため、海外の企
業・大学院等への派遣・留学とともに、中核・若手人材を対象に実施するグローバ
ル化に対応した研修に対し、支援を行う。
　アジア・太平洋地域の優秀な高校生を沖縄に招へいし、科学技術・文化等を通じ
て、沖縄の高校生等との国際交流を深めることにより、将来の沖縄の発展を担う若
者の人材育成支援を行う。
　これらの人材育成を持続的に行うため、沖縄県の既存の基金（産業振興基金：沖
縄県の産業の技術革新、高度情報化、国際化等への対応を促進し、産業の振興を図
るために造成された基金。22年度までに、産業振興に資する人材の育成する事業等
を実施してきた。）に積増しを行い、概ね７年間にかけ取崩し活用する。
事業主体：沖縄県
補助率：１０／１０

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
15

沖縄国際航空物流ハブ活用
推進事業
（23年度新規事業）

沖縄県の那覇空港を核に国内とアジア主要国とを結ぶ航空物流を活用した、臨空型
産業の誘致、航空会社の就航誘致、県産品の販路拡大、外国人観光客の誘客を図る
ため、日系臨空型企業が多く有する海外各都市及び国内主要都市における臨空型企
業誘致セミナーの開催、海外一部都市にて沖縄県産品を販売するためのアンテナ
ショップの開設、輸送コスト軽減のための航空会社コンテナスペースの借り上げ、
沖縄の魅力を紹介するための海外メディアに向けたプロモーション活動等を行な
う。

補助率　２／３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
14

新たな組込システム検証基
盤構築事業
（23年度新規事業）

これまで沖縄で蓄積されてきた技術開発成果及び沖縄で構築されてきたコールセン
ターのインフラを活用することにより、ユーザーからの苦情・問い合わせ（クレー
ム）に基づく組込みシステムの高度な検証・テストを行う基盤の整備を行うととも
に、県内の組込み分野のテストに関する実践的な人材育成を行うことにより、既存
のコールセンターとの相乗効果により高付加価値化・雇用の促進を図る。

補助率：２／３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

新
13

沖縄ＩＴ津梁パークの「アジアとの架け橋機能」を実現すべく、海外とのビジネス
も視野に入れた人材育成機能を強化するため、高度ＩＴ技術者等の人材研修のため
の「アジアＩＴ研修センター」の整備を行う。
事業主体：沖縄県、補助率：２／３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

沖縄IT知の集積促進事業
（23年度新規事業）

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

本事業を踏み台として、次年度以降どう民間レベルへ移行していくか方策を検討す
べき。
調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
12

文化観光戦略推進事業
（23年度新規事業）

①沖縄の文化・芸能を活用し、観光誘客を目的とした持続可能な地域主体のイベン
ト（提案公募）の事業化支援及び有識者による評価のフィードバックを通じた効果
的な取組の新規創出。
②観光と文化・芸能分野の連携を図り、相互作用を高め、持続的な観光振興、文
化・芸能の活性化等を図る文化観光戦略の策定のための調査・検討。
③県内の既存施設を積極的に活用し観光誘客を図ることを目的とした、文化・芸能
関係者と観光客の交流発信拠点づくりのための調査・検討。
④県外観光客の誘客を目的に、沖縄の文化・芸能の魅力を紹介する県外派遣公演
（国内・海外）の実施。

事業主体：沖縄県、補助率：２／３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
11

外国人観光客受入強化事業
（23年度新規事業）

・外国人受入環境整備強化に向けた多言語案内・交流システム及びコンテンツ開
発、ヴァーチャルコンシェルジュセンター事業の実施
・民間事業者等を実施主体として、例えば外国人向け体験型オプショナルツアーや
空手をテーマとした着地型プログラム等、外国人観光客のニーズを踏まえた提案公
募を行い、外国人観光客が求めるエンターテイメントの創出や旅行メニューの開発
等を支援

実施主体：沖縄県
補助率　：２／３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。
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22年度予算
23年度予算

国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）における所見（案）

点検結果事　項　名 事業概要 所見（案）

資料３

－

36

－

250

－

40

－

700

－

27

－

－

効率的な予算の執行を図るべき。

①研究開発設備・機器の整備・活用
　ライフ分野の研究開発に必要な動物実験、遺伝子組換え実験等に必要な研究設
備・機器整備等を行う。

②研究開発設備・機器配置・活用のための施設整備
　①の設備・機器を配置するとともに、研究開発機関やバイオベンチャー企業等が
入居し、設備・機器を活用した研究開発を行うための施設を整備する。

事業主体：沖縄県（補助率２／３）

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

新
24

子ども等に対する放射線影
響の緊急防止策
（23年度新規事業）

（１）ガイドラインの策定等
　学校・公園等の公共施設等の線量について、（ⅰ）線量、（ⅱ）立地環境（地面
の種類、建造物の立地、空調設備の設置場所等など）等の類型に応じ、除線作業
（高圧放水、表土剥離、樹木伐採等）等の効果を分析し、効率的・効果的な手法に
係るガイドラインの策定等を行う。

（２）学校・公園等の公共施設や通学路等の線量低減事業等
① 表土緊急改善事業：子どもが現に利用する学校、児童施設等の公共施設を中心
に、市町村等が実施する表土改善事業を支援する。
② 線量低減化活動支援事業：子どもや住民の生活空間で利活用される通学路や側
溝等の除染を行う町内会や自治会等の地域団体の活動を支援する。
③ 都市公園環境緊急改良事業：子どもが現に利用する都市公園を中心に、市町村
等が実施する公園における表土改善等を支援する。
④ 環境緊急改善事業：子どもが現に利用している学校や児童福祉施設等における
空調設備設置等による環境改善支援を行う。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
22

沖縄ライフ・イノベーショ
ン創出基盤強化事業
（23年度新規事業）

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
23

新分野における男女共同参
画の推進経費
（23年度新規事業）

男女共同参画の意義についての正しい理解が浸透し、男性自身が自らの問題とし
て、男女共同参画をとらえられるよう、以下の３つの施策を行う。
（１）男性への男女共同参画普及啓発：これまでアプローチが少なかった男性に対
し、男女共同参画の意義の理解促進を図るとともに、固定的性別役割分担意識から
の開放に資する取組として、男性の男女共同参画に関する情報提供、シンポジウム
の開催（全国３か所）、雑誌等を活用した周知活動等。
（２）総合的な調査の実施：男女間の役割分担に関する意識とプレッシャー・男性
の心身の健康の関連等、男性に関する総合調査を実施。
（３）男性の家庭・地域への参画における先進的事例収集：取組が進んでいる地域
や企業等の具体的な取組事例を収集し、事例集として広く情報提供を行う。

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

新
21

鉄軌道等導入可能性検討基
礎調査
（23年度新規事業）

新たな公共交通システムの需要予測モデル等を踏まえ、需要予測・整備効果の検
討、総事業費・事業採算性の検討、新たな公共交通システム導入の実現化に向けた
課題整理等を行う。

事業主体：内閣府

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入すべき。

新
20

沖縄新規学卒者等緊急就職
支援事業
（23年度新規事業）

①新規学卒者緊急就職支援プログラム
　就職の決まっていない大学４年生、高校３年生等を対象に、ビジネスマナー講
習、コミュニケーション研修、面接対策等を実施、その後合同面接会を開催。

②未就職卒業者県外就職支援プログラム
　県外企業の採用枠を開拓し、沖縄県内に招へいした上で、概ね卒業後３年以内の
若年者を対象に、合同企業面接会等を実施。

③キックオフプログラム
　就業意識の啓発等のため、新規学卒者、卒業後３年以内の若年者及びその保護者
を対象に、シンポジウム等を開催する。

事業主体：沖縄県、補助率：２／３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

新
19

沖縄型産学官・地域連携
グッジョブ事業
（23年度新規事業）

①産学官・地域連携就業意識向上支援事業
　失業率の高い市町村を拠点地区として、産学官・地域を含めた地区協議会を設置
し、小中高生を対象に行うジョブシャドウイング実施を支援する。それとあわせ、
就業意識向上を図るためのシンポジウム開催や、拠点地区以外の地域に対するジョ
ブシャドウイング普及支援等を実施する。

②就業意識向上研究事業
　市町村、経済団体、地域団体等の関係機関と連携して就業意識向上研究協議会を
設置し、若年者の雇用対策を様々な視点から議論する。

事業主体：沖縄県、補助率：２／３

23年度新規事業ということで、記載できる項目は少ないが、適切な執行のために注
意深く進めていく。

調達に当たってはコストを精査の上、縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い
発注先の選定方法を導入するよう補助先を指導すべき。

32 / 32 


